
 

 

 

 

 

全出力 50kW を超える急速充電設備の火災予防対策に関する調査研究 

報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 31年２月 

全出力 50kW を超える急速充電設備の火災予防対策に関する検討部会 

 

 

 

  



目 次

 

第1章 検討の目的 ···························································································· 1 

第1節 背景及び目的 ····················································································· 1 

第2節 検討対象 ··························································································· 1 

第3節 検討体制 ··························································································· 1 

第4節 検討の流れとスケジュール ·································································· 6 

 

第2章 急速充電設備の概要調査 ·········································································· 7 

第1節 種類，原理，構造··············································································· 7 

第2節 関連法規  ······················································································· 13 

第3節 規格および規格化、標準化の動向 ······················································· 20 

 

第3章 急速充電設備の現状調査 ········································································ 23 

第1節 普及状況 ························································································· 23 

第2節 事例（火災，故障） ········································································· 29 

第3節 想定されているリスク ······································································ 30 

第4節 具備されている消防設備 ··································································· 31 

 

第4章 急速充電設備に係る課題の整理 ······························································· 32 

第1節 全出力 50kWを超える急速充電設備の想定リスク ·································· 32 

第2節 設置環境の想定リスク ······································································ 32 

第3節 リスク検証方法················································································ 33 

 

第5章 全出力 50kWを超える急速充電設備のリスク検証（１）ハザード評価 ··········· 34 

第 1節 評価手法 ······················································································· 34 

第 2節 評価の実施 ···················································································· 36 

第 3節 リスク分析結果 ·············································································· 36 

 

第6章 全出力 50kWを超える急速充電設備のリスク検証（２）燃焼実験 ················· 41 

第1節 目的 ······························································································· 41 

第2節 実施場所と期間················································································ 41 

第3節 方法 ······························································································· 42 

第4節 結果 ······························································································· 50 

第5節 結論 ······························································································· 65 

 

 



第7章 まとめ及び全出力 50kWを超える急速充電設備に対する提言 ······················· 67 

第1節 高電圧・大電流化及び仕様変更等に伴う必要な対策 ······························· 67 

第2節 実態と法令が適合しない部分に対する必要な対策 ·································· 68 

第3節 消防活動時に安全を確保する対策 ······················································· 69 

 

第8章 今後の課題 ·························································································· 70 

 

参考文献 ········································································································· 71 

 

添付資料 ········································································································· 72 

資料１ 全出力 50kWを超える急速充電設備のハザード評価表 ·························· 73 

資料２ 熱電対と熱流束データの経時変化 ······················································ 90 

資料３ ビデオ画像とサーモグラフィ画像 ···················································· 100 

資料４ 熱電対と熱流束データの経時変化（補足実験） ·································· 105 

 

 

  



 

 

本検討の関連法規一覧 

 

 

No. 法令 公布・発行元 省略表記

1 消防法 昭和23年法律第186号 －

2 消防法施行令 昭和36年政令第37号 －

3 消防法施行規則 昭和36年自治省令第6号 －

4
対象火気設備等の位置、構造及び管理並び
に対象火気器具等の取扱いに関する条例の
制定に関する基準を定める省令

平成14年総務省令第24号 対象火気省令

5 火災予防条例（例） 総務省消防庁 条例（例）

6 火災予防条例 昭和37年東京都条例第65号 東京都条例

7 キュービクル式変電設備等の基準
昭和50年10月東京消防庁告示
第11号

－

8 建築基準法 昭和25年法律第201号 －

9 電気事業法 昭和39年法律第170号 －

10 電気事業法施行規則 昭和40年通商産業省令第51号 －

11 電気設備に関する技術基準を定める省令 平成9年通商産業省令52号 電技

12 電気設備の技術基準の解釈 経済産業省 電技解釈

13 電気用品安全法 昭和36年法律第234号 －

14 電機工事士法 昭和35年法律第139号 －



1 

 

第１章  検討の目的等 

 

第 1節 背景及び目的 

電気自動車を短時間で充電する急速充電設備は、火災予防条例（東京都条例）第 11 条の 2 に、

位置、構造及び管理の基準が規定されている。対象となるのは、全出力 20kWから 50kW以下の

ものであり、50kWを超える急速充電設備は火災予防条例（東京都条例）第 11条の変電設備とし

て扱うことになる。 

一方、急速充電設備の普及団体である CHAdeMO協議会では、平成 29年度に全出力 150kW級

の急速充電設備について「電気自動車用急速充電スタンド標準仕様書 CHAdeMO 1.2 第 3 版」

に規定し、普及に向けた準備を開始した。しかし、全出力 50kWを超える急速充電設備が都内に

設置された場合、変電設備の規定が適用されることになり、電気自動車の運転手が充電できない

等、実態と合わない事象が懸念される。 

このような経緯を踏まえ、本検討部会では、全出力 50kW を超える急速充電設備の関する法規

制、規格・基準に関する現状及び火災予防上の問題点について把握・整理したうえで、今後普及

が見込まれる 150kW 級の急速充電設備に対する課題抽出等を行い、安全性等について検討を

行うものである。 

 

第 2節 検討対象 

検討の対象は以下とする。 

（１）全出力 50kWを超える急速充電設備 

・CHAdeMO仕様に準拠したもの。 

・特に今後普及が見込まれる全出力 150kW級急速充電設備を前提として検討する。 

・太陽電池を備える急速充電設備、蓄電池を内蔵する急速充電設備は除く。 

・出力が 200kW を超えるような大型電気自動車（EV バス、トラック等）用の急速充電器は対

象としない。 

（２）設置環境 

・検討対象設備の安全な設置位置、構造、管理について検討する。 

 

第 3節 検討体制 

検討を実施するにあたり、その体制は以下とする。 

（１）検討部会 

学識経験者を部会長に、副部会長は学識経験者及び東京消防庁参事兼予防課長とし、部会員と

して学識経験者、行政関係者、試験機関、業界団体及び製造者等から構成される検討部会を設置

する。当該検討部会は予防技術検討委員会の下に位置づけられる。検討の方向性を作業会に示す

とともに、作業会の検討結果を審議し、決定する。 
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（２）作業会 

作業会については、検討部会を補佐する組織として設置し、主に業界団体、製造者等から構成す

る。検討部会で審議する資料の作成・検討、また、実験計画・実行など担当する。 

 

表 1-1 検討部会 構成員一覧表 

 

部会長 渡邉　信公
関東職業能力開発大学校
校長

副部会長 田村　裕之
総務省消防庁 消防大学校　消防研究センター
技術研究部 大規模火災研究室 室長

副部会長 大竹　晃行
東京消防庁
参事兼予防課長

部会員 伊庭　健二
明星大学　大学院理工学研究科 研究科長
理工学部 総合理工学科 教授

部会員 吉田　誠
一般社団法人 CHAdeMO協議会
事務局長

部会員 金堀 雄介
一般社団法人 電動車両用電力供給システム協議会
事務局長

部会員 池谷 知彦
一般財団法人 電力中央研究所
材料科学研究所（兼）エネルギーイノベーション創発センター
研究参事

部会員 木幡 禎之
電気事業連合会
工務部 副部長

部会員 三木　隆彦
一般社団法人 日本自動車工業会
電動車部会 充給電分科会 分科会長
（トヨタ自動車株式会社）

部会員 村上　弘
一般社団法人日本ビルヂング協会連合会
ビルディング本部 運営企画部長
（三井不動産株式会社）

部会員 小泉　吉生
一般社団法人日本ビルヂング協会連合会
ビルディング本部 運営企画部 企画グループ グループ長
（三井不動産株式会社）

部会員 髙津　充良
一般社団法人 日本自走式駐車場工業会
専務理事

部会員 植濃　信介
公益社団法人 立体駐車場工業会
安全管理委員会 委員長
（新明和工業株式会社）

部会員 三宅　茂
イオンモール株式会社
開発本部 建設企画統括部 建設企画部 担当部長

部会員 曽根田　雄一
ジャパンチャージネットワーク株式会社
取締役 技術部長

部会員 中山　 仁
ジャパンチャージネットワーク株式会社
取締役 営業企画部長
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(表 1-1 続き) 

 

（2018年 12月時点） 

  

部会員 島村 泰彰
総務省消防庁
予防課 国際規格対策官（併）課長補佐

部会員 竹本 吉利
総務省消防庁
危険物保安室 課長補佐

部会員 伊藤　要
東京消防庁
副参事（予防技術担当）

部会員 都筑　秀明
一般社団法人 日本電気協会
技術部長

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 蘆原 瑞應
経済産業省製造産業局
自動車課（併）電池・次世代技術・ITS推進室　課長補佐

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 久保田 秀暢
国土交通省自動車局
環境政策課長

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 堀　　哲
東京都環境局
環境改善部 自動車環境課長

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 瀬尾 弘孝
東京消防庁
目黒消防署 副署長兼総務課長

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 細谷 昌右
東京消防庁
消防技術安全所 装備安全課 都民安全技術係長

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 小野 哲也
東京消防庁
消防技術安全所 消防技術課 消防技術係

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 下里　尚也
東京消防庁
警防部 警防課 警防対策係長

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 酒井 浩司
東京消防庁
予防部 危険物課 貯蔵取扱規制係長

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 石塚　 仁
東京消防庁
予防部 予防課 課長補佐兼火気電気係長

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 土屋　 博
東京消防庁
予防部 予防課 火気電気係 主任

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 三ツ邑 智裕
東京消防庁
予防部 予防課 火気電気係 副主任

事務局 金子　貴之
一般社団法人 日本電気協会
技術調査室長

事務局 小林　信裕
一般社団法人 日本電気協会
技術調査室
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表 1-2 作業会 構成員一覧表 

主査 吉田　誠
一般社団法人 CHAdeMO協議会
事務局長

副主査 福原 正幸
東京電力HD　株式会社
経営技術戦略研究所 RA推進室 主管研究員

副主査 藤原 克廣
株式会社　ハセテック
パワエレ製品部 課長

委　員 伊藤　 要
東京消防庁
副参事（予防技術担当）

委　員 加藤 正樹
一般財団法人　電気安全環境研究所
技術部長

委　員 木戸 彰彦
一般財団法人 日本自動車研究所
電動モビリティ研究部　研究主幹

委　員 山下 健史
株式会社　GSユアサ
電源システム生産本部 開発部 第三グループ　グループマネージャー

委　員 大芝 正嗣
株式会社　GSユアサ
電源システム生産本部 生産管理部 　購買グループ　グループマネー
ジャー

委　員 石川 洋史
JFEテクノス　株式会社
設備エンジニアリング事業部 EVプロジェクトチーム　理事

委　員 木村 鉄也
JFEテクノス　株式会社
設備エンジニアリング事業部 EVプロジェクトチーム　課長

委　員 三ツ矢 高正
ニチコン亀岡　株式会社
回路技術課 技師

委　員 高山 勝見
株式会社　東光高岳
エネルギーソリューション事業本部 システムソリューション製造部 設計
グルーフ゜

委　員 小槌  淳　
株式会社　東光高岳
エネルギーソリューション事業本部 システムソリューション製造部 設計
グルーフ゜

委　員 大戸 敏之
株式会社　ハセテック
パワエレ製品部 SQCプロジェクト 主務

委　員 中島　 仁
河村電器産業　株式会社
研究開発部 技術マーケティングチーム 主任技師

委　員 原澤 紀雄
新電元工業　株式会社
PSI Project 第1開発グループ 主査

委　員 大蔵 一真
日産自動車　株式会社
ﾊﾟﾜｰﾄﾚｲﾝ・EV技術開発本部 ﾊﾟﾜｰﾄﾚｲﾝ・ＥＶｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ開発部
高電圧ｼｽﾃﾑ計画ｸﾞﾙｰﾌﾟ シニアエンジニア

委　員 長尾 貴久
三菱自動車工業　株式会社
商品戦略本部 EVソリューション部  EVインフラ推進グループ

委　員 丸田　理
一般社団法人 CHAdeMO協議会
事務局
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(表 1-2続き) 

 

（2018年 12月時点） 

  

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 石原 利彦
経済産業省　商務情報政策局
産業保安グループ 電力安全課  電気技術基準係長

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 平井 祐介
経済産業省　商務情報政策局
産業保安グループ 電力安全課  新エネルギー 二係長

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 本夛 良亮
電気事業連合会
工務部 副長

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 柏原 研一
総務省消防庁
予防課 予防係長

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 池町 彰文
総務省消防庁
危険物保安室 危険物施設係長

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 石塚　 仁
東京消防庁
予防部 予防課 課長補佐兼火気電気係長

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 土屋　 博
東京消防庁
予防部 予防課 火気電気係 主任

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 三ツ邑 智裕
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事務局 小林　信裕
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第 4節 検討の流れとスケジュール 

下表に本検討の流れとスケジュールを示す。 

 

表 1-3 検討の流れとスケジュール 

 

 

名称 審議・検討内容

6月19日 第1回検討部会

①検討部会の設立、検討概要説明
②急速充電設備の概要および現状調査報告
③急速充電設備に係る課題の整理
④急速充電設備の火災発生時におけるリスク検証方法

7月10日 第1回作業会

①検討部会・作業会の設立、検討概要説明
②第１回検討部会の審議内容説明
③ハザード評価表によるリスク評価方法
④燃焼実験によるリスク評価方法

8月24日 第2回作業会
①ハザード評価表によるリスク評価結果分析
②実験計画概要
③実験用急速充電器候補（供試品）検討

9月21日 第2回検討部会

①作業会の進捗状況
②ハザード評価表によるリスク評価結果
③燃焼実験用供試品
④実験計画詳細

12月12日 第3回検討部会
①実験実施結果報告
②提言案
③報告書構成確認

平成31年 1月29日 第4回検討部会 報告書の確認

開催日

平成30年
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第 2 章 急速充電設備の概要調査 

 

第 1節 種類、原理、構造 

 

2.1.1 電気自動車用充電設備 

電気自動車用充電設備は、充電速度（出力）により一般に「普通充電」と「急速充電」に

分類される。普通充電器は一般家庭の AC 電源を使用できるが、充電時間が 10 から 20 時

間と長い。これに対し、急速充電器は 15 分から 1 時間程度で充電が可能だが、大きな電力

が必要になるため動力電源による供給が一般的である。 

 

・普通充電器 

充電時間*1：満充電まで約 20 時間 

電圧：AC100V 電流：15A 電力：1.5kW  

・普通充電器（倍速） 

充電時間*1： 満充電まで約 10 時間 

電圧：AC200V 電流：15A 電力：3kW 

 

・急速充電器（中容量） 

充電時間*1：80%充電まで約 30 分から１時間 

電圧：DC500V 電流：60A 電力：20kW 

・急速充電器（大容量） 

充電時間*1：80%充電まで約 15 分から 30 分 

電圧：DC500V 電流：125A 電力：50kW 

注 ＊1：日産リーフ 30kWh タイプでの目安時間 

 

2.1.2 充電インフラの種類 

インフラの観点から充電方式を分類すると、自宅での充電を行う「基礎充電」、高速道路

SA・PA や道の駅など走行経路途中での充電を行う「経路充電」、大規模商業施設やオフィ

スなど目的地の駐車場等で充電を行う「目的地充電」に分けられる。 

自宅で夜間にフル充電し、経路途中や目的地では駐車中に継ぎ足し充電を行うという利

用形態においては、急速充電器は、主に経路途中または目的地で駐車中の充電に利用される。 

 

 

 

 

 

写真 2-1 普通充電器（例） 

写真 2-2 急速充電器（例） 
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図 2-1 充電インフラの分類 

出典：「日中新エネ自動車と充電インフラ共同研究成果報告」1)，2016.11，日本自動車研究所，  

 

2.1.3 急速充電器の構造 

急速充電器の構造の例を下図に示す。 

交流の一次側回路と直流の二次側回路は絶縁トランスを介して絶縁されている。充電器

と電気自動車とで通信しながら最適電流で充電する。 

図 2-2 急速充電器の構造 

出典：「急速充電設備の仕様，構造及び設置について」2)，CHAdeMO 協議会,2010 

 

2.1.4 急速充電器の原理と CHAdeMO プロトコル 

電気自動車への充電は、電気自動車のメーカーや車種や急速充電器の機種が変わっても

すべての組み合わせで充電が可能であることが重要となるため、充電プロトコルを決めて、

電気自動車と充電器が通信しながら双方の最適状態で充電する「CHAdeMO 方式」が提唱

され、その仕様に基づいた急速充電器が国内外で広く普及している。 
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・充電器は EV が要求する時々刻々変化する電流で充電する 

・EV は充電器のもつ能力（最大出力電流）以上の要求はしない 

図 2-3 CHAdeMO プロトコルの流れ 

出典：「50kW 大容量急速充電器の設計技術」3)，グリーンエレクトロニクス No.4，CQ 出版 

 

また電気自動車への充電だけではなく、逆に電気自動車のバッテリーに蓄電されている

電気エネルギーを家で使うことができる V2H（Vehicle to Home）とよばれるシステム仕様

が CHAdeMO 方式の機能拡張として規格標準化され商品化が進んでいる。V2H では分電

盤を経由してバッテリーの電力を自宅全体に直接給電するため、自然災害等による非常停

電時でもほぼ日常通りの生活が可能になる。また、さらに連携の領域を電力網に拡大した

V2G（Vehicle to Grid）を見据えており、地域のエネルギーマネージメントに貢献する重要

な構成要素になる可能性を持つ。 

 

2.1.5 急速充電器の安全対策 

CHAdeMO 方式では感電事故等の発生を抑制し安全性を確保するために充電器の仕様

として以下の項目を定めている。 

①充電コネクタの端子部は容易に触れることができない構造とすること。 

②充電ケーブルが車両に接続され充電開始ボタンが押されるまで、端子部に電圧がかから

ない構造とすること。 

③入力側の交流系統と出力側の直流系統を分離するとともに、直流側を大地から浮いた状

態にしていることで、充電ケーブル内にある直流電路のいずれか一方の故障個所に触

れるような単一故障事象が発生しても感電災害を防止することができること。 

④充電を開始する前に絶縁確認を行い、充電回路－接地線間及び充電回路の正負極間が正

常であるかどうかを確認すること。 

⑤充電中のコネクタが外れないように、充電コネクタに電磁ロックの機構が設けられてい

ること。 

⑥出力電路の地絡を検知する地絡検出器を設置し、充電中も常時漏れ電流を監視すること

で、発生した異常を即座に感知することができること。 

⑦大電流の制御を確実に行い、急速充電時の安全性を確保するためにデジタル通信規格と

して安定性と信頼性が高いＣＡＮ（Controller AreaNetwork）を採用していること。 
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2.1.6 CHAdeMO 仕様の高出力充電ロードマップ 

自動車メーカーは顧客のニーズに応じ、より走行距離の長い大容量の電池を搭載した電

気自動車の開発を進めている。一方、より短い時間で充電できるようにとの蓄電池大容量化

とは相反するニーズも大きく、充電器側としても電圧・電流値仕様が引き上げられ高出力化

が計画されている。CHAdeMO 協議会より 6 月に発行された標準仕様書 CHAdeMO2.07) 

では、全出力 350 から 400kW 級の高出力急速充電器の仕様が規定されており、将来この仕

様に基づいた充電器が市場に投入されることになる。 

図 2-4  CHAdeMO 仕様の高出力充電ロードマップ 

出典：CHAdeMO 協議会「2017 年度活動報告・2018 活動方針」4)，2018.5 

 

2.1.7 大容量化対応の充電ケーブル 

出力大容量化に伴い、ケーブルについても安全強化のための仕様が決められている。 

図 2-5 大容量化対応の充電ケーブル 

出典：「CHAdeMO 協議会の活動近況」5)，CHAdeMO 協議会 事務局,2016.3 
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なお、標準仕様書では、充電ケーブルの温度要求として「人が保持する部位は 60℃を

超過しないことを満足すること」が求められている。充電ケーブルと充電コネクタ端子

の温度上昇を抑制する機能の例として、空冷、液冷、ペルチェ素子（直流電流により冷

却・加熱・温度制御を自由に行える半導体素子）等による冷却機能を備えた充電ケーブ

ルアセンブリを利用して温度制御をしても良いとしている。また温度上昇の異常を検出

した場合の充電器停止等の対応を義務付けている。 

 

2.1.8 大型電動車用給電方法 パンタグラフ方式 

大型電動車用の給電方式として、パンタグラフ方式の採用が実用化されている。国内で

は長野県大町市と富山県立山町の間を走る関電トローリーバスの EV バス化（H31 年 4 月

中旬営業開始予定）、さいたま市の電車回生電力を電動バスの充電（全出力 200 から 350kW

級）に使用するための実証運行などにパンタグラフ給電方式の採用事例がある。また、

NEDO がマレーシアにて EV バスシステムの実証実験を実施している。2019 年に

CHAdeMO として規格発行を目ざしている。 

図 2-6 パンタグラフ方式による給電方法（例） 

出典：ハセテック HP，https://www.hasetec.co.jp/news/20170828_02.html 

 

2.1.9 マルチアーム（マルチアウトレット）充電器 

欧州ではひとつの充電器に COMBO（2.3.1 参照）と CHAdeMO の両方の充電口を備え

るマルチアーム（マルチアウトレット）方式の充電器が増えている。日本では、COMBO 方

式の電気自動車は普及していないので、このタイプの充電器はほぼないと思われる。ただ設

置を公に PR してはいないが、外資ディーラーの店舗にはマルチ充電器が設置されている可

能性はある。 
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写真 2-3 マルチアウトレット充電器（マレーシアでの設置例） 

 

マルチアウトレット充電器では、2 つ以上の充電ケーブルアセンブリ（DC または AC）

を備え、1 台への単独充電、または複数車両へ同時に充電可能であり、大容量の充電設備と

なる。 

 

 

 

図 2-7 マルチアウトレット充電器の構造例 

（複数電源ユニット，出力回路間の連結部非共用） 

 

  

電気自動車 

電気自動車 

AC/DC：コンバータ 

DC/AC   AC/DC：インバータ・昇圧絶縁 Tr・整流器 

GFD: 地絡検出器 

~
~

~
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第 2節 関連法規 

 

2.2.1 消防関係法令の体系 

①消防法（昭和 23 年 7 月 24 日法律第 186 号） 

②消防法施行令（昭和 36 年 3 月 25 日政令第 37 号） 

③火災予防条例（昭和 37 年 3 月 31 日東京都条例第 65 号） 

④ 対象火気設備の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条例の制

定に関する基準を定める省令（平成 14 年 3 月 6 日総務省令第 24 号）*2 

 

 

図 2-8 消防関係法令の体系 

 

2.2.2 火災予防条例（東京都条例）第十一条（変電設備） 

下線部分が今回の検討対象の条文と考える。なお、以下の文言は一部簡略表記した。 

屋内に設ける変電設備 （第 1 項） 

・全出力 20 キロワット以下のもの及び次条に掲げるものを除く。 

・設備の位置、構造、管理について規定している。 

① 水の不侵入不浸透の位置に設置すること 

② 可燃性または腐食性の蒸気またはガス不滞留位置に設置すること 

③ 不燃材料で作った壁、柱、床、天井で区画、防火戸を設けること 

④ 屋外に通じる換気設備を設置すること 

⑤ 変電設備である旨の標識を設けること 

⑥ 室内に係員以外を出入りさせないこと 

⑦ 整理清掃に努め、可燃物を放置しないこと 

⑧ 定格電流の範囲内で使用すること 

⑨ 熟練者による設備点検と絶縁抵抗の測定試験の実施すること 

⑩ 設置または改修の際は温度上昇、短絡、漏電、落雷等による火災の予防に努める

こと 

屋外に設ける変電設備 （第 2 項、第 3 項） 

*2 



14 

 

・建築物から 3 メートル以上の距離を保たなければならない。 

ただし、不燃材料で造り、又はおおわれた外壁で開口部のないものに面するとき

は、この限りでない。 

・構造及び管理の基準については第 1 項⑤から⑩の規定を準用する。 

 

本調査研究事業において、今後導入設置される CHAdeMO 規格準拠の全出力 150kW 級

設備について、安全性が十分確保できることを確認できた場合は、第十一条の検討対象条文

（下線部分）に対して、2.2.4 に示す第二十二条の二を適用することを目的としている。 

 

2.2.3 火災予防条例（東京都条例）第十一条の二（急速充電設備） 

・急速充電設備の位置、構造及び管理の基準について規定している。 

・全出力 20 キロワット以下のもの及び全出力 50 キロワットを超えるものを除く。 

① 筐体は不燃性の金属材料で造ること 

② 堅固に床、壁、支柱等に固定すること 

③ 雨水等の浸入防止の措置を講ずること 

④ 設備と自動車が絶縁されていない場合、充電を開始させない措置を講ずること 

⑤ 確実に接続されていない場合には、充電を開始させない措置を講ずること 

⑥ 接続部に電圧が印加されている場合、接続部が外れないようにする措置を講ずる

こと 

⑦ 漏電、地絡又は制御機能の異常を検知した場合、自動的に停止させる措置を講ず

ること 

⑧ 電圧又は電流の異常を検知した場合、自動的に停止させる措置を講ずること 

⑨ 異常な高温となった場合、自動的に停止させる措置を講ずること 

⑩ 急速充電設備を手動で緊急停止させることができる措置を講ずること 

⑪ 自動車等の衝突を防止する措置を講ずること 

⑫ 設備の周囲は、換気、点検及び整備に支障のないようにするとともに 

常に整理及び清掃に努め、油ぼろその他の可燃物をみだりに放置しないこと 

・蓄電池について、⑧、⑨に掲げる措置を講じなければならない。 

・このほかに急速充電器設備の位置、構造及び管理の基準については、第十一条第 1 項②⑤

⑧⑨の規定を準用する。 

 

2.2.4 火災予防条例（東京都条例） 第二十二条の二（基準の特例） 

火を使用する設備又は器具及びその使用に際し火災の発生のおそれのある設備又は器具

について、消防総監又は消防署長が、予想しない特殊の設備又は器具を用いることにより、

前節及びこの節の規定による場合と同等以上の安全性を確保することができると認めたと

き、その他火を使用する設備の位置、構造及び管理又は火を使用する器具の取扱い並びに周

囲の状況から判断して、火災の発生及び延焼のおそれが著しく少ないと認めるときは、前節

及びこの節の規定によらないことができる。 
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2.2.5 安全対策に係る電気関係法令 

経済産業省が所管する電気事業法以下の電気関係法令において、急速充電設備に対する個

別の規制はない。 

急速充電設備を設置・維持・管理するためには、「電気設備に関する技術基準を定める省令

（以下「電技」という。）」を満足させる必要がある。 

電技条文においては、次が該当する。 

・電技第 4 条（電気設備における感電、火災等の防止） 

・電技第 5 条（電路の絶縁） 

・電技第 8 条（電気機械器具の熱的強度） 

・電技第 10 条（電気設備の接地） 

・電技第 11 条（電気設備の接地の方法） 

・電技第 14 条（過電流からの電線及び電気機械器具の保護対策） 

・電技第 15 条（地絡に対する保護対策） 

・電技第 59 条（電気使用場所に施設する電気機械器具の感電、火災等の防止） 

 

  設置工事にあたっては、第一種電気工事士や第二種電気工事士の資格が必要となる。 

 

急速充電設備の電源には、高圧受電タイプと低圧受電タイプがあり、高圧受電タイプは、

一般的にキュービクル式高圧受電設備（6600V／210V・105V）から電源供給される。キュ

ービクル式高圧受電設備は、自家用電気工作物に該当し、電気の専門家である主任技術者に

よる保守管理が要求される。 

なお、このキュービクル式高圧受電設備の負荷設備となる急速充電設備については、自家

用電気工作物にあたるため、主任技術者がキュービクル式高圧受電設備を点検する際は、絶

縁抵抗測定を行い、異常がないかを確認している。 

一方、低圧受電タイプは、電気事業者からの引き込み線が低圧であるため、自家用電気

工作物には該当しない。 

これらは、一般用電気工作物となり、保守管理、また、操作にあたっては、特別な資格を

要求されないものとなっている。 

 

電気工作物 

電気工作物とは発電、変電、送電、配電又は電気の使用のために設置する受電設備（機

械、器具、ダム、水路、貯水池、電線路など）をいい、事業用電気工作物、一般用電気工作

物がある。図 2-9、2-10 に示すように、事業用電気工作物の中で電気事業の用に供する以外

の事業用電気工作物を自家用電気工作物と呼ぶ。 
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図 2-9 電気工作物の区分 

 

出典：経済産業省 HP 
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図 2-10 電気工作物の区分（詳細） 

 

出典：経済産業省 HP 
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電気工作物の保安規制 

対象とする電気工作物は、発電所（火力・水力・燃料電池・太陽電池・風力）、変電

所、送電線路、配電線路、需要設備である。 

 

表 2-1 電気事業法における事業用電気工作物の保安規制 

 電気工作物設置者（電力会社等） 経済産業省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

維持・

運用の

段階 

 

 

 

 

 

 

 

技術基準適合義務（第 39 条） 

電力会社などが事業用電気工作物

（火力発電所等）を設置する場合は、一

定の技術基準に適合するように設置し

なければなりません。 

技術基準適合命令（第 40 条） 

経済産業大臣は、一般用電気工作物

が基準に適合していない場合は修理

や改造などを命じることができます。 

保安規程作成・届出・遵守義務（第 42

条） 

実態に即した保安対策を行う場合、

電力会社等は保安規程を定めて、経済

産業大臣に届出をしなければなりませ

ん。 

また、設置者と従業員はその保安規

程を遵守しなければなりません。 

保安規程変更命令（第 42 条） 

経済産業大臣は、保安規程があらゆ

る情勢の変化によって保安を確保す

る上で十分で無くなった場合、変更を

命じることができます 

主任技術者選任義務・職務誠実義務（第

43 条） 

電力会社などが事業用電気工作物

（火力発電所等）を設置する場合は、保

安の監督を行う主任技術者を置かなけ

ればなりません。 

また、選ばれた主任技術者には適切

に業務を行ってもらうための誠実義務

を課しています。 

主任技術者免状返納命令（第 44 条） 

経済産業大臣は、主任技術者免状の

交付を受けている者が法律などの規

定に違反した場合には、免状の返納を

命じることができます。 

自家用電気工作物使用開始届出（第 53

条） 

経済産業大臣が保安の監督を適確に

実施するため自家用電気工作物を使用

する場合は、使用状態について届出し

なければなりません。 
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定期事業者検査実施義務（第 55 条） 

電力会社などは、火力発電所などで

使用されるタービンなど損傷、腐食の

可能性が高いものについては、検査を

行い、その検査結果を記録しなければ

なりません。 

定期安全管理審査実施（第 55 条） 

経済産業大臣などは、電力会社など

が行った定期検査の実施に係る体制

について審査を行っています。 

報告義務（第 106 条） 

電気事業者や自家用電気工作物を設

置する者などは、経済産業大臣から業

務内容等の提出を求められたら報告し

なければなりません。 

立入検査（第 107 条） 

経済産業大臣は、電気工作物の設置

者（電力会社など）に対して、自主保

安体制が十分機能しているかを確認

するため立入検査を実施しています。 

また、問題があった場合には改善の指

導等を行います。 

自家用電気工作物（500kW 未満の需要設備）については、電気工事士法の対象と

し、工事の段階での安全を確保（電気工事士法第 5条） 

電気工事士には電気事業法の技術基準適合義務が課されており、違反した場合

には経済産業大臣は免状の返納を命じることができます。 

出典：経済産業省 HP 「事業用電気工作物の保安規制」 

 

表 2-2 電気事業法における一般用電気工作物の保安規制 

出典：経済産業省 HP 「一般用電気工作物の保安規制」 

 

 

 設置者 

（一般家庭等） 
経済産業省 

工事・製

造 の 段

階 

電気工事士法の対象とし、工事の段階での安全を確保（電気工事士法第 5 条） 

電気工事士には電気事業法の技術基準適合義務が課されており、違反した場合に

は経済産業大臣は免状の返納を命じることができます。 

 

 

維持・運

用 の 段

階 

 技術基準適合命令（第 56 条） 

経済産業大臣は、一般用電気工作物が基準に適合していない場

合は修理や改造などを命じることができます。 

 調査の義務（第 57 条） 

電力会社など電気を一般用電気工作物に供給する者は、一般用

電気工作物が基準に適合しているかどうかを調査しなければな

りません。 
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第 3節 規格及び規格化、標準化の動向 

 

2.3.1 世界の EV 充電器規格 

自動車メーカーは様々な規格の充電器を考案しており、世界的にみると現在主に 4 種類の

規格が存在している。 

欧州「コンバインド・チャージング・システム（CCS）」単に「COMBO」ともいう 

米「スーパーチャージャー」（テスラモーター） 

日本「CHAdeMO」 

中国「GB/T」 

 

それぞれの規格毎で下図のようにプラグの形状、通信方式、最大出力などの仕様が異な

っている。 

 

 

図 2-11 世界の EV 充電器規格 

出典：CHAdeMO 協議会「2017 年度活動報告・2018 活動方針」4)，2018.5 

 

各規格とも最大出力の増加を計画している。 

 

2.3.2 DC 充電規格の国際標準化 

充電器本体、カップラ、通信方式を国際規格（IEC）として規格化されている。 

規格制定にあたっては CHAdeMO 仕様が大きく IEC 規格に反映されている。 
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図 2-12 DC 充電ステーション関連 IEC 規格の構成 

出典：「IEC 標準の体系と CHAdeMO －CHAdeMO 方式の特長について」6)，2014 年 CHAdeMO 総会 

 

2.3.3 CHAdeMO 方式 世界規模の国際規格 

日本から提唱している CHAdeMO 方式は、日本のみならず、ヨーロッパ、オセアニ

ア、アメリカなど世界中の会員企業が参画している。それぞれの地域の特色を活かしなが

ら世界規模の需要に確実に応えており、その結果 CHAdeMO 充電器数は下図のような普

及状況となっている。現時点で COMBO 方式やスーパーチャージャー方式充電器よりも多

数設置されている。 

図 2-13 CHAdeMO 充電器数 

出典：CHAdeMO 協議会，2018.12 
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参考情報（2018 年ロイター調べ）： 

COMBO 約 7000 箇所、スーパーチャージャー約 8500 箇所、GB/T 約 12.7 万か所 

中国 GB/T は国家予算をつけて国策として推進している。ただし、これまでは中国

国内での展開にとどまっており、グローバルスタンダードを目指す CHAdeMO や

COMBO 規格と単純に比較できない。テスラのスーパーチャージャーは一企業のプラ

イベート規格なので単純に比較できないが、米国内外に強力に普及活動を行っており

大きな勢力になっている。 

 

2.3.4 標準化の動向 

現在、CHAdeMO 規格、COMBO 規格、GB/T 規格をカバーする「世界統一充電規格

案」の作成を目指す機運が高まっている。 

図 2-14 充電規格の方向性 

出典：CHAdeMO 協議会「2017 年度活動報告・2018 活動方針」4)，2018.5 

 

最近の動きとしては、2018 年 8 月に CHAdeMO 協議会は、中国の電力会社の業界

団体で電力関連の規格を制定する電力企業聯合会と電動車両の急速充電規格を共同開

発することで合意している。すでに普及している充電器の 10 倍となる全出力 500kW

超まで対応する技術の規格を 2020 年に策定する計画で、日本で展開している

CHAdeMO 規格、中国で展開している GB/T それぞれのものと互換性を持たせる。 
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第 3章 急速充電設備の現状調査 

 

第1節  普及状況 

 

3.1.1 CHAdeMO 充電器設置個所の推移 

急速充電器設置個所の推移を示す。日本 7,379箇所、海外 15,268箇所、合計 22,647箇所

（2018年 9月時点）となっており、2017年 7月には海外での CHAdeMO充電器設置数が国

内設置数を抜いて最近急速に伸びてきている。 

図 3-1 急速充電器設置箇所の推移 

 

3.1.2 充電器設置台数 

2018年 12月時点の国内における経路充電と目的地充電で使用する商用の普通充電器（自

宅設置分は含まない）および急速充電器の設置台数を図 3-2、3-3に示す。 

急速充電器の設置台数に関しては、全国 7,346 台中東京都は 277 台で 8 位、普通充電器

は、全国 18,149台中、東京都は 1,805台で１位となっている。 

東京都に注目すると、急速充電器設置のトップ３地区は ①八王子市 18台 ②町田市 16

台 ③世田谷区 15台 である。普通充電器の設置台数分布とは異なった傾向がみられる。普

通充電器が港区、豊島区に多いのは六本木ヒルズ、東京ミッドタウン、アーク森ビル、サン

シャインパーキング、西武池袋パーキングなど、大規模店舗の駐車場での各レーン設置が一

因と考えられる。 
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図 3-2 都道府県別充電器設置台数 

データソース：チャデモ協議会 充電施設位置情報ファイル(2019.1.8），日本電気協会にて集計 

 

図 3-3 東京都の充電器設置台数 

データソース：チャデモ協議会 充電施設位置情報ファイル(2019.1.8），日本電気協会にて集計 
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3.1.3 東京都における設置場所種別と設置台数 

設置場所の種別ごとに充電器の設置台数を集計した結果を下表に示す。 

 

図 3-4 東京都における設置場所種別と設置台数 

データソース：チャデモ協議会 充電施設位置情報ファイル(2019.1.8），日本電気協会にて集計 

 

 

急速充電器設置台数の TOP3は、①自動車販売店 ②駐車場 ③ショッピングセンターで

あった。構成割合でみると、図 3-5 に示す通り急速充電器設置場所の半数が自動車販売店で

あることがわかる。 
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図 3-5 急速充電器設置場所の割合 

データソース：チャデモ協議会 充電施設位置情報ファイル(2019.1.8），日本電気協会にて集計 

 

設置場所の具体的な店舗名称の例を示す（後半一部省略あり） 

図 3-6 設置場所の具体的な店舗名称の例 
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3.1.4 設置状況 

急速充電器設置数の TOP3の設置場所について、実際の設置状況の例を示す。 

写真 3-1 自動車販売店の設置例 

写真 3-2 屋内駐車場での設置例 

出典：EVsmart，GoGoEV検索サイト掲載写真 
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出典：EVsmart，GoGoEV検索サイト掲載写真 

 

写真 3-3 ショッピングセンターでの設置例 
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第2節 事例（火災、故障） 

 

3.2.1 市場不具合事例 

回路基板が焼損し発煙する程度の事故（No.12千葉県）は報告されているが、筐体外に延

焼するような大きな火災事故に発展する重大な不具合、事故は現時点で報告されていない。 

表 3-1 市場不具合事例 

出典：CHAdeMO協議会調査,2018.12 
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3.2.2 地震、水害、水没における事故事例 

充電器メーカーにヒアリングした結果、地震、水害、水没による急速充電器の事故発生事

例の情報は無い。（2018年 12月時点、CHAdeMO協議会調べ） 

 

3.2.3 海外での事故事例 

CHAdeMO方式の充電器ではないが、海外では、ユーザに危険な電圧が暴露されるような

クラックや破損など、コンボ方式のコネクタに関する事故が報告されている。事故の詳細は

不明だが、DKE（ドイツ電気技術委員会）と IECが公式に警告を出している。（CHAdeMO

ホームページ英語版ニュース 2017/12/19付参照） 

 

第3節 想定されているリスク 

 

平成 23 年度に総務省消防庁が急速充電器を給油取扱所や商業施設等に設置する場合の安全

対策の在り方を検討した際に全出力 50kW 以下を想定して取りまとめられた「急速充電設備の

ハザード評価表」9)において、安全対策が施される前の想定されるリスクの例を参考にいくつか

列挙する。（これらに関しては「ハザード評価表に記載されている安全対策を確実に施した急速

充電設備に関しては、更なる安全対策を設ける必要はない」と結論付けられているものである。） 

 

（１）出火のリスク 

・外力により破損、短絡が発生、火災が発生する可能性がある。 

・コネクタ端子間でトラッキングが発生し、過熱して火災が発生する可能性がある。 

・冷却装置故障により部品が過熱することで内部焼損が発生する可能性がある。 

・落雷により回路に甚大な被害を受け装置焼損から火災発生に至る可能性がある。 

・急速充電設備からの火災による外部への延焼の可能性がある。 

 

（２）漏電・感電のリスク 

・屋外に設置する設備については、雨水等の浸入による漏電が発生、感電に至る可能性がある。 

・雨の中、充電コネクタが濡れた状態で充電操作をして感電に至る可能性がある。 

・外部火災による放水で筐体内部に浸水し、漏電・感電する可能性がある。 

 

（３）消防活動上のリスク 

・設備内部からの発火により、有毒なガスが発生し消防隊の活動を阻害する可能性がある。 

・外部火災による受熱で設備内部が過熱し、有毒ガスが発生し消防隊の活動を阻害する可能性

がある。 
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第 4節 具備されている消防設備 

 

（１）消火器の設置 

急速充電設備は、下記消防法施行規則第 6 条（昭和 36 年 4 月 1 日自治省令第６号）（大型

消火器以外の消火器具の設置）第 4項の「その他これらに類する電気設備」に該当するもので

あり、これにより消火器の設置条件が規定されている。 

「４ 第一項の防火対象物又はその部分に変圧器、配電盤その他これらに類する電気設備

があるときは、前三項の規定によるほか、令別表第四において電気設備の消火に適応する

ものとされる消火器を、当該電気設備がある場所の床面積百平方メートル以下ごとに一個

設けなければならない。」 

 

（２）駐車場の設置 

消防法施行令第 13条において、地階又は２階以上の階で 200m2以上、１階で 500m2以上、

屋上部分で 300m2 以上、昇降機等の機械装置で車両を駐車させる構造で収容台数が 10 台以

上の駐車場においては、次のうちいずれかの消火設備を設置することが規定されている。  

・水噴霧消火設備 

・泡消火設備 

・不活性ガス消火設備 

・ハロゲン化物消火設備 

・粉末消火設備 

一般に、常時人が出入りする自走式駐車場では泡消火設備が使われることが多く、常時人

がいない機械式駐車場などでは、不活性ガス消火設備等のガス系消火設備が使用されている。 

 

なお、火災予防条例（東京都条例）第 36条、第 40条において、下記の内容を規定している。 

第 36条 消火器具に関する基準 

次に掲げる場所には、消火器具を設けなければならない。ただし、令第 10 条第 1 項各号

に掲げる防火対象物又はその部分に存する場所については、この限りでない。 

第 2項第二号 

燃料電池発電設備、変電設備、内燃機関を原動力とする発電設備その他これらに類する電

気設備のある場所 

第 40条 水噴霧消火設備等に関する基準 

自動車車庫又は駐車場に掲げる防火対象物又はその部分のうち、延べ面積が 700m2以上

の防火対象物（駐車するすべての車両が同時に屋外に出ることができる構造のものを除く。）

や吹抜け部分を共有する防火対象物の２以上の階で、駐車の用に供する部分の床面積の合

計が 200m2以上のものにおいては、次のうちいずれかの消火設備を設置することが規定さ

れている。 

水噴霧消火設備、泡消火設備、不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備、粉末消火

設備 
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第 4章 急速充電設備に係る課題の整理 

 

第 1節 全出力 50kW を超える急速充電設備の想定リスク 

全出力 50kW を超える急速充電設備では、内部発熱量が増大し、次のような大容量化に伴

う火災リスクや課題が考えられる。（内部発熱量が増大しても、筐体開口部は使用する冷却方式

によって必ずしも大きくなるわけではない） 

 

（１）内部出火のリスク 

全出力 50kW 超の急速充電設備は、電流が増大しているため、内部機器の故障で過熱、焼

損した場合の発熱量が大きく出火の可能性が高まる。 

 

（２）漏電・感電のリスク 

 充電電流増加に伴い、充電ケーブルの発熱を液体循環で冷却することも検討されているが、

液漏れによる漏電、感電の可能性が出てくる。また、筐体の開口部が拡大した場合、雨水や

外部火災による放水の浸入で漏電、感電の可能性が高まる。 

 

（３）延焼媒体としてのリスク 

設置場所の環境から、近傍の建物火災からの延焼火災の可能性が想定される。急速充電設備

の筐体は鋼板を使用して製作されているため堅ろうな構造を有しているが、大容量化に伴い、

内部機器冷却用に換気性能が強化されている。そのため、換気口からの受熱により内部に火

炎が発生し、さらに他の物体へと延焼するリスクが高まる。 

 

（４）消防活動上のリスク 

急速充電設備の火災により発生する有毒ガスや漏電により、消防隊の活動に支障をきたす

可能性が高まる。 

 

 

第 2節 設置環境の想定リスク 

 

（１）設置環境の制約 

急速充電設備（全出力 20kW を超え 50kW 以下のもの）は、火災予防条例（東京都条例）

第 11 条の 2 により、建築物からの離隔距離は規定されていないが、全出力 50kW を超える

急速充電設備は、火災予防条例（東京都条例）第 11条により、現状では変電設備の規定が適

用されることになる。その場合以下のような実態と合わない事象が懸念される。 

・専用不燃区画室の設置が義務付けられ、簡単に電気自動車が入れない 
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・区画室は関係者以外出入り禁止なので、不特定多数の運転者が自分で充電操作をできない 

・屋外設置の場合、建物から３ｍ以上の隔離距離が必要なので、商業施設等への設置が困難 

・変電設備の標識を設置しなければならないが、充電設備は従来の変電設備とはちがう 

 

（２）延焼媒体としてのリスク 

 第 2 章で述べたように急速充電設備は、自動車販売店、駐車場、ショッピングセンター、

コンビニエンスストアなどでの設置が多く、そのほとんどが屋外に設置されている。 

全出力 50kW を超える急速充電設備についても今後の設置需要を考慮すると「屋外設置で

は建物から３ｍ以上の隔離距離が必要」という制約を緩和することが課題となるが、緩和し

た場合は離隔距離不足により、第 1 節でも言及したとおり、外部出火により受熱し隣接する

他の物体や建物に延焼するリスクが想定される。 

 

 

第 3節 リスク検証方法 

第 1 節、第 2 節で述べたこれらのリスクについて、今回 2 つの方法で検証を行うことにする。 

 

（１）ハザード評価 

平成 23 年度に総務省消防庁が急速充電器を給油取扱所や商業施設等に設置する場合の安全対

策の在り方を検討した際に全出力 50kW 以下を想定して取りまとめられた「急速充電設備のハ

ザード評価表」9) をベースにし、今回は全出力 50kW を超える急速充電設備を想定した各種の

ハザードについて、作業会メンバーの知見をもとに評価して分析・検証する。 

急速充電設備の内部構成部位ごとに評価を行うため、内部出火、漏電・感電に関するリスクは

主にこの手法で評価できると考える。 

 

（２）燃焼実験 

外部出火により受熱し、隣接する他の物体や建物に延焼するリスクや、火災により発生する有

毒ガスや漏電など、消防隊の活動に支障がないかの安全性に関しては、実際に急速充電設備の燃

焼実験を行うことにより検証する。 

 

ハザード評価の詳細と結果については第 5章にて報告する。燃焼実験の詳細と結果については

第６章にて報告する。 
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第 5 章 全出力 50kW を超える急速充電設備のリスク検証（１） ハザード評価 

 

第１節 評価手法 

リスク評価とは、 

「一般的に人、財産、社会または環境にリスク（危険性）を与える潜在的なハザード（事故）

及び発生するハザードの内容を確認し、利用可能なデータと経験、系統的観察あるいは統計学

的分析によってハザードの発生確率を推定し、系統だった手法でリスクを推定評価すること」

であり、下記の方法でリスクの大きさを推定評価する 9)。 

 

式Ａ：「リスクの大きさ」＝ 

 「ハザードによる被害の大きさ」×「ハザードによる被害の発生確率（度合い）」 

 

ハザードの抽出にあたっては、急速充電設備の各部位ごと（例えば、漏電遮断器、電磁開閉

器等)に、もれなくハザード項目を取り上げ、そこで考え得るハザードの内容についてリスク

の大きさを評価したうえで「安全対策前」「安全対策後」と段階を追って評価し、下図のよう

にその過程を表形式に整理するものである。これをハザード評価表と呼ぶ。 

 

 

図 5-1 ハザード評価表 

評価をするにあたり、各種の定性的な情報を次のように程度により分類し検討する。 
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＜評価分類の定義＞ 

表 5-1 ハザード分類（③、⑨） 

 

 

表 5-2 被害の大きさ（影響度）の分類（④、⑩） 

 

 

表 5-3 被害の発生度合い（⑤、⑪） 

 

 

リスクの大きさ（表 5-4）をハザード分類と発生率によりリスクランク決定表（表 5-5）

により決定する 

表 5-4 リスクの大きさ（⑦、⑬） 

 

ハザード分類 ハザード事象

A1 急速充電設備外に延焼する可能性あり

A2 急速充電設備内を焼損する可能性あり

A3 発火はしないが、想定外の発熱が生じる可能性あり

A4 上記以外で急速充電設備のみに故障等が発生する可能性あり

B 感電

C その他故障等

影響度分類 被害の大きさ 数値化

1 周囲の人間、物品等に甚大な影響を与える 4

2 周囲の人間、物品等に重度な影響を与える 3

3 周囲の人間、物品等に経度な影響を与える 2

4 周囲の人間、物品等にほとんど影響を与えない 1

発生度分類 発生の度合い 数値化

a
まずありえないので、起こることはない。

（複数台での耐用期間中にも起こることはない）
1

b
耐用期間中に、起こりそうもないが起こりうる。

（複数台での耐用期間中に１回程度起こりうる）
2

c
耐用期間中に、時には起こりうる。

（１台の耐用期間中に１回程度起こりうる）
3

d
耐用期間中に、数回起こる。

4

e
耐用期間中に、頻繁に起こる。

5

リスクランク 内容

H 許容できない、さらなる安全対策が必要

M 好ましくない、さらなる安全対策が可能かどうか必ず検討

L 許容できる、さらなる対策は不要

N 危険性は非常に小さく、許容できる
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表 5-5 リスクランク決定表 

 

 

 

第 2節 評価の実施 

この方法に基づき平成 23年に総務省消防庁が取りまとめた「電気自動車用急速充電設備の

安全対策に係る調査検討会」により、「急速充電設備のハザード評価表」9) が報告されている。 

本調査研究でもこの評価表を起点として、全出力 50kW を超える急速充電設備（具体的に

は全出力 150kW級の設備を想定）を対象に、本作業会においてとりまとめ、本検討部会にて

承認された同様の手法でハザードリスク評価を実施した。 

作業会では内部構成部位ごとに以下の 2つの観点から実施した。 

① 全出力 150kW 級の設備を前提にした場合に、全出力 50kW 級を想定していた既出の

ハザード項目に関してハザード分類、被害の大きさ、発生度合いの評価の見直しが必要

か。 

② 全出力 150kW級の設備を対象にしたことにより、考え得る新規のハザード項目が無い

か。 

 

 

第 3節 リスク分析結果  

分析結果を資料 1「全出力 50kWを超える急速充電設備のハザード評価表」に示す。 

 

5.3.1 大容量化に伴って新規追加、見直しを実施した項目例 

資料１の全項目のうち、大容量化に伴って新規追加、見直しを実施した中から代表的な項目

例を抜粋して表 5-6に示す。 
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表 5-6 大容量化に伴って新規追加、見直しを実施した項目の代表例 

 

 

  

部位 想定されるハザード 追加・見直し理由 検討結果

電磁開閉  器
接点固着により開放不能となる。
（マルチアウトレット機において、出力
コネクタ切替用電磁接触器で想定）

CHAdeMO Ver.1.2以降マルチアウトレット方

式が可能になったため追記

開閉器接点を監視し、開放不応動を検知した場 合、

充電動作に移行させない。 耐用年数内で起こる可能

性は極めて低い。

コンバータ

端子ねじ緩みにより電圧・電流

異常・発熱・発煙・短絡が発生

する。

大容量化により、被害の大きさ、発生度合い
への影響がないか確認

大容量化に伴って被害の大きさや発生度合いに変化
があるものの、評価分類を一段階上げるほどではない。

インバータ

端子ねじ緩み・外れにより電

圧・電流異常が発生し、感電す

る。

大容量化により、被害の大きさ、発生度合い
への影響がないか確認

大容量化に伴って被害の大きさや発生度合いに変化
があるものの、評価分類を一段階上げるほどではない。

スイッチン  グ

素子

埃、虫、動物等で端子間短絡に

よる故障

大容量化による発熱増抑制のため吸排気開
口部が拡大されるため、外的侵入発生度合
いが増える懸念がある

ＩＰ44以上の規定 を満足する仕様のため装置環境の外

的混入に考 慮されている。防虫網を設置することで

虫、小動物の侵入を防止する。

絶縁トラン  ス
一次・二次回路の  混触が発生し

焼損  する。
大容量化により、被害の大きさ、発生度合い
への影響がないか確認

CHAdeMO Ver,1.1（平成27年12月発行）以降、一

次二次間の絶縁は「二重絶縁または強化絶縁

により絶縁すること。」と規定され、混蝕発

生確率は非常に低くなった。

充電コネク  タ

～EV

落下によるコネクタ破損で感電

する
冷却機能付加により充電ケーブルが太く、重
くなることにより新たに生じる不具合を考慮

コネクタ未接続状態では、電流が流れない構造であり

充電開始前には自動的に充電回路の自己診断を 行

い、短絡・地絡などの異常を検出した場合、充電 動作

しないため発生確率は低くなる。重量の増加により従
来のコネクタ部を持つほかに、ケーブル部も保持でき
る、補助器具によって操作性を向上する。

機器本体
外部衝撃で変形、破損し感電す

る。

高出力化で筐体が大きくなるので、筐体の剛
性が弱くなり外部衝撃による変形、破損が予
想される

車両衝突等の安全対策は、車両ガード用のポール の
設置及び車止めを設置する。外観が変形し漏電した
場合は、漏電遮断器および 地絡検知により装置停止
する。 一般的に筐体を大きくすると補強対策等を考慮
した設計で剛性は強くなる。

機器本体
外部火災による放  水で漏電、火

災が  発生する。

大容量化による発熱増抑制のため吸排

気開口部が拡大されるため、外的侵入

発生度合いが増える懸念がある

ＩＰ44以上の規定 を満足する仕様のため装置環境の外

的混入に考 慮されている。 IP44仕様以上での水の浸

入による漏電対策とし て、一次側の地絡時には地絡

電流を検出し遮断器 をトリップさせるため感電や火災

に至る可能性は低い。

盤外出力  ケー

ブル

（ＥＶ充電）

感電
液冷仕様のケーブルの経年劣化や損傷によ
る漏電の可能性を考慮する必要あり

冷却液の流量検知機能、充電開始前の絶縁(地絡・漏

電)確認・自己診断実施、地絡検知による装置停止等

の安全対策を施すことで感電の発生の可能性は低
い。

盤外出力  ケー

ブル

（ＥＶ充電）

高温による火傷
大電流化によるケーブルの発熱を考慮する
必要あり

「 CHAdeMO 標準仕様書Ver.1.2 7.充電ケーブルア
センブリの過温度保護」に準拠することで、発生確率
は低減される。

液冷装置
液漏れによる充電ケーブル過熱

による火傷

ケーブルを冷却するために新たに追加

される冷却ユニットの故障を考慮する

必要あり

冷却液の流量（液漏れ）検知機能、冷却液と基盤の分
離構造、充電ケーブル温度検知機能等の安全対策に
より発生確率は低減される。

その他の

ヒューマン  エ

ラー

充電コネクタが濡れた  状態で充

電操作をして  感電
ケーブルが液冷仕様になった場合の使用中
の事故に考慮する必要あり

冷却液の流量（液漏れ）検知、漏電遮断機能等の安
全対策により感電事故発生確率は低減される。
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5.3.2 結果 

ハザード評価表（資料１）全項目を対象に集計した構成部位ごとのリスクランクの件数の

分布を表 5-7に示す。 

赤字は、平成 23年度評価から差異があった部分を示している。大容量化に伴い充電ケー

ブル、コネクタ周りおよび機器本体、電源開閉器、ヒューマンエラー面での評価見直しを行

ったことがわかる。 

なお、太陽電池と蓄電池関連部分 11件は今回評価対象外としたため、総計 194件のうち

正味の見直し対象は 183件であった。また 194件のうち、一部文言を見直し加筆修正を実

施した項目が 30件、新たにハザード項目として追加評価したものが 10件あった。 

結果は、表 5-8に示す通り、安全対策後はすべての項目が L以下となった。 

  

表 5-7 部位ごとのリスクランク件数分布 

 

  

部位ごとのリスクランク

部位 H M L N 総計 H M L N 総計 H M L N 総計 H M L N 総計

インバータ 2 4 4 10 2 4 4 10 2 8 10 2 8 10

コンデンサ 1 2 3 1 2 3 3 3 3 3

コントロー ラ 1 1 1 1 1 1 1 1

コンバータ 1 6 5 12 1 6 5 12 2 10 12 2 10 12

スイッチング素子 5 5 10 5 5 10 2 8 10 2 8 10

センサー異常 2 3 10 15 2 3 10 15 4 11 15 4 11 15

その他のヒューマンエラー 3 5 8 3 6 9 5 3 8 6 3 9

安全リレー 1 1 1 1 1 1 1 1

液冷装置 2 2 2 2

機器本体 6 11 4 21 1 6 11 4 22 13 8 21 14 8 22

逆流防止ダイオード 1 1 1 1 1 1 1 1

充電コネクタ 1 8 6 3 18 1 8 6 3 18 10 8 18 10 8 18

充電コネクタ～EV 3 1 4 4 2 6 2 2 4 3 3 6

充電ユニット 3 2 5 3 2 5 3 2 5 3 2 5

制御装置異常 1 2 5 8 1 2 5 8 3 5 8 3 5 8

制御電源 1 1 1 1 1 1 1 1

制御電源異常 1 10 11 1 10 11 1 10 11 1 10 11

整流器 1 4 2 7 1 4 2 7 3 4 7 3 4 7

絶縁トランス 6 1 7 6 1 7 1 6 7 1 6 7

操作ボタン 1 1 1 1 1 1 1 1

太陽電池 1 2 1 4 1 2 1 4 2 2 4 2 2 4

蓄電池 4 1 5 4 1 5 5 5 5 5

蓄電池充放電回路 2 2 2 2 2 2 2 2

電磁開閉器 2 6 8 2 7 9 1 7 8 1 8 9

盤外一次側配線 2 2 4 2 2 4 2 2 4 2 2 4

盤外出力ケーブル（ＥＶ充電） 1 1 2 2 3 5 2 2 4 1 5

盤内配線 （交直共） 1 1 2 1 1 2 1 1 2 1 1 2

非常停止ボタン 1 1 1 1 1 1 1 1

冷却装置 （ＡＣ） 2 1 3 2 1 3 1 2 3 1 2 3

冷却装置 （ＤＣ） 1 1 2 1 1 2 2 2 2 2

冷却装置 （ファン） 1 1 1 1 1 1 1 1

漏電遮断器 2 4 6 2 4 6 2 4 6 2 4 6

総計 4 37 73 70 184 5 40 77 72 194 0 0 62 122 184 0 0 69 125 194

今回H23年度総務省消防庁調査

安全対策前 安全対策後

H23年度総務省消防庁調査 今回
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表 5-8 リスクランクごとのハザード項目数（サマリ） 

（太陽電池と蓄電池関連部分の件数を含んでの比較） 

 

H（許容できない、さらなる安全対策が必要） 

M（好ましくない、さらなる安全対策が可能かどうか必ず検討） 

L（許容できる、さらなる対策は不要） 

N（危険性は非常に小さく、許容できる） 

 

確認した安全対策の主な事例を以下に示す。 

 

＜ハード面の対策＞ 

機器本体 

・電流・電圧の異常監視 

・温度センサーによる異常監視 

・開閉器接点の監視 

・漏電遮断器の設置 

・地絡検出器の設置 

・ヒューズの設置 

・一次二次間の二重絶縁または強化絶縁化 

・制御用センサーと監視用センサーの複数設置 

・冷却液流量の監視 

・冷却液と制御基板の分離構造 

・難燃ケーブルの使用 

・不燃かつ強度の高い金属製筐体の使用 

・筐体への塗装、防錆処理 

・IP44以上に準拠 

・車両ガード/衝突防止用柵の設置 

充電コネクタ 

・電流・電圧の異常監視 

H M L N 総計

4 37 73 70 184

0 0 62 122 184

　　安全対策前新規追加件数 +1 +3 +4 +2 +10

5 40 77 72 194

0 0 71 123 194
今回

安全対策前

安全対策後

安全対策後
H23年度

リスクランク

安全対策前
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・温度センサーによる異常監視 

・難燃性のコネクタ/ハウジング等の使用 

・コネクタ強度の確保 

制御装置 

・充電シーケンスエラー監視 

・制御回路異常動作の監視 

・電流・電圧の異常監視 

・温度センサーによる異常監視 

 

＜ソフト面の対策＞ 

・据え付け現地試験の実施 

・管理者による日常点検実施 

・メーカー等による定期またはスポットメンテナンスの実施 

 

以上のことから、全出力 50kW を超える急速充電設備において、内部出火のリスクおよび

漏電・感電のリスクについては、確認した安全対策を施すことにより、特に大きなハザード

（事故）には至らないと考える。 
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第 6章 全出力 50kW を超える急速充電設備のリスク検証(2)   燃焼実験 

 

第 1節 目的 

（１） 延焼媒体となるリスク検証 

屋外設置の場合、建築物の近傍に設置された全出力 50kW を超える急速充電設備が、当該

建築物の開口部から噴出される火炎により受熱しても他の建築物への延焼媒体とならないか

を確認する。 

 

（２）消防活動の支障となるリスク検証 

全出力 50kW を超える急速充電設備の火災により発生する有毒ガスや漏電により、消防隊

の活動に支障をきたさないかを確認する。 

図 6-1 出火建物から全出力 50kW を超える急速充電設備への延焼状況 

 

第 2節 実施場所と期間 

実験場所 総務省消防庁 消防大学校 消防研究センター 大規模火災実験棟 

実験期間 平成 30 年 11 月 26 日から 12 月 3 日 （本実験 11 月 29 日実施） 

 

表 6-1 実施スケジュール 

  日付 曜日 午前 午後

11月26日（月）事前準備、用品搬入
バーナー等計測器以外搬入、

供試品搬入・設置

11月27日（火）

11月28日（水）

11月29日（木）最終確認、調整
14:00視察者説明、14:20本実験開始、

15:00消火、　内蔵物取り出し

11月30日（金）補足実験準備、実施、消火
後片付け、実験機材撤収

廃棄物搬出準備、計測機搬出

12月3日（月）
供試品・廃棄物搬出、

後片付け、終了
（予備）

供試品準備（内蔵物設置、電源接続、ファン稼働チェック等）

計測器搬入・設置、　　筐体内熱電対設置

機材設置　（センサーツリー、測定器具・機材設置、ガス分析装置設置、動作確認

等）、バーナー炎状況確認、　排煙機稼働確認
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第 3節 方法 

全出力 50kW を超える急速充電設備供試体に対し、最も延焼による影響を与える条件として、

側面（吸気側）の高さ 0.9m 以上が火災で覆われる場合を想定した火災実験を実施し、周辺の温

度及び熱流束を測定する。また、発生する有毒ガスの種類を測定する。 

 

6.3.1 確認項目 

・規格化されている安全装置の作動状況 

・実験後に絶縁抵抗を測定、漏電電流・ELCB の作動の有無 

・熱電対で測定した温度 

・熱流束計で測定した熱流束（木材発火の目安となる 10kW/㎡以上となるか） 

・供試体内から発生する有毒ガス（例 CO、ホルムアルデヒド等）の種類と危険性 

・赤外線カメラ（熱画像）による温度分布 

・ビデオカメラによる映像確認 

 

6.3.2 実験イメージ 

   

図 6-2 実験イメージ 
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6.3.3 供試体 

 

         正面                 側面（排気側） 

図 6-3 外観写真 

 

・新電元工業株式会社製急速充電器 出力 150kW 仕様（最大構成時） 

・供試体サイズ： 幅 0.99×奥行 0.90×高さ 1.84（m）  

・供試体材料： 筐体部 SUS 2mm、 扉部 SUS 1.5mm、  

吸排気部 鎧戸 SUS 1.2mm 鎧戸以外 SUS 1.5mm 

・供試体全重量： 600kg 

・内蔵可燃物（電装基板）： 200kg 

・内部電源変換モジュール無し 

・フィルター、ファン、漏電遮断器、操作パネル、パネル制御基板、ボタン、接続配線、充電ケ

ーブル（代替品）は、内蔵または付属 

・条件： 

①極力実機に近づけた状態で実験するため、本来搭載しているモジュールと同等の可燃物量

を持つ電装品を代替内容物とする改造を実施 

②より危険な状態で実験するため、ファンが停止となる温度を越えたあとも、継続してファ

ンを駆動させる 
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6.3.4 火源 

最も延焼による影響を与える条件として、側面（吸気側）の高さ 0.9m 以上が火災で覆わ

れる燃焼を想定し、バーナーの火炎出力（発熱速度）を 195kW とする。 

（バーナーの火炎出力算出にあたっては、日本建築学会による「建築物の火災荷重および

設計火災性状指針」10）を参考にした） 

 

加熱時間は、条例の変電設備等の出火及び延焼防止に求める専用不燃区画、キュービクル

式変電設備等の基準（昭和 50 年 10 月 1 日東京消防庁告示第 11 号）を参考とし、燃焼時間

は 20 分を基準とする。放射熱量の変化状況など様子を見ながら実験時間の短縮・延長を判断

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Max 炎高さ： 2.01m 

Min 炎高さ： 0.94m 

0.1m 

0.15m 

0.9m 

【 条件 】 

・燃料：ＬＰＧ 

・燃焼時間：２０分 

・バーナー出力： 約 250kW 

※ 計算値 (195kW) 
w=0.9m の場合 

（バーナーイメージ） 

0.90 ｍ 

0.99 ｍ 

1.84 ｍ 

  

図 6-4 火源 
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バーナーの火炎出力の算出について 

 

  アスペクト比 n>2 ⇒ 線形および長方形火源 

  供試体側面（吸気側）に接炎 ⇒ 壁側の線火源の火炎高さ 

  常に火炎が存在する状態 ⇒ 連続火炎高さ 

     

    バーナー仕様 幅 0.15m×奥行 0.9m 

    供試体が 高さ 1.84m×幅 0.99m×奥行 0.9m の場合 

     バーナーを載せる台 高さ 0.9m  

    𝐿𝑐 = 2.8𝑄
𝑙

∗
2

3𝐷…………………………………………式(1) 

            𝐿𝑐  :連続火炎高さ[m] 

      𝑄𝑙
∗   :無次元発熱速度[-] 

           𝐷    :代表長さ（線火源の幅）[m] 

 

    「火炎の高さ」＝「供試体の高さ」－「バーナーを載せる台の高さ」 となるため 

    𝐿𝑐 = 0.94      D = 0.15  

    0.94 = 2.8𝑄
𝑙

∗
2

3 × 0.15 

    𝑄𝑙
∗ = 3.35 

 

       𝑄𝑙
∗ =

𝑄𝑙

1116𝐷
3
2

…………………………………………式(2) 

      𝑄𝑙    :火源の単位長さあたりの発熱速度[kW/m] 

           𝐷    :代表長さ（線火源の幅）[m] 

      𝑄𝑙
∗   :無次元発熱速度[-] 

 

    𝑄𝑙
∗ = 3.35   D = 0.15  となるため 

    3.35 =
𝑄𝑙

1116×0.15
3
2

 

    𝑄𝑙 = 217 

 

    𝑄𝑙 は単位長さあたりの発熱速度であるが、今回使用するバーナーは 0.9m である。 

    したがって、バーナーの火炎出力（発熱速度）は 195kW である。 
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6.3.5 温度・熱流束測定 

（１）供試体の周辺 

供試体の周辺 9 カ所に熱電対および熱流束計をそれぞれ地面から 1.2m および 1.8m の高さ

に配置（熱電対ツリー図参照）して温度と熱流束を測定する。 

また、ビデオカメラおよび赤外線カメラにて状況を動画撮影する。 

 

図 6-5 供試体周辺の熱電対・熱流束計設置状況（平面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-6 熱電対ツリー（イメージ） 

 

 

1,2 

3,4 

5,6 

17,18 

15,16 

13,14 

11,12 9,10 7,8 

奇数番号が下段 

上段：偶数番号 

下段：奇数番号 

図中に測定点の

識別番号を付記 

カメラ位置 A 

カメラ位置 B 
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（２）供試体の側面および内部 

供試体の側面と内部に熱電対を設置して温度を 1 秒間隔で測定する。 

① 吸気側側面内部（側板を外した部分） 7 か所 

② 吸気側側面外部（側板） 6 か所 

③ 排気側側面内部（側板を外した部分） 7 か所 

④ 排気側側面外部（側板） 6 か所 

⑤ 供試体内部（上段 2 段）10 か所 

①吸気側側面内部           ②吸気側外部側板（裏面にはフィルター） 

 

③排気側側面内部           ④排気側外部側板（裏面にはフィルター） 

 

図 6-7 供試体側面の熱電対配置 

  

 
32  33  34 

35  36  37 

38  39  40 

41  42  43 

44 

25  26  27 

28  29  30 

31 

バーナー 

19  20  21 

22  23  24 

図中に測定点の

識別番号を付記 
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                     ⑤供試体内部（上段 2 段） 

内部熱電対設置状況（上図  部分） 

（内蔵可燃物への設置位置は 

温度センサーの位置を想定） 

 

 

 

図 6-8 供試体内部の熱電対配置 

 

 

6.3.6 有毒ガス測定 

燃焼実験時に発生するガスについて成分分析を行い、発生する気体の危険性の評価を行う。

火災によって生じる燃焼生成物は多種多様であるが、過去の検証 11)12)13)14)15) から一般的な火

災で発生する下記の毒性物質を中心に評価する。 

 

一酸化炭素（CO） 

二酸化炭素（CO2） 

シアン化水素（HCN） 

塩化水素・塩素（HCl・Cl2） 

硫化水素（H2S） 

硫黄酸化物（二酸化硫黄）（SOx（SO2）） 

窒素酸化物（二酸化窒素）（NOx（NO2）） 

アクロレイン（C3H4O） 

ホルムアルデヒド（HCHO） 

アンモニア（NH3） 

 

 

なお、成分分析はソフトイオン化質量分析計（AirSence）および流通系ガスセルを取り付け

た FTIR 分光光度計（iS10）の 2 種類の分析装置を用いる。 

ガス採取場所は、排気側の側面上部（地上高約 1.6m）鎧戸のスリットから約 0.1m の距離

の地点から採取する。 

 

 

 

加熱側から 47,46,45 

48 

49 

50 

51 

加熱側から 52,53,54 
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赤丸：採取点 

（排気側面から約 0.1m、 

地上高約 1.6m） 

 

図 6-9 発生ガス採取の位置 
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第 4節    結果 

6.4.1 目視観測（写真、ビデオ）と供試体表面温度 

着火時点から 5分間隔のビデオ画像およびサーモカメラ画像を示す。 

（１）着火時点 

写真 6-1a                   写真 6-1b 

（２）5 分後 

 

写真 6-2a                   写真 6-2b 

（３）10 分後  
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写真 6-3a                   写真 6-3b 

（４）15 分後 

写真 6-4a                   写真 6-4b 

（５）20 分後 

写真 6-5a                   写真 6-5b 

（６）バーナー停止 2 分後 

写真 6-6a                   写真 6-6b 
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消火後の供試体表面の様子を示す。 

 

a.吸気側       b.排気側       c.充電ケーブル 

 

d.正面・吸気側面            e.背面 

 

写真 6-7 消火後の供試体表面 
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6.4.2 安全装置動作観測（漏電遮断器） 

（１）電流値の変化と安全装置の作動状況 

供試体に接続した主電源（三相交流 400V）とファン駆動用電源（単相交流 100V）のケー

ブルにクランプメーターを設置し、写真のように、電流の変化を動画撮影し、変化を確認した。 

写真 6-8 電流測定状況 

電流に変化があった時間からファンの駆動状況と漏電遮断器の作動状況が下表のように推

測される。 

表 6-2 電流の変化と安全装置作動状況 

燃焼時間 

分：秒 

電流の変化 

考察 ○主電源 

三相 400V 

○ファン用電源 

単相 100V 

0：00 1.0A 0.5A ＜燃焼開始＞ 

0：07   
○電流値の上昇開始 

電流上昇はファンの固着化によるものと考えられる 

0：40  2.1A 
○電流値が一時安定する 

一部のファンの固着による電流値上昇と考えられる 

1：10  2.6A 
○電流値、再度上昇 

他のファン固着によりさらに上昇したと考えられる 

1：40  2.1A 
○電流値、低下 

一部ファンの電源線の断線と考えられる 

5：00  1.7A 
○電流値、再度低下 

他のファンの電源線の断線と考えられる 

9：12 0A － ◎主電源の漏電遮断器作動に伴い、電源供給断 

13：00 － 1.6A ○電流値、やや低下 

   この間変化なし 

20：00 0A 1.6A ＜燃焼終了＞ 
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（２）絶縁抵抗測定 

燃焼実験終了後に、主電源回路（400V 回路）の絶縁抵抗値を測定した結果、400V 回路の

各相と接地間は０Ωであることを確認した。 

 

 

写真 6-9 絶縁抵抗測定 

 

（３）安全装置の作動状況 

通常は、ファン異常、筐体内温度異常で、電源はシャットダウンされるが、今回の実験では、

ファンを強制駆動しているため、ファンの停止（固着）等による安全装置はキャンセルされて

いる。 

焼損により内部に絶縁破壊箇所が発生し、地絡が起こって写真のように漏電遮断器が作動

し、電源が遮断された。すなわち、適切に安全装置が働くことを確認した。 

 

写真 6-10 漏電遮断器(100mA、0.1 秒)の作動状況 

 

  

測定レンジ 500V 

実験前に抵抗値∞を確認済み 
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6.4.3 温度観測（熱電対、熱流束） 

 

（１）供試体側板の温度推移 

グラフ 6-1 吸気外側（接炎面）            グラフ 6-2 吸気内側 

 

                    

グラフ 6-3  排気内側               グラフ 6-4 排気外側 

 

  

最高 972℃ 最高 824℃ 

最高 404°C 最高 224°C 
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（２）供試体内部の温度推移 

   グラフ 6-5 上段（一段目）          グラフ 6-6 下段（二段目） 

 

 

（３）吸気側、内部、排気側の温度推移比較 

吸気外側（No.23）、吸気内側（No.25）、内部上段（No.46）、排気内側（No.39）、排気外側

（No.33）の温度推移を示す。（各グループで最高温度を記録した観測点） 

グラフ 6-7 吸気側、内部、排気側の温度推移比較 

  

最高 535°C 

最高 331°C 

最高 972°C 

最高 824°C 

最高 224°C 

最高 535°C 

最高 404°C 
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（４）供試体周囲の温度・熱流束推移 

供試体からの距離 0.6m（高さ 1.8m）に設置された排気側（No.8）、正面側（No.2）、背面側

（No.14）の各観測点の温度と熱流束の経時変化を示す。 

 

グラフ 6-8 温度推移           グラフ 6-9 熱流束推移 

 

（５）考察 

正面側、背面側、排気側のうち排気側（非加熱面側）の供試体表面から 0.6m の観測点（No.8）

で最高の温度は 43°C 及び最高の熱流束は 1.3kW/m2を記録したが、木材の着火限界（10kW/㎡）

には至っていない。すなわち全出力 50kW を超える急速充電設備から少なくとも 0.6m の離隔距

離を保てば、延焼には至らないといえる。 

 

＜補足１ 炎の立ち上がり確認＞ 

本実験を実施するにあたり、排煙機による空気の揺らぎによって温度や熱流束の測定に影響を

与えないか、まずバーナーの炎の立ち上がり状況を確認した。炎は垂直に立ち上がっており、空

気の揺らぎの影響は排除できていることを確認できた。 

 

写真 6-11 炎の立ち上がり確認 

最高 1.30kW/m2 最高 43°C 
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なお、火炎の高さが図 6.4 の状態になるようプロパン流量を 130L/分に設定した。 

プロパンの分子量は 44 なので、１モルの質量は 44g、体積は常温・大気圧下で 22.4L となる。

したがって１秒あたりの質量流量に換算すると、 

130/60/22.4×44≒4.25g/sec 

これにプロパンガスの単位質量あたりの(低位)発熱量 46kJ/g を乗じると、 

4.25×46≒195kJ/sec （kW） 

となり、6.3.4 で述べたバーナーの火炎出力算出値と一致していた。 

 

＜補足２ 補足実験＞ 

内蔵可燃物の有無による影響を確認するため補足実験を行った。本実験後、内蔵可燃物をすべて

取り出した状態の供試体を使って同じバーナー出力条件で 20 分間燃焼し、供試体周囲の温度、熱

流束の測定およびサーモグラフ撮影、ビデオ撮影を行った。 

 

着火時点から 5 分間隔のビデオ画像およびサーモカメラ画像を示す。 

（１）着火時点 

写真 6-12a               写真 6-12b   

（２）5 分後 

写真 6-13a               写真 6-13b   
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（３）10 分後 

写真 6-14a               写真 6-14b   

 

（４）15 分後 

写真 6-15a               写真 6-15b   

（５）20 分後 

写真 6-16a               写真 6-16b   
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（６）バーナー停止 2 分後 

写真 6-17a               写真 6-17b   

 

 

代表として排気側 60cm 地点 No.8（高さ 1.8m）の温度および熱流束の経時変化について、本実

験と補足実験との比較をグラフ 6-10 に示す。 

 

 

グラフ 6-10 本実験と補足実験の温度、熱流束比較 

 

補足実験と本実験における温度と熱流束の最大値の差分はそれぞれ 22℃、0.91kW/m2 であり、

これは主に内蔵可燃物の有無による燃焼の影響によるものと考えられる。全体的には緩やかな上昇

傾向であり、特異的なピークがないことから実験場排煙設備等による空気の揺らぎが測定に悪影響

は与えていないといえる。本実験の方には温度の細かい上下変動があるが、これは内蔵可燃物燃焼

時の煙噴出による排気口周辺の気流の乱れによるものと考えられる。 

補足実験全測定点における温度と熱流束の経時変化グラフを資料 4 に示す。すべての測定点に

おいて温度推移、熱流束推移がほぼ平坦なことから、実験場の空気の揺らぎや筐体の輻射熱の変動

影響は無視できると考える。 

  

最高 1.30kW/m2 最高 4３°C 

最高 2１°C 最高 0.39kW/m2 
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6.4.6 発生ガス分析 

 

（１）分析装置 

消防庁消防研究センター 技術研究部 危険性物質研究室の協力を得て、下記の装置を用い

て発生ガスの分析を行った。 

① ソフトイオン化質量分析計（AirSence） 

 分子をイオン化し、四重極で分離し、分子の質量を知ることができる。この装置は低エネ

ルギーレベルのプライマリイオンを用いたイオン化法のため、イオン化した分子のフラグメ

ンテーションが見られにくく、イオンの親ピークのみが見られるという特徴がある。 

 今回の測定では、クリプトン Kr（14.00 eV）および水銀 Hg（10.44 eV）をプライマリイ

オンとして用いた。 

② FTIR 分光光度計（iS10） 

 試料に赤外光を照射し、透過した光量を測定する分析手法を用いた装置。赤外光は、分子

結合の振動や回転運動のエネルギーとして吸収されるため、分子の構造や官能基の情報をス

ペクトルから得ることができる。 

写真 6-18 ソフトイオン化質量分析計     写真 6-19 FTIR 分光光度計 

 

＜設置状況＞ 

写真 6-20 ガス採取パイプ         写真 6-21 ガス採取点 
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（２）成分分析結果 

ソフトイオン化質量分析計による結果をグラフ 6-10,11 に示す。 

グラフ 6-11 は燃焼開始 8 分後の Kr での測定結果であり二酸化炭素 CO2 が検出された（Kr

での測定結果ではどの時点でも同様の傾向）。 

 グラフ 6-11 ソフトイオン化質量分析（燃焼開始 8 分後） 

 

Kr での測定では低濃度のガスについては分析できていないため、次にイオン化のエネルギ

ーレベルを下げ、空気のイオン化を防いで、低濃度の分子を検出できるようにプライマリイ

オンに Hg を用いて測定した。その結果、グラフ 6-12 の通りアクロレイン C3H4O *3が検出さ

れた。燃焼開始 9 分 30 秒以降についても Hg での測定を行っているが、いずれもピークが小

さくなるのみで、同様の結果が得られている。 

 

注*3：アクロレイン C3H4O  可燃性の強い毒性物質。 一般的な火災で発生することが確認されている。ガソリンエ

ンジン・ディーゼルエンジン及びタバコの不完全燃焼でも発生する。 
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グラフ 6-12 ソフトイオン化質量分析（燃焼開始 9 分 30 秒後） 

 

注 *4：分子量 94 からフェノールである可能性はあるが、分析の標的にしていた対象の中にはなかったため確定不能。

フェノールである場合にも毒性は高くなく、低濃度であるため、危険性は低いと考えられる 

 

次に燃焼開始 15 分 45 秒経過時点の FTIR 分光光度計による測定結果をグラフ 6-13 に示

す。 

検査対象の二酸化炭素 CO2、一酸化炭素 CO、アクロレイン C3H4O が検出された。赤外光

吸収量ピークの高さから二酸化炭素に比べ一酸化炭素とアクロレインは濃度が低いことがわ

かる。 

 

グラフ 6-13  FTIR 分光光度計分析（燃焼開始 15 分 45 秒後） 

4 
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グラフ 6-14 はバーナー消火約 3 分後の測定結果であるが、発生しているのはほぼ二酸化炭素とな

っている。 

 

グラフ 6-14  FTIR 分光光度計分析（消火約 3 分後） 

 

（３）考察 

燃焼実験により発生したガスの主成分は二酸化炭素であった。他のガス成分としては一

酸化炭素およびアクロレイン*4が発生することが分かった。ただし、これらのガスは低濃

度であり消防活動に支障をきたすような危険性は無いと考えられる。 
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 第 5 節    結論 

 

燃焼実験結果の要点を以下にまとめる。 

 

（１）目視観測 

・着火後約 4 分で排気側面上部から煙が出始め、約 10 分で色の濃い煙が勢いよく噴出し、消火

まで出続けた。約 15 分頃には供試体下部からもわずかに煙が出始めた。しかし排気側からの

炎の吹き出しは確認されなかった。爆発的な燃焼は無かった。 

・炎に曝された筐体表面の塗料の燃焼が確認できたが、熱による筐体そのものの大きな変形、溶

解、亀裂は見られなかった。 

 

（２）安全装置動作観測 

・可燃内蔵物焼損により内部に絶縁破壊箇所が発生し、地絡が起こって写真のように漏電遮断器

が作動し、電源が遮断された。すなわち、適切に安全装置が働くことを確認した。 

 

（３）温度観測 

・排気側表面から 0.6m の地点で最高の温度は 43°C 及び最高の熱流束は 1.3kW/m2 を記録し

たが、木材の着火限界（10kW/㎡）には至っていない。 

・すなわち全出力 50kW を超える急速充電設備から少なくとも 0.6m の離隔距離を保てば、延

焼には至らないといえる。 

 

（４）発生ガス分析 

・発生したガスの主成分は二酸化炭素であり、他のガス成分としては一酸化炭素およびアクロレ

インが発生することが分かったが、低濃度であり消防活動に支障をきたすような危険性は無

いと考えられる。 

 

 以上の結果と考察より、 

「全出力 50kW を超える急速充電設備が外部からの火災に曝され延焼しても、周囲 60cm 以上

の離隔距離があれば、可燃物に延焼しない。また、同設備の火災で発生するガスは、一般的な

火災と同様に、主に二酸化炭素であり、一酸化炭素およびアクロレインが確認されたが低濃度

であるため、通常装備での消防活動に支障をきたすような危険性はない。」 

ということが確認できた。 

 

なお、6.4.2 安全装置動作観測 の中でも触れたが、今回の実験ではシビアサイドの条件として

内部センサー類による異常検知に伴う電源遮断を行わないように設定していたため、最終的に漏



66 

 

電遮断器が動作するに至っている。 

しかし、通常の実機であれば、内部温度が 105℃に温度上昇すると、「内部温度異常」となり機

器はシャットダウン（電源断）され、出力は停止する。 

本実験の状況にあてはめれば、着火後約 38 秒後位にシャットダウンされたことになる。 

なお、ファン用電源の電流値上昇がファンの固着化によるものであれば、約 7 秒後には「ファ

ン異常」を検出し、機器はシャットダウンされたことになる。 

したがって、通常はこのように各種センサーによる異常監視制御により急速充電装置は停止と

なるが、もし異常検出がされず、そのまま運転が継続されたとしても、最終的には漏電遮断器に

より電源が遮断されることが確認できた。 
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第 7章 まとめ及び全出力 50kW を超える急速充電設備に対する提言 

全出力 50kW を超える急速充電設備では、内部発熱量が増大することにより、より多くの

熱を逃がす必要があるため筐体開口部が拡大される場合が予想され、内部出火のリスク、漏電・

感電のリスク、延焼媒体としてのリスク、消防活動上のリスクなどが懸念された。 

本調査研究事業では、これらのリスクについて、平成 23年度に総務省消防庁が取りまとめ

た「電気自動車用急速充電設備の安全対策に係る調査検討報告書」における「急速充電設備の

ハザード評価表」をベースにし、全出力 50kWを超える急速充電設備を想定した各種のハザー

ドについて、出力が増加することによるリスクの変化、新たに考えられるハザードに対するリ

スクについて評価し分析・検証した。 

また、外部出火により全出力 50kW を超える急速充電設備が炎に曝され、隣接する他の物

体や建物に延焼するリスクや、火災により発生する有毒ガスや漏電など、消防隊の活動に支障

がないかの安全性に関して、全出力 150kW級の供試体の燃焼実験を行うことにより検証した。 

この結果を踏まえ、「①高電圧・大電流化及び仕様変更等に伴う必要な対策」、「②実態と法

令（条例）が適合しない部分に対する必要な対策」、「③消防活動時に安全を確保する対策」の

3つ観点からの提言を記す。 

 

第 1節 高電圧・大電流化及び仕様変更等に伴う必要な対策 

（１）ハザード評価表による検証結果を踏まえた提言 

ハザード評価表による検証において、高電圧・大電流化により主に充電ケーブル、コネク

タ、機器本体等の仕様変更に伴う新たなリスクが指摘されたが、ハード面・ソフト面の安全

対策を実施することで従来の全出力 50kW級の設備と同等の安全性を確保できることを確認

した。 

ハード面からの対策の一例として、「電圧・電流・温度・液流量等、各種センサーによる異

常監視」、「漏電遮断器の設置」、「ヒューズの設置」、「不燃かつ強度の高い金属製筐体の使用」、

「難燃ケーブル・コネクタの使用」、「IP44以上に準拠する」などが挙げられる。またソフト

面からの対策としては、「設置者または施設管理者による日常点検の実施」、「主任技術者によ

る定期点検」、「メーカーによる定期またはスポットメンテナンスの実施」などが挙げられる。 

（２）燃焼実験による検証結果を踏まえた提言 

現時点で市場に出ている急速充電設備の約 3 倍の出力に相当する全出力 150kW級を想定

して燃焼実験による検証を行ったが、同じ出力の範囲内でも実験で用いた供試体の仕様と大

きく異なる場合は、機器自体の構造や給電方法が大きく変更になることが予想されるため、

実験で用いた供試体の仕様と同等であるかの確認を所轄の消防署で行なう必要がある。 
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  例えば、蓄電池を内蔵している設備や電源部分と給電操作する部分とが分離されている設

備等が考えられる。ハザード評価表により充電出力ケーブルに液冷方式を採用した設備の漏

電・感電および内部出火に対するリスク検証を実施したが、構造や給電方法が今回の供試体

の仕様と大きく異なる場合は、延焼媒体となるリスク、発生ガスの安全性等に関して改めて

個別に判断することが必要である。 

 

 

第 2節 実態と法令（条例）が適合しない部分に対する必要な対策 

（１）ハザード評価表による検証結果を踏まえた提言 

全出力 50kWを超える急速充電設備を想定した各種のハザードについては、異常監視機能

設置等機器そのものに関するハード面と管理者やメーカーによる点検実施等運用に係るソフ

ト面との両面から安全対策を施すことにより、内部出火するリスク、および漏電・感電の原

因になるリスクは許容できる程度となることを確認した。 

したがって、これらの安全対策が施されていれば、従来の全出力 50kW級の設備と同等の

安全性が確保できると考えられるため、火災予防条例（東京都条例）第十一条第 1 項で規定

している「専用不燃区画室の設置」、「設置室への関係者以外の立ち入り禁止」、「変電設備の

標識を設置」に関してはこれらの条件を適用する必要はなく、特例適用の運用が望まれる。 

なお、給油取扱所（ガソリンスタンド等）に全出力 50kWを超える急速充電設備を設置す

る場合は、ガソリン等の可燃性蒸気が滞留するおそれのある範囲外の場所に設置することが

必要であることから、設置する際には平成 23 年度に出された総務省消防庁の通知 16) で述べ

られている安全対策に従って適切に運用することが必要である。 

（２）燃焼実験による検証結果を踏まえた提言 

全出力 50kW を超える充電設備の供試体に対し、最も延焼による影響を与える条件とし

て、側面（吸気側）の高さ 0.9m以上が火炎で覆われる燃焼実験を実施し、供試体側面と内部

の温度、および供試体周辺の温度と熱流束を測定した。その結果、全出力 50kWを超える充

電設備が火炎に曝され、内部が燃焼しても周囲 60cm 以上の離隔距離があれば、上記実験条

件において近隣の可燃物に延焼しないことが確認された。 

したがって、屋外においては火災予防条例（東京都条例）第十一条第 2項に規定されてい

る「建築物から 3m 以上の離隔距離を保つ」に関して、今回実験を行った供試体と同等の条

件を満たした急速充電設備であり、周囲に保守点検空間を確保できる距離 60cm 以上を保っ

ていれば、建築物に近接した位置であっても設置できるように設置環境の制約に関する特例

基準の検討が望まれる。 
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第 3節 消防活動時に安全を確保する対策 

燃焼実験による検証結果を踏まえた提言 

燃焼実験により、全出力 50kWを超える充電設備の火災で発生するガスは、一般的な火災

と同様に二酸化炭素が主成分であり、他のガス成分としては一酸化炭素およびアクロレイン

が確認された。しかし一酸化炭素とアクロレインは共に低濃度であったため、通常装備での

消防活動に支障をきたすような危険性はないと考える。 

また、漏電遮断器等の安全装置が設置されていることで、火災に曝され内部可燃物が燃焼

したとしても、漏電を検出し安全かつ自動的に電源が遮断されることを確認した。 

したがって消防隊が消防活動時に感電する危険性は小さいと考える。ただし、絶縁性能の

低下が少なく漏電に至らない場合も想定されることから、必ず主電源を切った後に消防活動

を行う必要がある。 

電源を切る方法としては、充電設備付随の緊急停止ボタン、充電設備が接続されている配

電盤の開閉器、複数の充電設備に電力を供給している受電室内の開閉器、電力会社からの受

電点である区分開閉器の操作が考えられる。 

施設内の開閉器にあっては、当該施設の電気主任技術者と連絡（一般的に受電室その他見

やすい場所に連絡先が掲示されている）を取り、その指示に従い適切に行う必要がある。受

電点の開閉器にあっては、電力会社の指示に従い適切に行う必要がある。 

火災の現場で顧客側の受電設備で電源を遮断できない場合は、現場に出向している電力会

社をはじめとして、警察、消防、ガス会社、通信業者の間で連携し、対処することが重要で

ある。 
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第８章  今後の課題 

 

8.1 仕様が大きく異なる設備の場合の対応 

本検討会では、現時点で市場に出ている急速充電設備の約３倍の出力に相当する 150kW級を

想定して、50kW から大容量化に伴う新たな出火リスク等を抽出し、それぞれの増大するリスク

に求められる安全対策を講じることで、50kW 級と同等の安全性が確保できること、また、燃焼

実験により当該設備が設置された周囲の建築物等で火災が発生し、この火災により当該設備に延

焼した場合でも、60cm 以上の離隔距離があれば当該設備が延焼拡大要因にならないことを確認

した。 

現在、世界各国の自動車産業では、環境負荷の低減を目標として、電気自動車の航続距離を増

大させるための車載電池の大容量化を進めており、それをより短時間に充電するため、より高出

力の設備の開発等が強く求められている。 

このため、今後は、「蓄電池を内蔵している充電設備」や「電源変換装置と給電操作する装置と

が分離されて設置されるような急速充電設備」等、今回検証を行った設備（以下「検証設備」と

いう。）と基本的な構造が異なる様々なバリエーションの設備の出現が予想され、また、構造や出

力の範囲等は検証設備と同じでも、機器本体の外枠の材質、内蔵可燃物の量及び給電方法等の主

な仕様が、検証設備と大きく異なり、出火リスクや延焼拡大危険等の推定が困難な設備の出現も

予想される。 

これらのことから、仕様が大きく異なる新たな設備の開発を見据えた、これら設備の設置に関

する安全確保方策の検討が望まれる。 

8.2 消防活動時における電源遮断への対応 

従来の全出力 50kW級の急速充電設備や大型電動機等の大容量の負荷設備と同様に、消防活動

時の感電を避けるため、火災時には電源遮断を行う必要がある。 

充電設備は様々な場所に設置されるため、消防活動を行う現場において確実に電源遮断できる

方法を容易に確認できる措置を講じる必要がある。もし火災の現場で顧客側の受電設備等で電源

を遮断できない場合は、現場に出向している電力会社をはじめとして、警察、消防、ガス会社、

通信業者の間で連携して、対処していく仕組み等を構築することが望まれる。 
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資料1　全出力50kWを超える急速充電設備のハザード評価表（作業会議論反映版）
2018.12.25

＜備考＞

ハザー

ド 分

類

ハザー

ド によ

る被

害の大

き さ

発生

度合

い

ハザー

ド 分

類

ハザー

ド によ

る被

害の大

き さ

発生

度合

い

評価見直しの要否および

見直しの場合・新規追加の場合の理由

H30年度作業会議論反映メモ

ID
部位 想定されるハザード

前分

類

前被

害度

前発

生度
前理由

前リス

ク
安全対策

後分

類

後被

害度

後発

生度
後理由 HE

後リス

ク
備考 番号

1

制御電

源 異

常

車両側リレーに過電

圧がかかり破損する。

A4 4 b

外部からの衝撃などの偶発的な理由から、車両側 リ

レー駆動コイルに過電圧がかかる場合が想定さ れる

が、コイルが焼損するだけの為、火災の危険 性は無

い。 偶発的な理由の為、発生確率はｂとした。 N

[①制御電源の出力に保護ヒューズ] [②制御

電源過電圧保護] [③制御回路異常による

充電出力停止]

A4 4 a

制御電源過電圧アラーム保護動作へ移行する。制 御回

路異常として装置アラームによる装置停止す る。 過電圧

保護のためコイルの焼損は発生しないため 発生確率をｂ

→ａとした。 N 1

2

制御電

源 異

常

制御電源が破損 し、

制御装置に過電圧が

かかり破損する。

A4 4 b

外部からの衝撃などの偶発的な理由から、レギュ レー

タなどの制御電源破損し、ＣＰＵなどの制御装 置に

過電圧がかかる場合が想定されるが、充電器 内部

の故障が増えるだけで火災の危険性は無い。 偶発

的な理由の為、発生確率はｂとした。
N

[①制御電源過電圧保護] [②制御回路異

常による充電出力停止]

A4 4 a

制御電源過電圧アラーム保護動作へ移行する。過 電圧

保護のため焼損は発生しないので発生確率 をｂ→ａとし

た。 制御回路異常として装置アラームによる装置停止 す

る。 N 2

3

制御電

源 異

常

制御電源二次側短

絡で制御電源の電圧

も電流も小 さくなり、

充電動作不可とな

る。
A4 4 b

異物混入や偶発的な理由から、制御電源二次側

で短絡した場合が想定されるが、電源の垂下特性

により、電圧も電流も小さくなり結果としてシステム が

ストップし充電動作不可となるだけで火災の危 険性

は無い。 偶発的な理由の為、発生確率はｂとした。
N

[①制御電源の出力に保護ヒューズ] [②制御

電源過電圧保護] [③制御回路異常による

装置停止]

A4 4 a

垂下特性および制御電源二次側短絡しても出力 保護

ヒューズにて保護される。制御回路異常として 装置アラー

ムによる装置停止する。安全保護のた め発生確率ｂ→a

N 3

4

制御電

源 異

常

制御電源破損で 制

御電圧が不足と な

り、充電動作不可とな

る。 A4 4 b

外部からの衝撃などの偶発的な理由から、レギュ レー

タなどの制御電源が破損し電圧不足となり、Ｃ ＰＵ

などの制御装置が動作しない場合が想定され るが、

システムがストップし充電動作不可となるだ けで火災

の危険性は無い。 偶発的な理由の為、発生確率は

ｂとした。

N

[①制御回路異常による装置停止]

A4 4 a

制御回路異常として装置アラームによる装置停止 する。

安全保護のため発生確率ｂ→a

N 4

5

制御電

源 異

常

電子部品破損でリ

レー駆動コイルが電圧

不足となり、充電動作

不可とな る。 A4 4 b

外部からの衝撃などの偶発的な理由から、電子部

品が損傷し車両側リレー駆動コイルが不足電圧に な

る場合が想定されるが、システムがストップし充 電動

作不可となるだけで火災の危険性は無い。 偶発的

な理由の為、発生確率はｂとした。
N

[①充電シーケンスエラーにより充電停止]

A4 4 b

急速充電器から充電シーケンスのコンダクタ電源 の１２Ｖ

が供給できない場合、シーケンスエラーと なり充電開始でき

ない。 発生確率はｂのままとした。

N 5

6

制御電

源 異

常

制御電源二次側短

絡で制御電源の電圧

も電流も小さくなり、

制御装置が起動でき

なくな り、充電動作

不可となる。
A4 4 b

異物混入や偶発的な理由から、制御電源二次側

で短絡した場合が想定されるが、電源の垂下特性

により、電圧も電流も小さくなり結果として制御装 置

が起動できなくなり充電動作不可となるだけで 火災

の危険性は無い。 偶発的な理由の為、発生確率は

ｂとした。
N

[①制御電源の出力に保護ヒューズ] [②制御

電源過電圧保護] [③制御回路異常による

装置停止]

A4 4 b

制御電源二次側短絡しても出力保護ヒューズにて 保護さ

れる。 制御回路異常として装置アラームによる装置停止

する。

発生確率はｂのままとした。

N 6

7

制御電

源 異

常

制御電源が断線し

車両側リレーが駆動で

きなくなり充電動作不

可とな る。 A4 4 b

外部からの衝撃などの偶発的な理由から、制御電

源線が断線し車両側リレーを駆動できなくなる場 合

が想定されるが、システムがストップし充電動作 不可

となるだけで火災の危険性は無い。 偶発的な理由の

為、発生確率はｂとした。
N

[①充電シーケンスエラーにより充電停止]

A4 4 b

急速充電器から充電シーケンスのコンダクタ電源 の１２Ｖ

が供給できない場合、シーケンスエラーと なり充電開始でき

ない。

N 7

8

制御電

源 異

常

制御電源の内部で断

線し電源供給 ができ

なくなり、充電動作不

可とな る。

A4 4 b

外部からの衝撃などの偶発的な理由から、制御電

源線が断線し電源供給ができなくなる場合が想定 さ

れるが、システムがストップし充電動作不可とな るだ

けで火災の危険性は無い。 偶発的な理由の為、発

生確率はｂとした。 内部で断線して故障するだけ。

可燃物の供給がないので大きな発火はない。 短絡

原因の多くは腐蝕であり、発生頻度は低い。

N

［ ①制御電圧の監視機能］

A4 4 b

装置の制御電圧監視により異常を検出し、装置を 停止さ

せるため、火災に至ることはない。 偶発的な理由のため、

発生確率はｂのままとする。

N 8

9

制御電

源 異

常

機能不全が起こる。

B 1 a

何らかの原因で機能不全が起こる可能性がある。 故

障モードによるが過電流・過電圧・感電・発煙・ 破裂

がすることが考えられる。「発火はしない」

L

①過電流はヒューズの使用

②過電圧は過電圧保護の使用

③感電は漏電遮断器の使用

B 1 a

ヒューズまたは過電流保護、過電圧保護、漏電遮 断器の

対策を施した結果、想定されていた機能不 全のハザード

では発火はしない。 発生確率はａのままとした。

L 9

10

制御電

源 異

常

機能不全が起こる。

A4 4 c

機器故障にて運転停止。

N

[①装置故障]

（ 機能不全で故障要因が特定されていないた

め「装置故障」とした）

A4 4 a

全体アラームにより保護動作へ移行する。 安全保護のた

め発生確率ｃ→a

N 10

11

制御電

源 異

常

機能不全が起こる。

A3 3 a

装置制御不能となり、装置停止する。火災が発生

するとは想定されない。

N

[①装置故障]

（ 機能不全で故障要因が特定されていないた

め「装置故障」とした）

A3 4 a

全体アラームにより保護動作へ移行する。 発生確率aのま

まとした。

N 11

12

制御電

源

故障により電圧低下

し制御不能とな り、

異常電流が流れ火災

発生。 A2 2 b

制御不能で異常電流が流れ火災に到る可能性ある

が、筐体内なのでA2 制御電源故障確率を考えてb

L

①ヒューズの使用

②配線は難燃性ケーブルを使用

③制御回路異常による装置停止

A2 2 a

異常電流対策としてヒューズを施した結果、想定さ れてい

た異常電流による火災発生のハザードは、 ヒューズによる

過電流保護の理由から発火しな い。 制御回路異常とし

て装置アラームによる装置停止 する。 制御回路故障とし

て急速充電内部故障のため発 生確率ｂ→ａ 。
N 12

13

制御装

置 異

常

車側のバッテリに過電

圧がかかり破損する。

A1 1 b

外部からの衝撃などの偶発的な理由から、車側の

バッテリーに過電圧がかかる場合が想定され、車 両か

らの保護停止が無い事を前提とした場合は、 バッテ

リー内で過電圧による短絡が発生し、火災と なる可

能性がある。 充電設備外の焼損の為、Ａ１とした。

偶発的な理由の為、発生確率はｂとした。

M

【ハザードの除去】

①出力回路へのヒューズの設置

【ハザードの予防】

①充電シーケンスエラーにより充電停止
A1 1 a

充電シーケンスで電池耐力上限値を超える場合、 シーケ

ンスエラーとなり充電が停止する。もしバッ テリーが短絡の

場合は、ヒューズで遮断できる。 充電シーケンスとヒューズで

保護されているため、 発生確率ｂ→a
L 13

番号

(H23)

安全対策後の評価

理由

ヒュー

マ ンエ

ラー

項目

対策

後 の

リスク

ランク

安全対策部位等 想定されるハザード

安全対策前の評価

理由

対策

前 の

リスク

ランク
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ハザー

ド 分

類

ハザー

ド によ

る被

害の大

き さ

発生

度合

い

ハザー

ド 分

類

ハザー

ド によ

る被

害の大

き さ

発生

度合

い

評価見直しの要否および

見直しの場合・新規追加の場合の理由

H30年度作業会議論反映メモ

番号

(H23)

安全対策後の評価

理由

ヒュー

マ ンエ

ラー

項目

対策

後 の

リスク

ランク

安全対策部位等 想定されるハザード

安全対策前の評価

理由

対策

前 の

リスク

ランク

14

制御装

置 異

常

外来ノイズにより、制

御装置が機能停止

（ 暴走） して、充電

動作不可とな る。
A4 4 c

外部からのノイズなどの理由から、制御装置が機 能

停止（ 暴走） した場合が想定されるが、制御装置

でＣＰＵリセット動作を行うのでシステムが一時的 に

ストップし充電動作不可となるだけで火災の危 険性

は無い。 設置環境の状況により発生する為、発生

確率はｃ  とした。

N

［ ①制御基板の監視機能］

［ ②運転確認試験の実施］

A4 4 c

装置の制御基板の監視により異常を検出し、装置 を停

止させるため、火災に至ることはない。 発生確率はｃのま

まとする。

N 14

15

制御装

置 異

常

外来ノイズにより、車と

の通信異常が発生

し、充電動作不可と

なる。 A4 4 c

外部からのノイズなどの理由から、車との通信異 常が

発生する場合が想定されるが、システムがス トップし

充電動作不可となるだけで火災の危険性 は無い。

設置環境の状況により発生する為、発生確率はｃ

とした。
N

［ ①制御基板の監視機能］

［ ②運転確認試験の実施］

A4 4 c

装置の制御基板の監視により異常を検出し、装置 を停

止させるため、火災に至ることはない。 発生確率はｃのま

まとする。

N 15

16

制御装

置 異

常

機能不全が起こる。

B 1 a

何らかの原因で機能不全が起こる可能性がある。 故

障モードによるが過電流・過電圧・感電・発煙・ 破裂

がすることが考えられる。

「発火はしない」 L

①制御シーケンス監視回路の設置

②漏電遮断器の設置

B 1 a

全体アラームにより保護動作へ移行する。保護動 作として

漏電遮断器保護動作により感電の可能性 は低い。

発生確率はａのままとした。

L 16

17

制御装

置 異

常

回路暴走による破壊

A2 2 a

素子がパンクするまで電流を流す可能性がある。

N

[①過電流保護回路の使用] [②半導体保

護ヒューズの使用]

A2 2 a

過電流保護の対策を施した結果、想定されていた 回路

暴走による破壊のハザードは過電流保護によ り動作停止

する理由から、充電器設備内の焼損はないとする。

発生確率はａのままとした。 N 17

18

制御装

置 異

常

コネクタ部に常時電圧

発生

B 1 a

故意に電極を手で触ると感電

L

①充電シーケンスエラーにより充電停止

②密閉構造のため制御装置の電極には触れ

ない。

③直流非接地の構造

④直流地絡の監視機能

⑤コネクタが車両側レセプタクルにかん合してい

る状態を検出するスイッチを装備

⑥このスイッチが作動していないと充電電力を

出力しない制御を組込

B 1 a

制御装置は、急速充電器内に実装されており密閉 構造

のため電極には触れない。また、充電シーケ ンスにより確実

にかん合しないと充電コネクタに電 圧が印加されない。従っ

て、感電は起きない。 直流非接地のため、１線触っても

感電はしない。ま た、装置の地絡監視により遮断するため

感電する ことはない。

発生確率はａのままとした。

L 18

19

制御装

置 異

常

機能不全が起こる。

A4 4 c

機器故障にて運転停止。

N

[①制御シーケンス監視実施] [②マイコン異

常監視機能あり。]

A4 4 c

安全対策により充電器停止状態を保持できる。 発生確

率はｃのままとした。

N 19

20

制御装

置 異

常

機能不全が起こる。

A3 3 a

装置制御不能となり、装置停止する。火災が発生す

るとは想定されない。

N

[①制御回路異常でアラームによる装置停止]

[②過電圧、過電流保護により装置停止]

A3 3 a

制御回路異常、過電圧、過電流の全体アラームに より保

護動作へ移行する。 発生確率はａのままとした。

N 20

21

コント

ロー ラ

故障・ＣＰＵ異常に

より制御不能とな り、

異常電流が流れ火災

発生。

A2 2 b

制御不能で異常電流が流れ火災に到る可能性ある

が、筐体内なのでA2

CPU故障確率を考えてb

L

①車両による充電器の制御異常、電圧・電流

異常の常時監視

②コントローラの自己診断機能

A2 2 a

車両側が充電器の制御シーケンス異常や電流・電 圧異

常を常時監視しており、異常検出時は充電を 停止する。

充電器のコントローラは自己診断機能（ CPUのウ オッチ

ドック等） により異常が検出される。 以上から火災に至る

ような制御異常は未然に防ぐ ことが可能であり発生確率

はｂ→ａとした。
N 21

22

センサー

異 常

入力電圧センサーが

破損し、入力異常と

なり、充電動作不可と

なる。 A4 4 b

外部からの衝撃などの偶発的な理由から、入力電

圧検出センサーが破損し、入力異常で動作しない

場合が想定されるが、適正電圧と認識されずシス テ

ムがストップし充電動作不可となるだけで 火災の危

険性は無い。 偶発的な理由の為、発生確率はｂと

した。

N

[①入力部の過電圧、過電流アラームにより装

置停止]

[②漏電遮断器により装置停止]

A4 4 b

入力部の過電圧、過電流の装置アラームにより保 護動作

へ移行する。

発生確率はｂのままとする。

N 22

23

センサー

異 常

コンバータ電流検出セ

ンサーが破損 し、Ｄ

Ｃ出力電圧が不足し

て充電動作不可とな

る。 A4 4 b

外部からの衝撃などの偶発的な理由から、コン バータ

電流検出センサーが破損し、充電電流出力 を制御

ができなくなり、結果ＤＣ出力電圧が不足す る為

に、出力電流が過電流となり、保護機能で制 限また

は停止する場合が想定されるが、システム がストップ

し充電動作不可となるだけで火災の危 険性は無

い。 偶発的な理由の為、発生確率はｂとした。

N

[①電流検出センサー異常により動作しない]

A4 4 b

電流検出センサー異常により動作しないため、火 災は発

生せず、ハザードによる被害、発生確率と も変更無。

N 23

24

センサー

異 常

コンバータ電流検出セ

ンサーが破損 し、充

電電流が過電流とな

り充電動作不可とな

る。
A4 4 b

外部からの衝撃などの偶発的な理由から、コン バータ

電流検出センサーが破損し、充電電流出力 が過電

流となり、Ｉ ＧＢＴなどの半導体素子が破損 する場

合が想定されるが、システムがストップし充 電動作不

可となるだけで火災の危険性は無い。 偶発的な理

由の為、発生確率はｂとした。

N

[①半導体保護ヒューズの使用]

A4 4 a

半導体保護ヒューズの対策を施した結果、想定さ れてい

た過電流による素子破損のハザードは、素 子破損前に

ヒューズが溶断する理由から充電設備 の故障が発生する

のみ。 上記により、ハザード分類はA4のままとなる。 発生

確率はｂ→ａとした。
N

大容量化に伴って被害の大きさや

発生度合いに変化があるものの、

評価分類を一段階上げるほどでは

ない
24

25

センサー

異 常

充電電圧センサー が

破損し、充電動作が

開始されず、 充電動

作不可となる。 A4 4 b

外部からの衝撃などの偶発的な理由から、充電電

圧検出センサーが破損し、充電動作が開始されな い

場合が想定されるが、システムがストップし充電 動作

不可となるだけで火災の危険性は無い。 偶発的な

理由の為、発生確率はｂとした。
N

[①各部の過電圧、過電流により装置停止]

[②充電シーケンスエラーにより充電停止]

A4 4 b

出力電圧監視により設定電圧とのずれで装置停 止する。

また、充電シーケンスで出力電圧と車両の 計測電圧の差

異異常で充電シーケンスエラーとな り充電開始しない。

発生確率はｂのままとした。 N 25

26

センサー

異 常

コンバータ電流検出セ

ンサーが破損 し、充

電電流が過電流にな

りバッテ リーが過電圧

となって充電動作不

可となる。
A4 4 b

外部からの衝撃などの偶発的な理由から、コン バータ

電流検出センサーが破損し、充電電流出力 を制御

ができなくなり、結果バッテリーに過電流が 流れ込

み、内部抵抗を乗じた電圧が発生し、バッ テリーが過

電圧となる場合が想定されるが、システ ムがストップし

充電動作不可となるだけで火災の 危険性は無い。

偶発的な理由の為、発生確率はｂとした。

N

[①各部の過電圧、過電流により装置停止]

[②充電シーケンスエラーにより充電停止]

A4 4 b

コンバータ出力電圧異常により装置停止する。 発生確率

はｂのままとした。

N 26

27

センサー

異 常

コンバータ電流検出セ

ンサーが破損 し、充

電電流出力が制御で

きなくな り、充電動作

不可となる。
A4 4 b

外部からの衝撃などの偶発的な理由から、コン バータ

電流検出センサーが破損し、充電電流出力 を制御

ができなくなる場合が想定されるが、システ ムがストッ

プし充電動作不可となるだけで火災の 危険性は無

い。 偶発的な理由の為、発生確率はｂとした。
N

［ ①制御用センサーと監視用センサーの使

用］

［ ②監視用センサーの複数配置］

A4 4 b

制御用センサーと監視用センサーを分離し、かつ、 監視用

センサーを複数配置することで、確実に異 常を検出し装置

を停止させるため、火災に至ること はない。

発生確率はｂのままとする。 N 27

2
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ランク

28

センサー

異 常

充電電流検出セン

サーが破損し、充電

動作不可とな る。

A4 4 b

外部からの衝撃などの偶発的な理由から、充電電

流検出センサーが破損する場合が想定されるが、 シ

ステムがストップし充電動作不可となるだけで火 災の

危険性は無い。 偶発的な理由の為、発生確率はｂ

とした。
N

［ ①制御用センサーと監視用センサーの使

用］

［ ②監視用センサーの複数配置］

A4 4 b

制御用センサーと監視用センサーを分離し、かつ、 監視用

センサーを複数配置することで、確実に異 常を検出し装置

を停止させるため、火災に至ること はない。

発生確率はｂのままとする。 N 28

29

センサー

異 常

充電電流検出セン

サーが破損し 車側の

バッテリに過電圧によ

る短絡が発生し、火

災となる可能性があ

る。

A1 1 b

外部からの衝撃などの偶発的な理由から、充電電

流検出センサーが破損する場合が想定され、車両 か

らの保護停止が無い事を前提とした場合は、 バッテ

リー内で過電圧による短絡が発生し、火災となる可

能性がある。 充電設備外の焼損の為、Ａ１とした。

偶発的な理由の為、発生確率はｂとした。

M

【ハザードの除去】

①制御用センサーと監視用センサーの使用

【ハザードの予防】

①監視用センサーの複数配置 A1 1 a

制御用センサーと監視用センサーを分離し、かつ、 監視用

センサーを複数配置することで、確実に異 常を検出し装置

を停止させるため、火災に至ること はない。 確実に異常を

検出するため、発生確率はｂ→ａとな る。 L 29

30

センサー

異 常

充電電流検出セン

サーが破損し、充 電

電流出力が制御でき

なく充電動作不可と

なる。
A4 4 b

外部からの衝撃などの偶発的な理由から、充電電

流検出センサーが破損し、充電電流出力を制御で

きなくなる場合が想定されるが、システムがストッ プし

充電動作不可となるだけで火災の危険性は無 い。

偶発的な理由の為、発生確率はｂとした。
N

［ ①制御用センサーと監視用センサーの使

用］

［ ②監視用センサーの複数配置］

A4 4 b

制御用センサーと監視用センサーを分離し、かつ、 監視用

センサーを複数配置することで、確実に異 常を検出し装置

を停止させるため、火災に至ること はない。

また、発生確率はｂのままとする。 N 30

31

センサー

異 常

機能不全が起こる。

B 1 a

何らかの原因で機能不全が起こる可能性がある。 故

障モードによるが過電流・過電圧・感電・発煙・ 破裂

がすることが考えられる。

「発火はしない」 L

①充電器と車両の電流が不一致の状態になっ

た場合は停止

②充電器出力が過電圧の状態になった場合

は停止

③充電器出力が過電流の状態になった場合

は停止

B 1 a

充電器と車両の電流が不一致の状態になった場 合は動

作停止する対策を施した結果、想定されて いた過電流、

過電圧、発煙のハザードは動作停止 することから対策され

るが、感電の可能性は残る ため、ハザード分類はBのままと

なる。 発生確率はaのままとする。
L 31

32

センサー

異 常

センサー故障により制

御不能となる。

C 3 b

車両側で電圧値、電流値の差異が大きい場合、異

常を検出し、充電が停止されるのでC センサ故障確

率を考えてb

L

①充電シーケンスエラーにより充電停止

C 3 a

充電シーケンスで出力電圧と車両の計測電圧の 差異異

常で充電シーケンスエラーとなり充電開始 しない。また、充

電シーケンスで出力電流と指令値 の差異異常で充電

シーケンスエラーとなり充電停 止する。

発生確率ｂ→ａ
N 32

33

センサー

異 常

機能不全が起こる。

A4 4 c

機器故障にて運転停止。

N

[①装置故障]

（ 機能不全で故障要因が特定されていないた

め「装置故障」とした）

A4 4 a

全体アラームにより保護動作へ移行する。発生ア ラームは

不明だが、保護動作するため発生確率ｃ

→aとした。

N 33

34

センサー

異 常

通電中のコネクタ着脱

によるスパ ーク

B 1 b

コネクタ部のLSが故障すると、コネクタがレセプタ クル

から抜けている状態で電圧を掛ける危険があ る。

（ 他の保護回路無しの時）

M

①充電シーケンスエラーにより充電停止

B 1 a

充電シーケンスにより充電開始すると充電コネクタ は、ロッ

クされる。また、充電電圧がある場合、ロッ クは、解除され

ない。その他、充電許可信号を監視 し、抜けた場合は、

直ちに停止するよう二重保護が されている。

保護動作により発生確率ｂ→ａ
○ L

大容量化に伴って被害の大きさや

発生度合いに変化があるものの、

評価分類を一段階上げるほどでは

ない 34

35

センサー

異 常

機能不全が起こる。

B 1 a

ドア開、温度センサー等の異常を想定する。充電 中

のドア開による、感電を想定。温度センサーに異 常が

発生した場合、過温度検出が出来ずに加熱し 発煙

が想定される。最悪の場合、装置焼損の可能性があ

る。 耐用年数８年以内の発生予想は、ほぼないと

考え る。

L

①温度サーモ半導体過温度監視による装置

停

　 止

②ドア開センサーによる装置停止 B 1 a

温度サーモでの過温度監視、ドア開センサーによ り保護動

作へ移行する。 保護動作のため感電しない。 発生確率

はａのままとした。

○ L 35

36

センサー

異 常

機能不全が起こる。

A3 3 a

温度異常等の場合に検出不能となり、重なった場

合には、異常加熱に至る可能性がある。

N

①素子温度の監視機能

②盤内温度の監視機能

③温度監視機能の診断

A3 3 a

温度は、盤内温度監視と素子温度監視の二重化 を図っ

ており、火災に至ることはない。 発生確率はａのままとし

た。

N

機能不全：

ハイカレントコントロール（ 過温度

保護制御） 用の温度センサー

安全対策：

温度監視機能を診断する。

【参考】 該当規格

CHAdeMO 標準仕様書Ver.1.2

7.4.

36

37

漏電遮

断 器

接点固着により開放

不能となる。

（ 充電器内外の火

災）

A1 1 a

内部配線短絡事故から、ブレーカの遮断容量を超

える短絡電流が流れブレーカ故障が想定され、短 絡

モードで故障した場合、外部のケーブルと内部 配線

からの火災の可能性がある。 短絡事故自体の発生

確率もまれな上、変電設備 側で引き出し部分で十

分な遮断容量のブレーカが ついて保護している為、

発生確率はａとした。

L

【ハザードの除去】

①変電設備側の配電盤ブレーカによる保護

【ハザードの予防】

①配線は難燃性ケーブルを使用

A1 1 a

難燃性ケーブル使用でケーブルの発火はしなくな る。 装置

入力の遮断ブレーカの遮断容量を超える短絡 電流が流

れてブレーカ故障することは考えにくい。 経年変化による固

着が発生したとしても変電設備 の配電盤に最適な遮断

容量のブレーカが設置され ており遮断・保護される。 発生

確率はaのままとした。
L 37

38

漏電遮

断 器

接点固着により開放

不能となる。

A3 3 a

開閉頻度が少ない。 固着したとしても誤作動やシス

テム停止の可能性 はあるが、このことによって火災が

発生するとは想定されない。

N

[①変電設備側の配電盤ブレーカによる保護]

A3 3 a

装置入力の遮断ブレーカの遮断容量を超える短絡 電流

が流れてブレーカ故障することは考えにくい。 経年変化によ

る固着が発生したとしても変電設備 の配電盤に最適な遮

断容量のブレーカが設置され ており遮断・保護される。 発

生確率はaのままとした。
N 38

39

漏電遮

断 器

接点固着により開放

不能となる。

A4 4 a

経年変化により固着することがあるが、誤作動や シス

テムがストップすることはない。また、火災が 起こること

も想定されない。 ただし装置の動作電源ＯＦＦが

出来なくなるのは８ 年の耐用期間中に1回も起こる

可能性はないと想 定される。 過電流や操作部破損

などにより接点固着が発生 し、充電器を停止できなく

なる。 通常使用状態では操作せず、火災原因とな

る可能 性は低い。

N

[①変電設備側の配電盤ブレーカによる保護]

A4 4 a

装置入力の遮断ブレーカの遮断容量を超える短絡 電流

が流れてブレーカ故障することは、考えにく い。 経年変化

による固着が発生したとしても変電設備 の配電盤に最適

な遮断容量のブレーカが設置され ており遮断・保護され

る。 発生確率はaのままとした。 短絡発生時の誤作動・シ

ステムストップの可能性は残るため、ハザード分類、発生確

率は変更なし。

N 39

40

漏電遮

断 器

開放モード状態で 故

障し充電動作不可と

なる。

C 3 a

異物混入や偶発的故障、電子部品単体の故障が

理由で、開放モード状態で故障する場合が想定さ

れるが、商用電力を供給できなくなりシステムが ストッ

プするだけで火災の危険はない。 耐用年数内で起こ

る可能性は極めて低い為、発生 確率はａとした。
N

[なし]

C 3 a

装置電源のＯＮが出来ないだけで単独の装置故 障とし

て判断される。

安全対策は特になし。 ハザード分類、発生確率は変更な

し。 N 40

3
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41

漏電遮

断 器

漏電検出回路故障に

より、漏電検出不全

で感電

B 1 a

落下などの設置作業ミスや電子部品単体の故障 な

どが理由で、漏電検出部が破損する場合が想 定さ

れ、地絡電流が流れても遮断しなくなり、充電 器接

触時に感電の危険がある。漏電検出は漏電 遮断器

のみ監視している。 経年変化により漏電遮断機能の

み故障することが あった場合、誤作動やシステムがス

トップする可能 性がある。 火災が起こることは想定さ

れないが感電の可能性 は想定される。

８年の耐用期間中に1回も起こる可能性はないと

想定される。 漏電時に漏電遮断器が回路遮断でき

ず感電する 危険性があり、B 常時ONになっても直

接被害はない。 漏電の発生に加えて漏電遮断器が

故障していると 感電の危険がある。 動作頻度が低

いので故障は極端に少ない。

L

なし

B 1 a

なし

L 41

42

漏電遮

断 器

操作レバー故障による

開放不能

C 3 a

操作レバーが外力によって折れることを想定。ただ し

誤動作、システムストップの可能性はない。ま た、火

災が起こることも想定されない。 ただし装置の動作電

源ＯＦＦが出来なくなる。 レバーは扉内に実装され

ているため発生の可能性 はほぼない。
N

[なし]

C 3 a

なし

N 42

43

電磁開

閉 器

接点固着により開放

不能となる。

C 3 a

多頻度開閉や電子部品単体の故障の理由から、

接点が溶着し短絡し続ける場合が想定されるが、 制

御装置で商用電力を引き外せなくなるものの、 待機

時の消費電力が増加するだけで、火災の危 険性は

ない。 耐用年数内で起こる可能性は極めて低い

為、発生 確率はａとした。 誤動作側と誤不動作が

考えられるが、何も発生し ない。 これまでに事例もな

く、過負荷のない装置に対して 起こりにくいものと考え

る。

N

[①開閉器接点の監視機能]

C 3 a

開閉器接点を監視し、開放不応動を検知した場 合、正

常に停止させる。 耐用年数内で起こる可能性は極めて低

いため、発 生確率はｂ→ａとなる。

N 43

44

電磁開

閉 器

接点固着により開放

不能となる。

A2 2 a

接点部に異物が混入し接続状態になることを想 定。

スタート時の突入電流の増大などが想定さ れ、誤動

作を誘発しシステムストップされる可能性 がある。電

流増大の場合は、遮断することが出来 ないため装置

焼損の可能性がある。耐用年数内 の異物混入事

故の可能性は極めて低い。 開放不能時に充電開

始し過電流が発生する可能 性がある。過電流により

充電器内部及び系統配線 が発熱及び発煙・発火

することが考えられる。「配 線は難燃性ケーブルを使

用することで発火はしな い」

筐体内部の為外部への延焼の可能性低いA2 接点

溶着の可能性を考えてa

N

[①開閉器接点の監視機能]

A2 2 a

開閉器接点を監視し、開放不応動を検知した場 合、正

常に停止させる。 耐用年数内で起こる可能性は極めて低

い。 発生確率はａのままとした。

N 44

45

電磁開

閉 器

接点固着により開放

不能となる。

A4 4 b

常時ONになっても直接被害はない。 発生頻度は低

いが、機械的スイッチのため溶着の 可能性はある。

過電流時の強制開放等で発生しうるが、発生に よっ

て強制断はできないが電気的に断できる。 このことに

よって火災が発生するとは想定されな い。
N

[①開閉器接点の監視機能]

A4 4 a

開閉器接点を監視し、開放不応動を検知した場 合、正

常に停止させる。 耐用年数内で起こる可能性は極めて低

いため、発 生確率はｂ→ａとなる。

N 45

46

電磁開

閉 器

接点固着により開放

不能となる。

（ マルチアウトレット機

において、出力コネクタ

切替用電磁接触

器）

A4 4 b

出力切替用接点の熔着により車両間の電池が短絡

し、内部電線や充電ｹー ﾌ゙ ﾙの発熱焼損の発生が考

えられる。 発生頻度は低いが、機械的スイッチのため

溶着の可能性はある。  難燃性電線ケーブル使用に

より、このことによって火災が発生するとは想定されな

い。

N

①開閉器接点の監視機能

接点の熔着検出を実施

A4 4 a

開閉器接点を監視し、開放不応動を検知した場 合、充

電動作に移行させない。 耐用年数内で起こる可能性は

極めて低いため、発 生確率はｂ→ａとなる。

N

CHAdeMO Ver.1.2以降マルチ

アウトレット方式が可能になったた

め追記した。

新規

47

電磁開

閉 器

接点溶着し、出力地

絡発生時に主回路遮

断できず感電が発生

する。 B 1 a

地絡発生時に主回路遮断できない状態で、活電部

に触れると感電する「B」 接点溶着の可能性を考え

て「a」

L

なし

B 1 a

なし

L 46

48

電磁開

閉 器

開放モード状態で故

障し充電動作不可と

なる。

C 3 b

異物混入や偶発的故障や電子部品単体の故障の

理由から、開放モード状態で故障する場合が想定 さ

れるが、商用電力を供給できなくなり、システム がス

トップするだけで、火災の危険はない。 耐用年数内

で起こる可能性は極めて低い為、発生 確率はbとし

た。

L

①出力過電流により装置停止

②地絡検知による装置停止

③充電シーケンスエラーにより充電停止

C 3 a

出力側に電磁接触器の実装を削除したため電気 的に断

する。 安全対策は、過電流保護、地絡検知により充電停

止する。 充電シーケンスによる車両との接続確認が確立し

ないと充電が開始しないため発生確率ｂ→ａ N 47

49

電磁開

閉 器

固定ネジのゆるみによ

る電磁開閉器脱落

A2 2 a

開閉器接点稼動時の振動により電磁開閉器固定

ねじの脱落を誘発し、接点部の活線が他の部品に

接触する可能性を想定。接触する部品の電位次 第

で漏電、短絡などの可能性がある。漏電の場 合、感

電の可能性がある。
N

[なし]

A2 2 a

[なし]

N 48

50

電磁開

閉 器

端子ネジのゆるみによ

る発熱

A2 2 a

自然現象により金属が変形しネジの緩みが発生す る

可能性がある。ネジの緩みで発熱することが考 えられ

る。

「発火はしない」 開閉器接点部の固定ねじが製造ミ

ス、あるいは経 年変化で緩みｲﾝﾋ゚ ﾀー゙ ﾝｽの増加が

発生、接点部温 度が上昇し発熱する可能性を想

定。 最悪火災の可能性がある。 耐用年数８年内

で発生する可能性は非常に稀と考 えられる。

N

[①配線は難燃性ケーブルを使用]

A2 2 a

難燃性ケーブル使用の対策を施した結果、想定さ れてい

た端子ねじ緩みによる発火のハザードは配 線が発火しな

いとの理由から内部発熱となる。 上記により、発生確率は

より小さくなり、そのままａ  とした。

N 49

51

電磁開

閉 器

操作コイルが不能とな

る。

A4 4 b

装置が運転不能となる。 このことによって火災が発生

するとは想定されな い。

N

［ ①開閉器接点の監視機能］

A4 4 b

開閉器接点を監視し、開放不応動を検知した場 合、正

常に停止させる。 発生確率はｂのままとする。

N 50

52

コンバー

タ

充電動作不可

A4 4 b

偶発的による理由から充電動作不可が想定され

る。 システムがストップするため、外部への延焼は考え

られない。 外部からの衝撃等の偶発的原因のため、

発生確 率はbとする。 N

[①各監視機能の設置]

A4 4 b

装置の自己監視により異常を検出し、装置を停止 するこ

とで、焼損に至ることはない。 外部からの衝撃等の偶発的

な原因のため、発生 確率はｂのままとする。

N 51

4
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53

コンバー

タ

充電器内部の発熱、

コンバータ破損

A3 3 b

偶発的による理由から充電器内部配線の過熱が 想

定される。 充電器の内部配線は難燃性ケーブルを

使用する ことで、外部への延焼は考えられない。偶

発的原 因のため、発生確率はbとする。 L

①漏電遮断器の設置

②温度監視回路の設置

③ヒューズの設置

A3 3 a

一次側は漏電遮断器でトリップさせる。過熱は温 度セン

サーで停止させる。過大な素子電流は ヒューズで停止させ

焼損を防止する。 機能停止するため確率はaとなる。

N 52

54

コンバー

タ

コンバータ破損

A4 4 b

偶発的による理由から充電器内部の故障箇所の 破

損が想定される。 充電器内部破損により、外部への

延焼は考えられ ない。

偶発的原因のため、発生確率はbとする。 N

[①温度監視回路の設置] [②ヒューズの設

置] [③出力電圧監視回路の設置]

A4 4 b

装置の自己監視により異常を検出し、装置を停止 するこ

とで、焼損に至ることはない。 偶発的な原因のため、発生

確率はｂのままとする。

N 53

55

コンバー

タ

端子ねじ緩みにより電

圧・電流異常・発熱・

発煙・短絡が発生す

る。
A2 2 b

製造ミス・自然現象などの理由から端子ネジの緩 み

が想定される。 金属箱に収納のため、外部への延焼

は考えられな い。 配線を難燃性ケーブルを使用する

ことで内部発火 はしない。 自然現象（ 外気温度の

変化による金属の膨張と収 縮） ・製造ミスの理由の

ため、発生確率はbとする。

L

①漏電遮断器の設置

②温度監視回路の設置

③出力電圧監視回路の設置

A2 2 a

各監視回路と前提条件の難燃性ケーブルにより焼 損は

防止できる。

確率はaとなる。

N

大容量化に伴って被害の大きさや

発生度合いに変化があるものの、

評価分類を一段階上げるほどでは

ない
54

56

コンバー

タ

端子ねじ緩み・外れに

より電圧・電流異常が

発生し、感電する。

B 1 b

製造ミス・自然現象などの理由から漏電(地絡)が 想

定される。 感電する恐れがあるが金属箱に収納のた

め、外部 への延焼は考えられない。 定期メンテナンス

で端子のねじ緩みは確認するこ とから経年劣化によ

る発生は極めて低い。 M

①漏電遮断器の設置

②地絡検出器の設置

③筐体の接地

B 1 a

AC入力電源の漏電は漏電遮断器、出力側の地絡 は地

絡検出により感電を防止できる。 更に外箱をアース接地す

ることで感電を防止でき る。また、メンテナンスで絶縁抵抗

を把握する。 従って感電はありえない。
L

大容量化に伴って被害の大きさや

発生度合いに変化があるものの、

評価分類を一段階上げるほどでは

ない
55

57

コンバー

タ

絶縁劣化により漏電

し発火する。

A2 2 b

経年劣化等で配線が劣化する理由から漏電(地

絡)が想定される。 漏電がアーク放電により発火はす

る恐れがあるが 金属箱に収納のため、外部への延焼

は考えられな い。 定期メンテナンスで絶縁耐圧試験

を行なうことで経 年劣化による発生は極めて低い。
L

①漏電遮断器の設置

②地絡検出器の設置

A2 2 a

AC入力電源の漏電は漏電遮断器、出力側の地絡 は地

絡検出により遮断可能である。 メンテナンスで絶縁抵抗を

把握する。 従って焼損はありえない。

N 56

58

コンバー

タ

絶縁劣化により漏電

し感電する。

B 1 a

経年劣化等で配線が劣化する理由から漏電(地

絡)が想定される。 感電する恐れがあるが金属箱に

収納のため、外部 への延焼は考えられない。 定期メ

ンテナンスで絶縁耐圧試験を行なうことで経 年劣化

による発生はきわめて低い。
L

①漏電遮断器の設置

②地絡検出器の設置

③筐体の接地

B 1 a

AC入力電源の漏電は漏電遮断器、出力側の地絡 は地

絡検出により漏電を防止できる。 メンテナンスで絶縁抵抗

を把握する。更に外箱は 筐体接地により感電を防止でき

る。 従って感電はありえない。 L 57

59

コンバー

タ

絶縁劣化により短絡

する。

A2 2 b

製造ミス・経年劣化等で配線が劣化する理由から

過電流により内部焼損が想定される。 金属箱に収

納のため、外部への延焼は考えられな い。 定期メン

テナンスで絶縁耐圧試験を行なうことで経 年劣化に

よる発生はきわめて低い。
L

①漏電遮断器の設置

②地絡検出器の設置

③温度監視回路の設置

④ヒューズの設置 A2 2 a

遮断器、ヒューズ、温度監視での対策を施し短絡 電流に

よる充電器内部火災のハザードは短絡電 流を遮断する

理由から充電器設備内故障となる。 発生確率はaとし

た。 N 58

60

コンバー

タ

冷却装置故障により

過熱する。

A2 2 b

冷却装置故障（ 故障・寿命により停止） の理由か

ら スイッチング素子が発熱し発煙する場合が想定さ

れる。 スイッチング素子は破損し発煙する可能性があ

る が、外部への延焼は考えられない。 定期メンテナン

スで部品の定期交換を行なうため 発生確率はｂと

する。

L

①温度監視回路の設置

A2 2 a

冷却装置が機能しなくとも素子近傍への温度監視 で機

能を遮断できる。 冷却装置が消耗品であるため定期メン

テナンスで 防止できる。 よって冷却装置故障によって過熱

はありえない。 N 59

61

コンバー

タ

機器故障により機能

不全が発生す る。

A4 4 c

通常故障停止・自然災害等の理由から制御装置

が不能な状態が想定される。 機器故障による運転

停止のため、外部への延焼 は考えられない。 定期メ

ンテナンスにより各部チェック、定期部品交 換が行わ

れ通常故障確率は少なくｃ とする。
N

①各監視機能の設置

②温度監視機能の診断

A4 4 c

装置の自己監視により装置を停止することで、損 傷に至

る事は無い。

発生確率はCとする。

N

機能不全：

ハイカレントコントロール（ 過温度

保護制御） 機能

安全対策：

充電コネクタ・ケーブルの過温度

は、制御の監視や温度ヒューズ等

により停止させる。

【参考】 該当規格

CHAdeMO 標準仕様書Ver.1.2

7.4.

60

62

コンバー

タ

二次側短絡などにより

破壊

A4 4 a

腐蝕による理由から二次側短絡によって発火が想

定される。 金属箱に収納のため、外部への延焼は考

えられな い。

腐食による理由のため、発生確率はaとする。 N

[①出力電圧監視回路の設置]

A4 4 a

前提として定期メンテナンスが実施されるので腐食 は予防

保全にて処置できる。

N

理由の記載、「腐食はありえない」

→「腐食は予防保全にて処置でき

る」

が、適切と考える。 61

63

コンバー

タ

部品不良により破壊

A4 4 a

初期不良によるな理由から回路溶断が想定され る。

金属箱に収納のため、外部への延焼は考えられな

い。 初期不良は出荷試験の実施で未然に防げるた

め 発生確率はaとする。 N

[①出荷試験の実施] [②現地試験の実施]

A4 4 a

出荷試験及び現地試験実施の対策を施した結果、 部品

不良による設備破損のハザードは発生しにく くなるが、可

能性は残るため、ハザード分類はA4 のままとする。 未然に

防げるため、発生確率はaのままとする。 N 62

64

インバー

タ

充電器内部の発熱、

インバータ破損

A3 3 b

偶発的な理由から主回路に過電流が流れることが

想定される。充電器の内部配線は難燃性ケーブル

を使用することで、外部への延焼は考えられない。 ま

た、偶発的原因のため、発生確率はbとする。 L

①温度監視回路の設置

②出力電圧監視回路の設置

A3 3 a

素子の温度センサーにより温度を監視し、温度異 常を検

出し、装置を停止することで焼損に至ること はない。 装置

停止するため、発生確率はｂ→ａとなる。

N 63

65

インバー

タ

充電動作不可

A4 4 b

偶発的による理由から充電動作不可が想定され

る。システムがストップするため、外部への延焼は 考え

られない。 また、外部からの衝撃等の偶発的原因の

ため、発 生確率はbとする。 N

[①各監視機能の設置]

A4 4 b

装置の自己監視により異常を検出し、装置を停止 するこ

とで、焼損に至ることはない。 また、外部からの衝撃等の偶

発的な原因のため、 発生確率はｂのままとする。

N 64

66

インバー

タ

端子ねじ緩みによ り

電圧・電流異常・発

熱・感電・発煙・短絡

が発生する。
A2 2 b

製造ミス・自然現象などの理由から端子ネジの緩 み

が想定される。 金属箱に収納のため、外部への延焼

は考えられな い。 配線は難燃性ケーブルを使用する

ことで内部発火 はしない。 自然現象（ 外気温度の

変化による金属の膨張と収 縮） ・製造ミスの理由の

ため、発生確率はbとする。

L

①漏電遮断器の設置

②温度監視回路の設置

③出力電圧監視回路の設置

A2 2 a

前提条件の難燃性ケーブルと各種監視回路により 焼損

は防止できる。

発生確率はaとする。

N

大容量化に伴って被害の大きさや

発生度合いに変化があるものの、

評価分類を一段階上げるほどでは

ない
65

5
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67

インバー

タ

端子ねじ緩み・外れに

より電圧・電流異常が

発生し、感電する。

B 1 b

製造ミス・自然現象などの理由から漏電(地絡)が 想

定される。 感電する恐れがあるが金属箱に収納のた

め、外部 への延焼は考えられない。 定期メンテナンス

で端子のねじ緩みは確認するこ とから経年劣化によ

る発生は極めて低い。 M

①漏電遮断器の設置

②地絡検出器の設置

③筐体の接地

B 1 a

AC入力電源の漏電は漏電遮断器、出力側の地絡 は地

絡検出により防止できる。 更に外箱は筐体接地により感

電を防止できる。 メンテナンスで絶縁抵抗を把握する。

従って感電はありえない。
L

大容量化に伴って被害の大きさや

発生度合いに変化があるものの、

評価分類を一段階上げるほどでは

ない
66

68

インバー

タ

絶縁劣化により漏電

し焼損する。

A2 2 b

経年劣化等で配線が劣化する理由から漏電(地

絡)が想定される。 漏電がアーク放電により発火はす

る恐れがあるが 金属箱に収納のため、外部への延焼

は考えられな い。 定期メンテナンスで絶縁耐圧試験

を行なうことで経 年劣化による発生は極めて低い。
L

①漏電遮断器の設置

②地絡検出器の設置

A2 2 a

AC入力電源の漏電は漏電遮断器、出力側の地絡 は地

絡検出により遮断可能である。 メンテナンスで絶縁抵抗を

把握する。 従って焼損はありえない。

N 67

69

インバー

タ

絶縁劣化により漏電

し感電する。

B 1 b

経年劣化等で配線が劣化する理由から漏電(地

絡)が想定される。 感電する恐れがあるが金属箱に

収納のため、外部 への延焼は考えられない。 定期メ

ンテナンスで絶縁耐圧試験を行なうことで経 年劣化

による発生はきわめて低い。
M

①漏電遮断器の設置

②地絡検出器の設置

③筐体の接地

B 1 a

AC入力電源の漏電は漏電遮断器、出力側の地絡 は地

絡検出により防止できる。 メンテナンスで絶縁抵抗を把握

する。 更に外箱は筐体接地で感電を防止できる。 従って

感電はありえない。 L 68

70

インバー

タ

絶縁劣化により短絡

する。

A2 2 b

製造ミス・経年劣化等で配線が劣化する理由から

過電流により内部焼損が想定される。 金属箱に収

納のため、外部への延焼は考えられな い。 定期メン

テナンスで絶縁耐圧試験を行なうことで経 年劣化に

よる発生はきわめて低い。
L

①漏電遮断器の設置

②地絡検出器の設置

③温度監視回路の設置

④ヒューズの設置 A2 2 a

遮断器、ヒューズ、温度監視での対策を施した結 果、想

定されていた短絡電流による充電器内部火 災のハザード

は短絡電流を遮断する理由から充電 器設備内故障とな

る。

発生確率はaとした。
N 69

71

インバー

タ

機器故障により機能

不全が発生する。

A4 4 c

通常故障停止・自然災害等の理由から制御装置

が不能な状態が想定される。 機器故障にて運転が

停止するため、外部への延 焼は考えられない。 定期

メンテナンスにより各部チェック、定期部品交 換が行

われるため、通常故障確率は少なくｃ とす る。
N

[①各監視機能の設置]

A4 4 c

装置の自己監視により装置を停止することで、充電設備

内故障となる。

発生確率はCとする。

N

理由の記載、「損傷に至ることは

無い」→「充電設備内故障となる」

が、適切と考える。

70

72

インバー

タ

二次側短絡などにより

破壊

A4 4 a

腐蝕による理由から二次側短絡によって発火が想

定される。 金属箱に収納するため、外部への延焼は

考えられ ない。 腐食による理由のため、発生確率は

aとする。 N

[①出力電圧監視回路の設置]

A4 4 a

前提として定期メンテナンスが実施されるので腐食は予防

保全にて対処できる。

N

理由の記載、「腐食はありえない」

→「腐食は予防保全にて処置でき

る」が、適切と考える。

71

73

インバー

タ

部品不良により破壊

A4 4 a

初期不良による理由から回路溶断が想定される。

金属箱に収納するため、外部への延焼は考えられ な

い。 出荷試験を実施しているため発生確率はaとす

る。 N

[①出荷試験の実施] [②現地試験の実施]

A4 4 a

出荷試験及び現地試験実施の対策を施した結果、 部品

不良による設備破損のハザードは発生しにく くなるが、可

能性は残るため、ハザード分類はA4 のままとする。 未然に

防げるため、発生確率はaのままとする。 N 72

74

スイッチ

ン グ素

子

バッテリ破損、寿命低

下

A4 4 b

バッテリ破損、寿命による理由から充電動作不可 が

想定される。 システムがストップするため、外部への延

焼は考え られない。 外部からの衝撃等の偶発的原

因のため、発生確 率はbとする。 N

[①各監視機能の設置]

A4 4 b

装置アラームにより停止させるため焼損はしない。 偶発理

由のため発生確率はｂとする。

N 73

75

スイッチ

ン グ素

子

充電器内部の発熱、

コンバータ破損

A3 3 b

偶発的な理由から主回路素子に（ INV,CNVとも

に）  過電流が流れることが想定される。充電器の内

部 配線は難燃性ケーブルを使用することで、外部へ

の延焼は考えられない。また、偶発的原因のた め、

発生確率はbとする。
L

①温度監視回路の設置

②出力電圧、電流の差異監視回路の設置

③ヒューズの設置

A3 3 a

温度監視、電圧・電流差異により装置を停止する。 ヒュー

ズにより電力素子の延焼を防止する。 装置停止させること

で焼損には至らない。 確率は装置停止となるのでaとす

る。 N 74

76

スイッチ

ン グ素

子

過電流により機器故

障が発生し発 煙・破

裂音がする。

A2 2 b

素子発熱（ 原因は複数考えられる） の理由から過

電流・短絡により機器故障・焼損が想定される。 金

属箱に収納のため、外部への延焼は考えられな い。

原因は複数考えられるが、偶発的・人的ミスにより 発

生確率はbとする。 L

①漏電遮断器の設置

②温度監視回路の設置

③出力電圧、電流の差異監視回路の設置

④ヒューズの設置

A2 2 a

一次側は漏電遮断器でトリップさせる。 過熱は温度セン

サーで停止させる。 過大な素子電流はヒューズで停止させ

焼損を防止 する。 出力側は、出力電圧、電流監視で機

能停止させ る。

機能停止するため確率はaとなる。 N 75

77

スイッチ

ン グ素

子

高電圧異常が発生し

破損する。

A3 3 c

ガス害・塩害・落雷・地震よる転倒・様々 な自然現

象による理由から高電圧異常が想定される。 スイッチ

ング素子が発煙・破裂・破裂音はするが発 火には至

らないため、外部への延焼は考えられな い。

自然現象の理由のため、発生確率はcとする。
L

①過電圧監視回路の設置

②温度監視回路の設置

③出力電圧・電流の差異監視回路の設置

④ヒューズの設置 A3 3 b

入力の過電圧監視、出力の電圧・電流差異、温度 に対

しては素子の監視により装置を停止させるの で焼損はなく

装置故障となる。 自然現象によるので確率はbとなる。

L 76

78

スイッチ

ン グ素

子

埃、虫、動物等で端

子間短絡による故障

A2 2 a

虫、小動物等からなる理由により部分短絡が想定 さ

れる。 装置内焼損はするが、金属箱に収納のため外

部 への延焼はない。 外的物の混入が原因である

が、Ｉ Ｐ44以上の規定 を満足する仕様のため装置

環境の外的混入に考 慮されている。 定期メンテナン

スによって端子等を確認することから発生確率はaとな

る。

N

①漏電遮断器の設置

②地絡検出器の設置

③温度監視回路の設置

④防虫網の設置

A2 2 a

塵等で短絡した場合、一次側の短絡発生には漏 電遮断

器でトリップする。 二次側は地絡検出器で地絡を検出す

る。 各部の温度上昇があれば温度監視で装置を停止 さ

せる。 充電シーケンスで充電停止するが発生確率はaの

ままとなる。防虫網を設置することで虫、小動物の侵入を

防止する。

N 77

79

スイッチ

ン グ素

子

端子ねじ緩みにより発

熱する。

A3 3 a

自然現象（ 外気温度の変化による金属の膨張と収

縮） 理由からネジの緩みが想定される。 金属箱に収

納のため外部への延焼はない。 定期メンテナンスによ

り端子等を確認することから 発生確率はaとなる。 N

①漏電遮断器の設置

②地絡検出器の設置

③温度監視回路の設置

A3 3 a

ねじ端子の緩みによる短絡、地絡、漏電により漏 電遮断

器が働き装置停止する。 発生確率はaのままとする。

N 78

6
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80

スイッチ

ン グ素

子

低電圧異常（ 瞬時

停電） が発生する。

A3 3 b

充電中の低電圧異常（ 瞬時停電） ・自然現象の

理 由からスイッチング素子の発煙・破裂・破裂音が

想 定される。 スイッチング素子の発煙・破裂・破裂

音のため、外 部への延焼は考えられない。 低電圧

異常（ 瞬時停電） ・自然現象が理由のため、 発生

確率はbとする。

L

①ヒューズの設置

②入力での電圧･電流検出回路の設置

A3 3 b

電圧・電流の検知により装置を停止させる。スイッ チング素

子の焼損防止でヒューズを使用する。発 生確率は低電

圧・自然現象のためbのままとする。

L 79

81

スイッチ

ン グ素

子

二次側短絡などにより

破壊

A4 4 a

腐蝕による理由から二次側短絡によって発火が想

定される。 金属箱に収納のため、外部への延焼は考

えられな い。

腐食による理由のため、発生確率はaとする。 N

[①出力電圧監視回路の設置]

A4 4 a

監視回路の設置により装置を停止することが出来 る。 前

提として定期メンテナンスが実施されるので腐食は予防保

全にて処置できる。

N

理由の記載、「腐食はありえない」

→「腐食は予防保全にて処置でき

る」が、適切と考える。

80

82

スイッチ

ン グ素

子

部品不良により破壊

A4 4 a

初期不良による理由から回路溶断が想定される。

金属箱に収納のため、外部への延焼は考えられな

い。 出荷試験を実施しているため発生確率はaとす

る。 N

[①出荷試験の実施] [②現地試験の実施]

A4 4 a

出荷試験及び現地試験実施の対策を施した結果、 部品

不良による設備破損のハザードは発生しにく くなるが、可

能性は残るため、ハザード分類はA4 のままとする。 未然に

防げるため、発生確率はaのままとする。 N 81

83

充電ユ

ニッ ト

振動、端子ねじ緩み

により短絡し火災が発

生する。

A2 2 b

製造ミス・自然現象（ 外気温度の変化による金属

の膨張と収縮） の理由からネジの緩みが想定され

る。 金属箱に収納のため、外部への延焼は考えられ

な い。 自然現象（ 外気温度の変化による金属の

膨張と収 縮） の理由のため、発生確率はbとする。
L

①漏電遮断器の設置

②温度監視回路の設置

③出力電圧監視回路の設置

A2 2 a

各監視回路と難燃性ケーブルにより焼損は防止で きる。

製造ミス・自然現象の可能性は残る。 確率はaとなる。

N 82

84

充電ユ

ニッ ト

振動、端子ねじ緩み

により絶縁トラ ンス二

次側の地絡 が発生し

感電が発生する。 B 1 b

自然現象などの理由から漏電(地絡)が想定され る。

感電する恐れがあるが金属箱に収納のため、外部 へ

の延焼は考えられない。 自然現象の理由のより、発

生確率はbとする。 M

①漏電遮断器の設置

②地絡検出器の設置

③筐体の接地

B 1 a

AC入力電源の漏電は漏電遮断器、出力側の地絡 は地

絡検出により感電を防止できる。 更に外箱をアース接地す

ることで感電を防止でき る。 メンテナンスで絶縁抵抗を把

握する。従って感電は ありえない。 L 83

85

充電ユ

ニッ ト

冷却装置故障によ り

半導体素子が過 熱

破壊し火災が発 生す

る。 A2 2 b

冷却装置故障（ 故障・寿命により停止） の理由か

ら スイッチング素子が発熱し発煙する場合が想定さ

れる。スイッチング素子は破損し発煙する可能性 があ

るが、外部への延焼は考えられない。 また、故障・寿

命により停止による理由のため、発 生確率はbとす

る。

L

①温度監視回路の設置

A2 2 a

冷却装置が機能しなくとも素子近傍の温度監視で 装置

停止できる。冷却装置が消耗品であるため定 期メンテナン

スで防止できる。よって冷却装置故障 によっての過熱は極

めて少なくなる。 N 84

86

充電ユ

ニッ ト

冷却装置故障によ り

半導体素子が過 熱

破壊し、地絡が 発

生、感電する。 B 1 b

冷却装置故障により半導体素子が過熱破壊する

理由から漏電(地絡)が想定される。 感電する恐れ

があるが金属箱に収納のため、外部 への延焼は考え

られない。 定期メンテナンスにより各部チェック、定期

部品交 換が行われるため確率は少なくbとする。
M

①漏電遮断器の設置

②地絡検出器の設置

③温度監視回路の設置

B 1 a

一次側の漏電は漏電遮断器で、二次側は地絡検 出器

で装置停止させる。 素子加熱は温度検知で停止させるこ

とが出来る。 以上により発生確率はaとなる。

L 85

87

充電ユ

ニッ ト

過熱により絶縁ト ラン

ス二次側のリ アクトル

等が絶縁 破壊して地

絡、感 電が発生 B 1 b

リアクトル等が絶縁破壊する理由から漏電（ 地絡）

が想定される。 感電する恐れがあるが金属箱に収納

のため、外部 への延焼は考えられない。 リアクトル等

の絶縁破壊が理由により、発生確率 はbとする。 M

①地絡検出器の設置

②温度監視回路の設置

B 1 a

地絡検出及び温度監視で装置停止できる。 発生確率は

aとなる。

L 86

88

逆流防

止 ダイ

オード

冷却ファン故障に より

過熱、素子破 壊し火

災が発生す る。

A2 2 b

冷却装置故障（ 故障・寿命により停止） の理由か

ら スイッチング素子が発熱し発煙する場合が想定さ

れる。 スイッチング素子は破損し発煙する可能性があ

る が、外部への延焼は考えられない。 定期メンテナン

スにより各部チェック、定期部品交 換が行われるため

確率は少なくbとする。

L

①温度監視回路の設置

A2 2 a

温度監視回路で装置停止する。 発生確率はaとなる。

N 87

89

コンデン

サ

過電流による機器 故

障が発生する。

A3 3 a

スイッチング波形異常によりリップル電流が過大に 流

れ、コンデンサが発熱し破損に至ることを想定す る。

コンデンサ自体は難燃性または防爆弁を有してお り、

火災の発生等は無いが、電解液の噴出などで 周辺

回路にダメージを与える可能性がある。 コンデンサに

は安全弁・保安機能がありハザード 区分Ａ３、発生

確率ａとした。

（ 充電器本体と電源ユニット部は金属製のため）

N

[①充電器入力部に過電流保護装置あり]

[②導電部付近は難燃材を使用] [③故障検

出時充電器停止シーケンスあり] [④インバータ

部過電圧、過電流による装置停

止] [⑤整流部過温度による装置停止] [⑥

ヒューズの使用] [⑦主回路漏電遮断器の設

置]

A3 3 a

過電流保護ならびに難燃材使用、かつ停止シーケ ンスが

ある。 通常の使用では問題ないが、スイッチング波形異 常

によるリップル電流が増大しコンデンサが破損 するとインバー

タ部の過電圧、過電流発生により 装置停止する。 コンデ

ンサ自体の破損や発煙はあるが、発火はし ない。 また短

絡時には、過電流を検出し、遮断器をトリッ プさせること

で、破損に至ることはない。 上記よりハザード分類発生確

率は変更なし。

N 88

90

コンデン

サ

過電圧による機器 故

障が発生する。

A3 3 b

コンデンサ自体で高電圧発生の可能性は無いが 周

辺回路の異常によりコンデンサに過電圧が印加 され

る可能性を想定する。 コンデンサが発熱し破損に至

る可能性がある。 コンデンサには安全弁・保安機能

がありハザード 区分Ａ３、発生確率ｂとした。

（ 充電器本体と電源ユニット部は金属製のため）
L

①回路に過電圧検出回路が付いている

②インバータ部過電圧、過電流による装置停

止

③整流部過温度による装置停止

④導電部付近は難燃材を使用

⑤故障検出時充電器停止シーケンスあり

⑥ヒューズの使用

A3 3 a

電圧供給回路に過電圧過電流保護がある。 装置異常

によりコンデンサに過電圧がかかった場 合にコンデンサ破損

するとインバータ部の過電圧、 過電流発生により装置停

止する。 コンデンサ自体の破損や発煙はあるが、発火はし

ない。 過電流保護ならびに難燃材使用、かつ停止シーケ

ンスがある。 以上の対策により、発生確率はａとする。
N 89

91

コンデン

サ

絶縁劣化により発 熱

する。

A3 3 a

経年変化（ コンデンサへの充放電） によりリップル 電

流が過大に流れ、コンデンサが発熱することを 想定す

る。 コンデンサ自体は難燃性または防爆弁を有して

お り、火災の発生等は無いが、電解液の噴出などで

周辺回路にダメージを与える可能性がある。 アルミ電

解コンデンサは有限寿命部品であるため 定期的な交

換が必要である。 コンデンサには安全弁・保安機能

がありハザード 区分Ａ３、メンテナンスで交換するとし

て発生確率 をaとした

N

[①インバータ部過電圧、過電流による装置停

止]

[②整流部過温度による装置停止] [③導電

部付近は難燃材を使用] [④故障検出時充

電器停止シーケンスあり]

A3 3 a

通常の使用では問題ないが、耐容年数を超えた場 合リッ

プル電流による発熱が発生しコンデンサ破 損すると過電

圧、過電流発生により装置停止す

る。 コンデンサ自体の破損や発煙はあるが、発火はし な

い。 過電流保護ならびに難燃材使用、かつ停止シーケ ン

スがある。 過熱が発生した場合、素子の温度センサーによ

り 温度異常を検出し、装置を停止することで、焼損に 至

ることはない。 以上によりハザード分類発生確率は変更な

し。

N 90

92

絶縁ト

ラン ス

一次・二次回路の 混

触が発生し焼損 す

る。

A2 2 b

発煙まで移行するため、A2の評価とした。 金属箱収

納のため外部への延焼は考えられない。 寿命内で起

こることではないが、絶縁劣化、外部 からの衝突など

の可能性を考え確率はbとする。

L

①漏電遮断器の設置

②トランス二次側の地絡検知装置

③インバータ部の過電圧、過電流検知

④ヒューズ

⑤難燃性ケーブルを使用

⑥一次二次間を二重絶縁または強化絶縁に

より絶縁する

A2 2 a

トランス二次側の地絡検知装置、ヒューズで回路 遮断さ

せることで、焼損に至ることはない。 トランス一次側の異常

電流は漏電遮断器で回路遮 断させることで、焼損に至る

ことはない。 内部過電圧、過電流検出により装置を停止

させる ことで、焼損に至ることはない。 以上の対策により発

生確率はａとする。 N

CHAdeMO Ver,1.1（ 平成27

年12月発行） 以降、一次二次

間の絶縁は「二重絶縁または強化

絶縁により絶縁すること。」と規定さ

れ、混蝕発生確率は非常に低く

なった。 91

7
79
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93

絶縁ト

ラン ス

一次・二次回路の 混

触が発生し感電 す

る。

B 1 a

二次側の非接地回路に電圧が印加され、さらに二

次側の外部コネクタケーブルでの回路への接触を 考

慮した際に感電の可能性となる。 要因的には確率b

クラスの現象に人的要因が組み 合わさって起こると

判断するため確率をaとした。 L

①漏電遮断器の設置

②トランス二次側の地絡検知装置

③インバータ部の過電圧、過電流検知

④一次二次間を二重絶縁または強化絶縁に

より絶縁する B 1 a

トランス二次側の地絡電流は地絡検知装置で回路 遮断

させることで、感電に至ることはない。 トランス一次側の地

絡電流は漏電遮断器で回路遮 断させることで、感電に至

ることはない。 内部過電圧、過電流検出により装置を停

止させる ことで、感電に至ることはない。 以上の対策により

発生確率はａとする。

L

CHAdeMO Ver,1.1（ 平成27

年12月発行） 以降、一次二次

間の絶縁は「二重絶縁または強化

絶縁により絶縁すること。」と規定さ

れ、混蝕発生確率は非常に低く

なった。

92

94

絶縁ト

ラン ス

(端子ネジ緩みに よ

る)接触不良に より焼

損する。

A2 2 b

緩みの度合いにもよるが、焼損しないとは言い切 れな

い。 ケーブルなどは難燃性であり、金属箱収納のため

外部への延焼は考えられない。 寿命内で起こること

ではないが、製造ミス、経年振 動などの可能性を考

え確率はbとする。 L

①漏電遮断器の設置

②サーモスタット等による過熱検知

③ヒューズ

④トランス二次側の地絡検知装置

⑤インバータ部の過電圧、過電流検知 A2 2 a

接触不良が発生した場合は、サーモスタット等によ り温度

異常を検出し装置を停止させることで、焼損 に至ることは

ない。 不良度合いが高く、過熱による損傷の結果、発生

する短絡、地絡などの異常電流は、漏電遮断器、 地絡

検知装置、ヒューズにより遮断させることで、 焼損に至るこ

とはない。 内部過電圧、過電流検出により装置を停止さ

せる ことで焼損に至ることはない。 以上の対策により発生

確率はａとする。

N 93

95

絶縁ト

ラン ス

絶縁劣化により焼 損

する。

A2 2 b

絶縁劣化により漏電・短絡が発生すれば焼損の可

能性は否定できない。 ケーブルなどは難燃性であり、

金属箱収納のため 外部への延焼は考えられない。

１０～１５年以上経過で発生確率が上がると思わ

れるが急速充電器の寿命８年の中で発生する可

能性はなく、確率はbとする。

L

①漏電遮断器の設置

②トランス二次側の地絡検知装置

③インバータ部の過電圧、過電流検知

A2 2 a

トランス二次側の地絡検知装置、ヒューズで回路 遮断さ

せることで、焼損に至ることはない。 トランス一次側の異常

電流は漏電遮断器で回路遮 断させることで、焼損に至る

ことはない。 内部過電圧、過電流検出により装置を停止

させる ことで、焼損に至ることはない。 以上の対策により発

生確率はａとする。

N 94

96

絶縁ト

ラン ス

過負荷(長時間連

続)により温度異 常が

発生する。

A3 3 a

長時間連続充電した場合、過度な温度上昇が発

生する可能性があるが、過熱にとどまり、焼損に至 る

とは考えられない。 車両へ充電する装置であり、連

続で長時間フル定 格動作することが想定しにくいこと

から可能性は極 小と考え確率はａとした。
N

[①冷却装置を複数台設置] [②インバータ部

の電圧、過電流、過温度検知] [③制御回路

異常による装置停止]

A3 3 a

冷却装置を複数台設置し、盤内温度上昇を抑制す るこ

とで、温度異常に至ることはない。 インバータ部の過温度

検知により装置を停止させ ることで、温度異常に至ること

はない。 以上の対策により発生確率はａとする。 N 95

97

絶縁ト

ラン ス

過負荷(オーバー ロー

ド)により温度 異常が

発生する。

A3 3 b

負荷はＥＶに限定されており、制御された電流が流

れる装置のため通常運転では過負荷にはならな い。

制御異常や加熱によるレアショートなどが発生した 際

の過電流が流れた場合は異常加熱の可能性が ある

が焼損に至ることは考えにくい。 上記の理由から確率

は寿命内では発生しにくいも のと判断しbとした。

L

①冷却装置を複数台設置

②インバータ部の電圧、過電流、過温度検知

③制御回路異常による装置停止

A3 3 a

冷却装置を複数台設置し盤内温度上昇を抑制す ること

で、温度異常に至ることはない。 インバータ部の過温度検

知により装置を停止させ ることで、温度異常に至ることはな

い。 以上の対策により発生確率はａとする。
N 96

98

絶縁ト

ラン ス

冷却装置故障によ り

過熱する。

A2 2 b

ファンが壊れたことを前提とし、何も保護が働かな け

れば焼損の可能性を否定できないことからA2と した。

交換推奨部品は交換を前提とすれば寿命中での 発

生確率は低いと考え確率bとした。 L

①冷却装置を複数台設置

②インバータ部の電圧、過電流、過温度検知

③制御回路異常による装置停止

④温度センサーの使用

⑤ファン故障検出

⑥ファン温度上昇検出

A2 2 a

インバータ部の過温度検知、装置内の温度セン サーにより

装置を停止させることで、過熱に至るこ とはない。 ファンに

故障検出回路があるため、ファン故障を検 出できる。

以上の対策により発生確率はａとする。 N 97

99

整流器バッテリ破損、寿 命低

下

A3 3 b

バッテリ破損、寿命による理由から充電動作不可 が

想定される。 システムがストップするため、外部への延

焼は考え られない。 外部からの衝撃等の偶発的原

因のため、発生確 率はbとする。 L

①自己監視機能の設置

A3 3 b

装置アラームにより停止させるため焼損はしない。 偶発理

由のため発生確率はｂとする。

L 98

100

整流器端子ねじ緩みによ り

発熱する。

A3 3 c

自然現象（ 外気温度の変化による金属の膨張と収

縮） 及び人的ミスによる理由からネジの緩みが想 定

される。 金属箱に収納のため外部への延焼はない。

自然現象・人的ミスが理由のため、発生確率はcと

する。
L

①漏電遮断器の設置

②温度監視回路の設置

③ヒューズの設置

A3 3 b

一次側は漏電遮断器により異常電流があれば遮 断す

る。 電力素子及び絶縁トランスの温度監視により電流 異

常を検知し機能停止させる。 ヒューズの追加で電力素子

の発煙を防止する。 人的ミス、自然現象のため発生確率

はbである。
L 99

101

整流器絶縁劣化により漏 電

し発火する。

A2 2 b

経年劣化等で配線が劣化する理由から漏電(地

絡)が想定される。 漏電がアーク放電により発火をす

る恐れがあるが 金属箱に収納のため、外部への延焼

は考えられな い。 定期メンテナンスで絶縁耐圧試験

を行なうことで経 年劣化による発生はきわめて低い。
L

①漏電遮断器の設置

②地絡検出器の設置

A2 2 a

電源の漏電遮断器、出力の地絡検出により遮断 可能で

ある。 メンテナンスで絶縁抵抗を把握する。 従って焼損は

ありえない。

N 100

102

整流器絶縁劣化により地 絡

し感電する。

B 1 b

経年劣化等で配線が劣化する理由から漏電(地

絡)が想定される。 感電する恐れがあるが金属箱に

収納のため、外部 への延焼は考えられない。 定期メ

ンテナンスで絶縁耐圧試験を行なうことで経 年劣化

による発生はきわめて低い。
M

①漏電遮断器の設置

②地絡検出器の設置

③筐体の接地

B 1 a

AC入力電源の漏電は漏電遮断器、出力側の地絡 は地

絡検出により遮断可能である。 メンテナンスで絶縁抵抗を

把握する。 筐体の接地で感電を防止する。 従って感電は

ありえない。 L 101

103

整流器過電流及び短絡 によ

り機器故障が 発生

し、発煙す る。

A2 2 b

偶発的な理由から過電流により内部焼損が想定さ

れる。 金属箱に収納のため、外部への延焼は考えら

れな い。

偶発的な理由のため、発生確率はbとする。 L

①漏電遮断器の設置

②温度監視回路の設置

③ヒューズの設置

④出力電圧、電流の差異監視回路設置 A2 2 a

一次側では漏電遮断器により遮断が可能である。 出力

側では、温度監視、出力電流電圧監視、 ヒューズにより

遮断可能である。 上記により焼損はなくすことが出来る。

充電シーケンスにより充電停止するため発生確率 はaとす

る。
N 102

104

整流器部品不良により破 壊

A4 4 a

初期不良による理由から回路溶断が想定される。

金属箱に収納のため、外部への延焼は考えられな

い。 出荷試験を実施しているため発生確率はaとす

る。 N

[①出荷試験の実施] [②現地試験の実施]

A4 4 a

出荷試験に加え、現地立上げ試験で動作確認を すること

により部品不良を排除できる。

N 103

105

整流器充電動作不可

A4 4 b

偶発的による理由から充電動作不可が想定され

る。 システムがストップするため、外部への延焼は考え

られない。 外部からの衝撃等の偶発的原因のため、

発生確 率はbとする。 N

[①出力電圧、電流の差異監視回路の設置]

A4 4 b

出力監視により装置停止となる。 充電シーケンスにより充

電停止する。 従って焼損に至らない。

N 104

8
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106

充電コ

ネク タ

子供などがいたず ら

で，コネクタの内 部に

触れて感電す る。

B 1 b

活電状態の端子を触ると感電の可能性がありハ ザー

ドはBとする。 人が故意に充電部に触れる可能性は

低い為、発 生確率はbとした。

M

①絶縁トランスによる出力側非接地回路

②出力回路の地絡検出装置

③充電シーケンスにて絶縁確認を実施

④端子部に容易に触れられないコネクタ構造、

保護カバー設置の実施

⑤コネクタ未接続時には電圧が印加されない

構造(出力遮断の構造及びシーケンス)

⑥異常発生時には接触可能な充電部が放電

回路により速やかに放電される構造

⑦コネクタが車両側レセプタクルにかん合して い

る状態を検出するスイッチを装備(充電電力を

出力しない制御)

⑧充電時コネクタロック機能あり

⑨ＤＣ出力過電流により装置停止

⑩制御回路異常により装置停止

⑪充電シーケンスエラーにより充電停止

B 1 a

出力回路は非接地回路であり、地絡故障と接触事 故の

二重故障とならない限り感電には至らない。 地絡故障は

発生時に地絡検知回路で検出可能。 コネクタ端子部は

容易に触れない構造。 コネクタ未接続時には電圧が印加

されない構造 で、コネクタ脱落時にも放電回路により、速

やかに 電圧が放電される。 充電シーケンスにより充電開

始すると充電コネクタ は、ロックされる。また、充電電圧があ

る場合、ロッ クは、解除されない。 充電許可信号を監視

し、抜けた場合は、直ちに停 止するよう二重保護がされて

いる。 保護カバー設置の対策を施した結果、想定されて

いた故意に電極に触れると感電するハザードは触 りにくくな

る理由から感電しにくくなる。 充電中のコネクタは、車両に

接続されておりコネク タ内部に触れることはない。 コネクタ

未接続状態では、電流が流れないため感 電に至ることは

ない。 以上の対策により発生確率はaとした。

○ L 105

107

充電コ

ネク タ

電圧がかかった状 態

でコネクタが外 れてス

パークが発 生。装置

損傷す る。 (コネクタ

半かん合

/装置焼損)
A2 2 b

電流が流れている状態で外れた場合、スパークが 発

生する。 可燃性ガス等が無く延焼の可能性は無いた

め、ハ ザードはA2とする。 半かん合状態となる確率

は低い為、発生確率はb とした。

L

①挿入途中で半かん合とならない構造のコネク

タ(ＪＥＶＳ　Ｇ１０５)

②コネクタのかん合を検知しないと充電開始し

ない構造。かん合が不十分な場合には他の異

常で停止する

③コネクタ電磁ロック機能

④使用者がメカニカルロックをリリースしないと外

れない構造

⑤充電中に車を動かすことは出来ない

⑥充電シーケンスエラーにより充電停止

⑦制御回路異常により装置停止

A2 2 a

コネクタがかん合し、全ての信号線が正しく接続さ れない

と、充電が開始しない構造。 半かん合状態で充電が開始

される可能性は低い。 充電シーケンスにより充電開始する

と充電コネクタ はロックされる。また、充電電圧がある場

合、ロック は解除されない。 充電許可信号を監視し、抜

けた場合は、直ちに停 止するよう二重保護がされている。

充電中、コネクタの電磁ロックが故障しても人がレ バー操

作をしない限りは、外れることはない 充電中に外れることは

まず無いと考えられる 各種対策により発生確率はaとなる

○ N 106

108

充電コ

ネク タ

電圧がかかった状 態

でコネクタが外 れてス

パークが発 生。装置

損傷す る。 (外力/

装置焼損)
A2 2 b

電流が流れている状態で外れた場合、スパークが 発

生する。 可燃性ガス等が無く延焼の可能性は無いた

め、ハ ザードはA2とする。 コネクタが外れる程の外力

が加わる確率は低い 為、発生確率はbとした。

L

①コネクタの電磁ロック機構

②コネクタロックアクチュエータの断線検知

③使用者がメカニカルロックをリリースしないと外

れない構造

④充電シーケンスエラーにより充電停止

⑤制御回路異常により装置停止 A2 2 a

コネクタの電磁ロック機構により通電中は引き抜け ない構

造。 電磁ロックのアクチュエータの断線検知機能を設 け、

アクチュエータ故障時には充電をしない構造。 充電中、コ

ネクタの電磁ロックが故障しても人がレ バー操作をしない限

りは、外れることはない 充電許可信号を監視し、抜けた場

合は、直ちに停 止するよう二重保護がされている。 上記

対策により充電中にコネクタが脱落する確率 は低くaとす

る。

○ N 107

109

充電コ

ネク タ

電圧がかかった状 態

でコネクタが外 れてス

パークが発 生。火傷

を負う。 (電磁ロック

故障/ 火傷)
B 1 b

電流が流れている状態で外れた場合スパークが 発

生、やけどの可能性がある。 電磁ロックが故障・磨耗

等で動作しない場合やコ ネクタ部のLSが故障した場

合にコネクタが外れる 可能性がある。 機械的故障、

人為的な要因によるものである為可 能性は低い
M

①電磁ロックが故障した場合、ロック異常を検

知して電源を遮断する。

②使用者がメカニカルロックをリリースしないと外

れない構造

③充電シーケンスエラーにより充電停止

④制御回路異常により装置停止
B 1 a

充電許可信号を監視し、抜けた場合は、直ちに停 止する

よう二重保護がされている。 充電中、コネクタの電磁ロック

が故障しても人がレ バー操作をしない限りは、外れることは

ない。 各種対策により発生確率はaとなる

○ L 108

110

充電コ

ネク タ

電圧がかかった状 態

でコネクタが外 れてス

パークが発 生。装置

損傷す る。(原因特

定せず

/装置焼損) A2 2 b

電流が流れている状態で外れた場合、スパーク発 生

する。 ＥＶ側コネクタ内での発生事象であり、スパー

クが 外まで出てくることは無く、可燃性ガス等も無いた

め延焼の可能性は無い。 継続すると装置焼損の可

能性がある。
L

①充電コネクタは難燃材を使用

②コネクタ未接続時は出力を遮断するシーケン

ス

③コネクタ電磁ロック機能

④使用者がメカニカルロックをリリースしないと外

れない構造

⑤充電シーケンスエラーにより充電停止

⑥制御回路異常により装置停止

A2 2 a

充電許可信号を監視し、抜けた場合は、直ちに停 止する

よう二重保護がされている。 充電中、コネクタの電磁ロック

が故障しても人がレ バー操作をしない限りは、外れることは

ない 絶縁材使用、および各種安全対策により発生確率

aとなる。
N 109

111

充電コ

ネク タ

充電コネクタの電 磁

ロックが故障し てケー

ブルが外れ る (電磁

ロック故障/ 装置焼

損)
A2 2 b

充電中に電流が流れている状態でケーブルが外 れた

場合、スパークが発生する。 ＥＶ側コネクタ内での発

生事象であり、スパークが 外まで出てくることは無い

が、継続すると装置焼損 の可能性がある。 L

①使用者がメカニカルロックをリリースしないと外

れない構造

②充電シーケンスエラーにより充電停止

③制御回路異常により装置停止 A2 2 a

充電中、コネクタの電磁ロックが故障しても人がレ バー操

作をしない限りは、外れることはない。 充電許可信号を監

視し、抜けた場合は、直ちに停 止するよう二重保護がされ

ている。 上記対策により発生確率はaとなる N 110

112

充電コ

ネク タ

コネクタ内部への 異

物混入で短絡

A1 1 b

悪戯などでコネクタ端子間に異物が混入、短絡電 流

により過熱し、延焼する可能性がある為ハザー ドは

A1とする。 異物混入の可能性を考慮して発生確率

はbとす る。

M

【ハザードの除去】

①ヒューズ。ヒューズ断を検知し出力を遮断。

②充電器が過電流を検出して電源遮断する。

③地絡検知により装置停止

④制御回路異常により装置停止

【ハザードの予防】

①充電開始前の絶縁・短絡診断

②異物混入により短絡しにくいコネクタ電極構

造

③コネクタ未接続時は出力遮断の構造

④充電シーケンスエラーにより充電停止

A1 1 a

コネクタの主回路間が短絡した場合の異常電流は ヒュー

ズにより遮断される。 充電開始前の出力線の絶縁確認の

実施と、異物 混入により短絡しにくいコネクタ端子構造

（ ガードつ き）  コネクタ内部の異物混入で地絡または短

絡を検知 すると充電シーケンスにより充電開始しない。 充

電許可信号を監視し、抜けた場合は、直ちに停 止するよ

う二重保護がされている。 コネクタ未接続状態では、電流

が流れない構造の ため装置損傷に至ることはない。 充電

開始前には自動的に充電回路の自己診断を 行い、短

絡・地絡などの異常を検出した場合、充電 動作しないた

め装置損傷に至ることはない。 以上より発生確率は低くa

とする。

○ L 111

113

充電コ

ネク タ

コネクタ部への異 物

混入で端子が 開放

A4 4 b

コネクタ部への異物混入で端子が開放し、システ ム

がストップする。火災の危険はない 偶発的なものであ

り可能性は低い

N

[①コネクタ開放により運転開始できない] [②

地絡検知により装置停止] [③制御回路異常

により装置停止] [④充電シーケンスエラーによ

り充電停止]

［ ⑤充電開始前の自己診断の実施］
A4 4 b

コネクタ開放により動作しないため、火災は発生せ ず。 コ

ネクタ内部の異物混入で地絡または、短絡を検 知すると

充電シーケンスにより充電開始しない。そ の他、充電許可

信号を監視し、抜けた場合は、直 ちに停止するよう二重

保護がされている。 充電開始前には自動的に充電回路

の自己診断を 行い、短絡・地絡などの異常を検出した場

合、充電 動作しないため装置損傷に至ることはない。 発

生確率は変わらずbとする。

○ N 112

114

充電コ

ネク タ

外力により破損、 短

絡が発生、火災 が発

生する。

A1 1 b

偶発的な外力によりコネクタが破損した結果、短絡

電流により過熱し延焼する可能性がある為ハザー ド

はA1とする。 経時劣化などによる破損は定期点検に

より防止で きるが、偶発的に外力（ 車両に踏まれる

等） が加わ る可能性を考慮して、発生確率はbとす

る。 M

【ハザードの除去】

①ヒューズ

②過電流検知により短絡電流を遮断する

③地絡検知により装置停止

④制御回路異常により装置停止

【ハザードの予防】

①充電開始前の絶縁（ 短絡） 確認

②コネクタ強度の確保

③コネクタ未接続時は出力遮断の構造

④充電シーケンスエラーにより充電停止

A1 1 a

コネクタの主回路が短絡した場合の異常電流は ヒューズに

より遮断される。 充電開始前の出力線の絶縁確認を実

施する。 コネクタは十分な強度が確保されている。 コネクタ

未接続状態では、電流が流れない構造の ため火災に至

ることはない。 充電開始前には自動的に充電回路の自己

診断を 行い、短絡・地絡などの異常を検出した場合、充

電 動作しないため火災に至ることはない。 外力によるコネ

クタ破損した場合でも地絡検知によ り装置停止する。 充

電シーケンスが確立されないと充電開始しない ため焼損し

ない。 以上により発生確率は低くaとする。

○ L 113

115

充電コ

ネク タ

機器損傷により漏 電

が発生し、感電 す

る。

B 1 b

外力等が原因で機器損傷し、漏電が発生し、感電

する可能性がある為、ハザードはBとする。 経時劣化

などによる故障は定期点検により防止で きるが、偶

発的に外力（ 車両に踏まれる等） が加わ る可能性

を考慮して、発生確率はbとする。
M

①絶縁トランスによる出力部非接地回路

②地絡検知回路

③充電開始前の絶縁（ 地絡） 確認

④コネクタ強度の確保 B 1 a

出力回路は非接地回路であり、地絡故障と接触事 故の

二重故障とならない限り感電には至らない。 地絡故障は

発生時に地絡検知回路で検出可能。 充電開始前に地

絡確認の実施。 落下等で破損しないコネクタ強度の確

保。 上記対策により感電に至る確率は低く発生確率は a

とする。

L 114

9
81
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116

充電コ

ネク タ

機器損傷により接 続

異常が発生す る。

A4 4 b

接続異常時には運転状態へ移行できないため運 転

が異常停止する 充電コネクタは消耗品としており、定

期交換してい る場合としていない場合で確率は異な

る。

N

[①コネクタ開放により運転開始できない] [②

コネクタ未接続時は出力遮断の構造] [③充

電開始前の自己診断の実施] [④地絡検知

により装置停止] [⑤制御回路異常により装

置停止] [⑥充電シーケンスエラーにより充電

停止]
A4 4 b

コネクタ開放により動作しないため、火災は発生せ ず。 コ

ネクタ未接続状態では、電流が流れない構造で ある。 充

電開始前には自動的に充電回路の自己診断を 行い、短

絡・地絡などの異常を検出した場合、充電 動作しない。

充電シーケンスにより接続異常が発生した場合は 充電開

始しない。 充電開始すると充電コネクタは、ロックされる。ま

た、充電電圧がある場合、ロックは、解除されな

い。 発生確率は変わらずbとする。

N 115

117

充電コ

ネク タ

機器損傷により接 続

異常が発生し、 感電

する。

B 1 a

何らかの原因で機器損傷により接続異常が発生し

感電する可能性がある。充電コネクタの破損により

感電することが考えられる。

「発火はしない」 外力などでコネクタ損傷の可能性は

低い

L

①地絡検出回路の使用

②充電開始前の自己診断の実施

③コネクタ未接続時は出力遮断の構造

④制御回路異常により装置停止

⑤充電シーケンスエラーにより充電停止

B 1 a

地絡検出回路使用の対策を施した結果、感電する 前に

漏電遮断器で保護できる可能性がある。 コネクタ未接続

状態では、電流が流れない構造の ため感電に至ることは

ない。 充電開始前には自動的に充電回路の自己診断を

行い、短絡・地絡などの異常を検出した場合、充電 動作

しないため感電に至ることはない。 充電シーケンスにより接

続異常が発生した場合は 充電開始しない。 充電開始す

ると充電コネクタは、ロックされる。ま た、充電電圧がある場

合、ロックは解除されない。 充電許可信号を監視し、抜け

た場合は、直ちに停 止するよう二重保護がされている。

上記により発生確率は低くaとする。

L 116

118

充電コ

ネク タ

振動、組付不良に よ

り短絡し火災が 発生

する。

A1 1 b

部品が脱落して短絡電流が流れ、過熱して延焼す

る可能性がある為ハザードはA1とする。 初期不良は

出荷検査により防止し、経時劣化など による故障は

定期点検により防止するが、落下な どにより振動・衝

撃で故障が起こる確率を考慮して 発生確率はbとす

る。

M

【ハザードの除去】

①ヒューズ

②過電流を検出して電源遮断する。

③地絡検知により装置停止

④制御回路異常により装置停止

【ハザードの予防】

①充電開始前の絶縁（ 短絡） 確認

②コネクタ未接続時は出力遮断の構造

③充電シーケンスエラーにより充電停止

A1 1 a

コネクタの主回路が短絡した場合の異常電流は ヒューズに

より遮断される。 充電開始前の出力線の絶縁確認を実

施する。 短絡診断にて動作停止する対策を施した結果、

出 力短絡によりケーブルから発火しない。 コネクタ未接続

状態では、電流が流れない構造の ため火災に至ることは

ない。 充電開始前には自動的に充電回路の自己診断を

行い、短絡・地絡などの異常を検出した場合、充電 動作

しないため火災に至ることはない。 コネクタ短絡した場合、

地絡検知により装置停止す る。 充電シーケンスが確立さ

れないと充電開始しない ため焼損しない。 以上により発

生確率は低くaとする。

L 117

119

充電コ

ネク タ

振動、組付不良に よ

り短絡、地絡し 感電

が発生する。

B 1 b

部品が脱落して漏電・地絡が起こり感電する可能

性がある為ハザードはBとする。 初期不良は出荷検

査により防止し、経時劣化など による故障は定期点

検により防止するが、落下な どにより振動・衝撃で故

障が起こる確率を考慮して 発生確率はbとする。

M

①絶縁トランスによる出力部非接地回路

②トランス二次側の地絡検知回路

③充電開始前の絶縁（ 地絡） 確認

④過電流を検出して電源遮断する。

⑤ヒューズ。ヒューズ溶断を検知し電源遮断。

⑥コネクタ未接続時は出力遮断の構造

⑦制御回路異常により装置停止

⑧充電シーケンスエラーにより充電停止 B 1 a

出力回路は非接地回路であり、地絡故障と接触事 故の

二重故障とならない限り感電には至らない。 地絡故障は

発生時に地絡検知回路で検出可能。 充電開始前には

自動的に充電回路の自己診断を 行い、短絡・地絡など

の異常を検出した場合、充電 動作しないため感電に至る

ことはない。 地絡検出回路使用の対策を施した結果、感

電する 前に漏電遮断器で保護できる可能性がある。 コネ

クタ未接続状態では、電流が流れない構造の ため感電に

至ることはない。 充電シーケンスにより接続異常が発生し

た場合は 充電開始しない。 充電開始すると充電コネクタ

はロックされる。充電 電圧がある場合、ロックは解除されな

い。 充電許可信号を監視し、抜けた場合は、直ちに停 止

するよう二重保護がされている。 以上により発生確率は低

くaとする

L

大容量化に伴って被害の大きさや

発生度合いに変化があるものの、

評価分類を一段階上げるほどでは

ない

118

120

充電コ

ネク タ

端子部の接触抵 抗

増加により過熱 し火

災発生

A1 1 b

コネクタの差し込み不良、端子部劣化で接触抵抗

が増加し、過熱して延焼する可能性がある為ハ ザー

ドはA1とする。 定期点検、定期交換の実施と差し

込み不良の為 発生する可能性を考慮して、発生確

率はbとする。 M

【ハザードの除去】

①制御回路異常により装置停止

②過温度保護機能

【ハザードの予防】

①コネクタハウジングに難燃性絶縁材料を採用

②配線は難燃性ケーブルを使用

③充電シーケンスエラーにより充電停止

A3 3 a

コネクタハウジングに難燃性絶縁材料の採用して いる。

（ 断続的な振動等で、常時接触不良が発生 する様なレ

アケース以外は異常過熱に至らない） 。 難燃性ケーブル

使用の対策を施した結果、内部配 線は発火しない。 充

電シーケンスにより接続異常が発生した場合は 充電開始

しない。 充電開始後は、電圧差異が生じると充電停止す

る。

以上により発生確率は低くaとする。

N

大容量化に伴って被害の大きさや

発生度合いに変化があるものの、

評価分類を一段階上げるほどでは

ない

119

121

充電コ

ネク タ

大雨により浸水 し、

漏電する。

B 1 c

コネクタは防水性能(IPX4相当)を有するが、大雨な

どの暴噴流により水が浸入し漏電が発生、感電に 到

る可能性がある。 絶縁不良にて装置停止する機能

があればa評価に 出来る。

H

①充電開始前の絶縁診断

②漏電検出器が検知して電源を遮断(充電

中)

③地絡検知により装置停止

④制御回路異常により装置停止

⑤充電シーケンスエラーにより充電停止

⑥コネクタ未接続時は出力遮断の構造
B 1 a

コネクタ部への水混入で地絡検知により装置停止 する。

地絡検出回路使用の対策を施した結果、漏電遮 断器で

保護できる可能性がある。 充電開始前には自動的に充

電回路の自己診断を 行い、短絡・地絡などの異常を検出

した場合、充電 動作しないため感電に至ることはない。 充

電シーケンスにより充電開始すると充電コネクタ は、ロックさ

れる。また、充電電圧がある場合、ロッ クは、解除されな

い。 コネクタ未接続状態では、電流が流れない構造の た

め感電に至ることはない。 以上により発生確率は低くaとす

る。

L 120

122

充電コ

ネク タ

絶縁劣化による漏 電

で、感電する

B 1 a

経年劣化による充電コネクタの劣化や、充電コネ クタ

の破損で感電する可能性がある。 非接地回路のた

め地絡では感電しない。両極とも の絶縁破壊が発

生し短絡した場合でさらにヒュー ズが切れる前に触れ

た場合となり、確率は低いも のとした。

L

①地絡検知により装置停止

②充電開始前の自己診断の実施

③制御回路異常により装置停止

④充電シーケンスエラーにより充電停止

B 1 a

充電コネクタの劣化により地絡、または、短絡した 場合は、

地絡検知により装置停止する。 充電シーケンスにより充電

開始すると充電コネクタ は、ロックされる。また、充電電圧

がある場合、ロッ クは、解除されない。 地絡検出回路使

用の対策を施した結果、漏電遮 断器で保護できる可能

性がある。 充電開始前には自動的に充電回路の自己診

断を 行い、絶縁不良などの異常を検出した場合、充電

動作しないため感電に至ることはない。 地絡継電機能に

て遮断される。 以上により発生確率は低くaとする。

L 121

123

充電コ

ネク タ

絶縁劣化により漏 電

し、装置焼損す る。

A3 3 a

10年未満に発生する確率は低い。 漏電がアーク放

電に移行すると発煙発火する可能 性があるが　火

災が発生するとは想定されない。 自己消火する。

N

①地絡検出回路の使用

②ヒューズの使用

③配線は難燃性ケーブルを使用

④漏電遮断器による装置停止

⑤充電開始前の自己診断の実施

A3 3 a

地絡検出回路、ヒューズ、難燃性ケーブル使用の 対策を

施した結果、想定されていた漏電による発煙発火のハザー

ドは漏電、過電流を遮断する理由 から充電器設備内故

障となる。 充電コネクタの絶縁劣化により地絡、または、短

絡 した場合は、地絡検知により装置停止する。また、 漏

電遮断器による装置停止する。 充電開始前には自動的

に充電回路の自己診断を 行い、絶縁不良などの異常を

検出した場合、充電 動作しないため発煙発火に至ること

はない。 以上により発生確率は低くaとする。

N

大容量化に伴って被害の大きさや

発生度合いに変化があるものの、

評価分類を一段階上げるほどでは

ない

122

124

充電コ

ネク タ

～EV

トラッキング

A1 1 b

コネクタ端子間でトラッキングが発生し、過熱して 延

焼する可能性がある為ハザードはA1とする。 トラッキ

ングの発生確率を考慮して発生確率はbと する。

M

【ハザードの除去】

①地絡検知により装置停止

②制御回路異常により装置停止

③過温度保護機能

【ハザードの予防】

①コネクタ挿抜時に、端子ハウジング部のホコリ

が取り除かれる構造

②コネクタハウジングに難燃性絶縁材料を採用

③充電前の絶縁・短絡診断

④コネクタは、充電中のみ接続の運用

⑤充電シーケンスエラーにより充電停止

A3 3 a

端子ハウジング部の防水用パッキンにより、コネク タの挿抜

時にホコリが取り除かれる構造となってい る為、トラッキング

に至る可能性は低い。 コネクタハウジングに難燃性絶縁材

料を採用して いる為、火災には到らない。 短絡診断にて

動作停止する対策を施した結果、短 絡電流によるケーブ

ル発火しない。 コネクタは、充電中のわずかな時間のみＥ

Ｖに接 続し充電完了後にはコネクタ接続を外す運用で、

埃などによるトラッキングの発生には至らない。ま た毎回、コ

ネクタを抜き差しするため埃が溜まらな い。 充電シーケンス

により接続異常が発生した場合は 充電開始しない。 充

電開始後は、電圧差異が生じると充電停止す る。

以上により発生確率は低くaとする

N

【ハザードの除去】

③過温度保護機能

【参考】 該当規格

CHAdeMO 標準仕様書Ver.1.2

7.4.
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125

充電コ

ネク タ

～EV

充電器内外の火 災

A1 1 b

充電ケーブルの取り回しよる損傷が原因で短絡が 発

生し外部のケーブルから火災の可能性がある。 異物

混入、偶発的故障であり可能性低い。

M

【ハザードの除去】

①ヒューズ。ヒューズ溶断にて電源を遮断

②充電器が過電流を検出して電源遮断する。

③地絡検知により装置停止

④制御回路異常により装置停止

【ハザードの予防】

①配線は難燃性ケーブルを使用

②充電開始前の自己診断の実施

③充電シーケンスエラーにより充電停止

A1 1 a

充電ケーブルの損傷で地絡または、短絡した場合 は、地

絡検知による装置停止する。 制御回路異常及び充電

シーケンスエラーにより充 電開始しない。 充電許可信号を

監視し、抜けた場合は、直ちに停 止するよう二重保護がさ

れている。 充電開始前には自動的に充電回路の自己診

断を 行い、短絡・地絡などの異常を検出した場合、充電

動作しないため火災に至ることはない。 ヒューズ、難燃性

ケーブル使用の対策を施した結 果、短絡電流による充電

器内部火災のハザードは 充電器設備内故障となる。 以

上により発生確率は低くaとする

○ L

大容量化に伴って被害の大きさや

発生度合いに変化があるものの、

評価分類を一段階上げるほどでは

ない

124

126

充電コ

ネク タ

～EV

充電動作不可

A4 4 b

充電ケーブルの取り回しによる損傷が原因でコネ クタ

端子が開放し、システムがストップする。（ 火災 の危

険は無い）

偶発的故障であり可能性低い。

N

[①コネクタ開放により運転開始できない] [②

充電開始前の自己診断の実施］  [③地絡検

知により装置停止] [④制御回路異常により

装置停止] [⑤充電シーケンスエラーにより充

電停止]
A4 4 a

コネクタ開放により動作しないため、火災は発生せ ず。 充

電開始前には自動的に充電回路の自己診断を 行い、短

絡・地絡などの異常を検出した場合、充電 動作しない。

充電ケーブルの損傷で地絡または、短絡した場合 は、地

絡検知による装置停止する。 制御回路異常及び充電

シーケンスエラーにより充 電開始しない。 充電許可信号を

監視し、抜けた場合は、直ちに停 止するよう二重保護がさ

れている。 以上により発生確率は低くaとする。

○ N 125

127

充電コ

ネク タ

～EV

雨により浸水し、 漏

電・感電する。

B 1 b

大雨、シール部のゴム劣化等でコネクタ内部に浸 水

し、漏電、感電の可能性あり。 非接地回路でヒュー

ズによる短絡保護があること や、ゴム劣化の可能を考

慮すると発生する可能性 は低い。

M

①地絡検知により装置停止

②充電開始前の自己診断の実施

③漏電遮断器の使用

④使用者が容易に導電部に接触できない構

造

⑤コネクタ未接続時は出力遮断の構造

⑥制御回路異常により装置停止

⑦充電シーケンスエラーにより充電停止
B 1 a

コネクタ部の浸水により地絡検知により装置停止 する。

充電開始前には自動的に充電回路の自己診断を 行い、

短絡・地絡などの異常を検出した場合、充電 動作しない

ため感電に至ることはない。 浸水による感電のハザードは

感電する前に漏電遮 断器で保護できる可能性がある。

コネクタ未接続状態では、電流が流れない構造の ため感

電に至ることはない。 充電シーケンスにより充電開始すると

充電コネクタ はロックされる。また、充電電圧がある場合、

ロック は解除されない。 充電許可信号を監視し抜けた場

合は、直ちに停止 するよう二重保護がされている。 各種

感電、漏電対策により発生確率は低い。 以上により発生

確率は低くaとする。

L 126

128

充電コ

ネク タ

～EV

落下によるコネクタ破

損・変形で充電ができ

ない

A4 4 ｃ

充電ケーブルが太く、重くなることにより、取り回ししにく

くなり、あやまって落下し、コネクタ部分が破損・変形し

て充電ができない可能性がある

N

①コネクタ強度の確保

②取っ手の設置

③充電ケーブル保持構造の変更

④ケーブルキャリアーの取り付け

⑤車両接続部付近での取付

⑥地絡検知により装置停止

⑦充電開始前の自己診断の実施

⑧漏電遮断器の使用

⑨使用者が容易に導電部に接触できない構

造

⑩コネクタ未接続時は出力遮断の構造

⑪制御回路異常により装置停止

⑫充電シーケンスエラーにより充電停止

⑬コネクタ落下試験による安全性の確認

A4 4 b

落下等で破損しないコネクタ強度の確保、取り回し性向上

により落下の確率は低くなり発生確率は aとする。

重量の増加により従来のコネクタ部を持つほかに、ケーブル

部も保持できる、補助器具によって操作性を向上する。

ケーブルの屈曲性の低下の為、車両付近に充電コネクタを

保持できる補助器具を取り付け、操作性を向上する。

 コネクタ未接続状態では、電流が流れない構造であり 充

電開始前には自動的に充電回路の自己診断を 行い、短

絡・地絡などの異常を検出した場合、充電 動作しないた

め発生確率は低くなる。

N

発生度合いｂ⇒ｃ 、それに伴って

リスクM⇒N

安全対策後の評価で、ハザード分

類が「B（ 感電） 」はA4に修正

各委員の記述を集約

新規

129

充電コ

ネク タ

～EV

落下によるコネクタ破

損で感電する

B 1 b

充電ケーブルが太く、重くなることにより、取り回ししにく

くなり、あやまって落下し、コネクタ部分が破損して内

部露出で感電する可能性がある

M

①絶縁トランスによる出力部非接地回路

②地絡検知により装置停止

③充電開始前の絶縁（ 地絡） 確認

④コネクタ強度の確保

⑤取っ手の設置

⑥充電ケーブル保持構造の変更

⑦ケーブルキャリアーの取り付け

⑧漏電遮断器の使用

⑨使用者が容易に導電部に接触できない構

造

⑩コネクタ未接続時は出力遮断の構造

⑪制御回路異常により装置停止

⑫充電シーケンスエラーにより充電停止

B 1 a

出力回路は非接地回路であり、地絡故障と接触事 故の

二重故障とならない限り感電には至らない。 地絡故障は

発生時に地絡検知回路で検出可能。 充電開始前に地

絡確認の実施。 落下等で破損しないコネクタ強度の確

保。 上記対策により感電に至る確率は低く発生確率は a

とする。

コネクタ落下による本体破損においても活電部へのｱｸｾｽは

できない。またコネクタ破損時は車両への接続が出来ない

為、充電が開始しない。

 コネクタ未接続状態では、電流が流れない構造であり 充

電開始前には自動的に充電回路の自己診断を 行い、短

絡・地絡などの異常を検出した場合、充電 動作しないた

発生確率は低くなる。

L

冷却機能付加により充電ケーブル

が太く、重くなることにより新たに生

じる不具合を考慮

各委員の記述を集約

新規

130

機器本

体

車両衝突等の外 部

衝撃で破損し火 災が

発生する。

A2 2 b

車両衝突による変形、内部破損で地絡、短絡、漏

電が発生し、内部焼損の可能性がある為ハザード は

A2とする。 運転ミスはかなり多いが、衝突時に充電

中の確率 は低く、火災に至る可能性は低いため、発

生確率 はbとする。

L

①漏電遮断器

②車両ガード、車止め、衝突防止用の柵を設

置

③ヒューズ

④地絡検知による装置停止

⑤充電時異常停止シーケンス

⑥筐体の強度確保

⑦充電前の絶縁・短絡診断

⑧導電部付近は難燃材を使用

⑨制御回路異常により装置停止

A2 2 a

筐体により外部からの衝撃による内部損傷を防 止。 筐体

内部の地絡、短絡による異常電流は漏電遮 断器やヒュー

ズにて遮断。 変形による一次側の地絡または短絡時には

地絡 電流または過電流を検出し、遮断器をトリップさせ る

ことで、焼損に至ることはない。二次側は、ヒュー ズが溶断

し焼損に至ることはない。また、遮断器で 遮断、ヒューズで

保護する。 車両衝突等の安全対策は、車両ガード用の

ポール の設置及び車止めを設置する。 外観が変形し漏

電した場合は、漏電遮断器および 地絡検知により装置停

止する。内部焼損には至ら ない。 絶縁材使用および各

種安全対策により発生確率 は低い。 柵により衝突防

止、短絡電流を遮断する理由から 発火する可能性は低く

なる。 以上の対策により発生確率はaとする。

N 127

131

機器本

体

車両衝突等の外 部

衝撃で外観不 良が

発生する

C 3 b

外部からの衝撃等の偶発的原因で、変形が発生し

外観不良に至る。 外部からの衝撃等の偶発的原因

の為、可能性低 い。

L

①車両ガード、車止め、衝突防止用の柵を設

　 置

C 3 b

柵により衝突を防止するため発生する可能性は低 くなる。

車両衝突等の安全対策は、車両ガード用のポール の設

置及び車止めを設置する。外観が変形するだ けなら検出

する機能はない。 対策実施により発生確率は変わらずbと

する。
L 128

132

機器本

体

車両衝突等の外 部

衝撃で変形・破 損し

感電する。

B 1 b

車両衝突等外部からの衝撃で外箱が変形して電 線

の挟まり等で、漏電することが考えられる。 外部から

の衝撃等の偶発的原因の為、可能性は 低い。

M

①漏電遮断器

②車両ガード、車止めによる保護、注意喚起

③充電開始前の自己診断の実施

④地絡検知による装置停止

⑤制御回路異常により装置停止

⑥充電シーケンスエラーにより充電停止
B 1 a

車両衝突等の安全対策は、車両ガード用のポール の設

置及び車止めを設置する。 外観が変形し漏電した場合

は、漏電遮断器および 地絡検知により装置停止する。

感電する前に漏電遮断器で保護できる可能性が ある。

変形による一次側の地絡時には地絡電流を検出 し遮断

器をトリップさせることで、感電に至ることは ない。 二次側

は、充電開始前に充電回路の自己診断を 行い地絡を検

出した場合は、遮断器をトリップさせ ることで、感電に至る

ことはない。 車等の衝突の際の破損状況による非常に稀

な事 象と捕らえ発生確率は低い。 以上より発生確率は

低くaとする。

L 129

11
83
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133

機器本

体

外部衝撃で変形、破

損し感電する。

B 1 c

高出力化で筐体が大きくなるので、筐体の剛性が弱

くなり外部衝撃による変形、破損が起こり、感電に至

る。また変形部分から雨水が漏れて漏電、感電する

可能性がある。

H

①漏電遮断器

②車両ガード、車止めによる保護、注意喚起

③充電開始前の自己診断の実施

④地絡検知による装置停止

⑤制御回路異常により装置停止

⑥充電シーケンスエラーにより充電停止

B 1 a

車両衝突等の安全対策は、車両ガード用のポール の設

置及び車止めを設置する。 外観が変形し漏電した場合

は、漏電遮断器および 地絡検知により装置停止する。

感電する前に漏電遮断器で保護できる可能性が ある。

変形による一次側の地絡時には地絡電流を検出 し遮断

器をトリップさせることで、感電に至ることは ない。 二次側

は、充電開始前に充電回路の自己診断を 行い地絡を検

出した場合は、遮断器をトリップさせ ることで、感電に至る

ことはない。 車等の衝突の際の破損状況による非常に稀

な事 象と捕らえ発生確率は低い。 以上より発生確率は

低くaとする。

L

一般的に筐体を大きくすると補強

対策等を考慮した設計で剛性は

強くなると考えられる。

新規

134

機器本

体

車両衝突等の外 部

衝撃で変形し浸 水、

感電する。

B 1 b

外部からの衝撃による変形で水が浸入し、漏電、 感

電に至る。 外部からの衝撃等の偶発的原因で発生

するため 可能性低い。

M

①漏電遮断器

②車両ガード、車止めによる保護

③充電開始前の自己診断の実施

④地絡検知による装置停止

⑤制御回路異常により装置停止

⑥充電シーケンスエラーにより充電停止 B 1 a

車両衝突等の安全対策は、車両ガード用のポール の設

置及び車止めを設置する。 外観が変形し漏電した場合

は、漏電遮断器および 地絡検知により装置停止する。

変形による一次側の地絡時には地絡電流を検出 し遮断

器をトリップさせることで、感電に至ることは ない。 二次側

は、充電開始前に充電回路の自己診断を 行い地絡を検

出した場合は、遮断器をトリップさせ ることで、感電に至る

ことはない。 感電する前に漏電遮断器で保護できる可能

性が ある。

上記により発生確率は低くaとした。

L 130

135

機器本

体

地震による衝撃、 外

部入力で、主回 路

短絡、火災が発 生す

る。

A2 2 a

筐体内部の為外部への延焼の可能性低いのでハ

ザードはA2とする。 倒壊した重量物などによる衝撃が

加わる確率は低 い為、発生確率はaとする。

N

[①漏電遮断器] [②ヒューズ] [③筐体の強

度確保]

[④配線は難燃性ケーブルを使用] [⑤地絡検

知による装置停止] [⑥制御回路異常により

装置停止] [⑦充電シーケンスエラーにより充

電停止]

A2 2 a

筐体により外部からの衝撃による内部損傷を防 止。 筐体

内部の地絡、短絡による異常電流は漏電遮 断器やヒュー

ズにて遮断。 変形による一次側の地絡または短絡時には

地絡 電流または過電流を検出し、遮断器をトリップさせ る

ことで、焼損に至ることはない。 二次側はヒューズが溶断し

焼損に至ることはない。 遮断器、ヒューズ、難燃性ケーブル

使用の対策を 施した結果、充電器設備内故障となる。

衝撃により外観が変形し漏電した場合は、漏電遮 断器お

よび地絡検知により装置停止する。内部焼 損には至らな

い。 以上の対策により発生確率は極めて低い。

N 131

136

機器本

体

さびにより穴あき が発

生し、内部に 水が進

入し漏電、 感電す

る。

B 1 a

筐体内部に水が侵入し、主回路に水が掛かり漏電

が発生、感電の危険がありハザードはBとする。 定期

点検の実施により、穴あきに到るまでの腐食 が発生

する可能性は低い為、発生確率はaとす

る。

L

①漏電遮断器

②防錆鋼板・塗装等の防錆処理

③地絡検知装置

④充電開始前の自己診断の実施

⑤制御回路異常により装置停止

⑥充電シーケンスエラーにより充電停止

⑦管理者による日常点検の実施

B 1 a

トランス一次側は漏電遮断器、二次側は地絡検知 装置

にて漏電・地絡を検出し遮断する。 筐体は防錆鋼板の採

用し塗装されている。 ＳUＳ材や防錆鋼板の採用、防錆

塗装、内部回路 基板の樹脂加工による強化等の対策を

実施してい る。 外観が変形し漏電した場合は、漏電遮

断器および 地絡検知により装置停止する。 感電する前に

漏電遮断器で保護できる可能性が

塗装により錆びの発生・劣化を防いでいる。 水の浸入によ

る漏電対策として、一次側の地絡時 には地絡電流を検

出し遮断器をトリップさせること で、感電に至ることはない。

二次側は、充電開始前に充電回路の自己診断を 行い

地絡を検出した場合は、遮断器をトリップさせ ることで、感

電に至ることはない。 以上より発生確率は極めて低い。

L 132

137

機器本

体

さびによる外観不 良

が発生する。

C 3 c

経年劣化でさびが発生し、外観不良に至る。 設置

環境の状態により発生する。

L

①防錆処理により錆への対策を強化

C 3 b

ＳUＳ材や防錆鋼板の採用、防錆塗装等の対策を 実施

している。

以上により発生確率はbとした。
L 133

138

機器本

体

さびにより筐体変 形

し、感電する。

B 1 a

経年劣化でさびが発生し、充電部との接触による 漏

電が発生し、感電に至る。

L

①漏電遮断器

②筐体への塗装、防錆処理

③地絡検知による装置停止

④制御回路異常により装置停止

⑤充電シーケンスエラーにより充電停止

⑥メーカーによる点検の実施

B 1 a

塗装により錆びの発生・劣化を防いでいる。錆びに よる発

熱、火災に至ることはない。 ＳUＳ材や防錆鋼板の採

用、防錆塗装、内部回路 基板の樹脂加工による強化等

の対策を実施してい る。 外観が変形し漏電した場合は、

漏電遮断器および 地絡検知により装置停止する。 感電

する前に漏電遮断器で保護できる可能性が ある。

以上により発生確率は極めて低い。

L 134

139

機器本

体

放水により内部に 浸

水、漏電、感電 す

る。

B 1 b

外部火災による放水で筐体内部に浸水し、漏電、

感電する可能性がある為ハザードはBとする。 放水を

浴びる可能性を考慮して発生確率はbとす る。

M

①漏電遮断器

②地絡検知装置

③充電開始前の自己診断の実施

④メーカーによる点検の実施

B 1 a

トランス一次側は漏電遮断器、二次側は地絡検知 装置

にて漏電・地絡を検出し遮断する。 衝撃により外観が変

形し漏電した場合は、漏電遮 断器および地絡検知により

装置停止する。漏電事 故には至らない。 漏電、感電対

策により発生確率は低い。 IP44仕様以上での水の浸入

による漏電対策とし て、一次側の地絡時には地絡電流を

検出し遮断器 をトリップさせることで、感電に至ることはな

い。 二次側は、充電開始前に充電回路の自己診断を

行い地絡を検出した場合は、遮断器をトリップさせ ること

で、感電に至ることはない。 外部火災遭遇の可能性はほ

ぼない。 感電する前に漏電遮断器で保護できる可能性が

ある。

以上より発生確率はaとする。

L 135

140

機器本

体

大雨、洪水により 冠

水し、漏電、感 電す

る。

B 1 b

大雨で冠水し内部に水が浸入することを想定。漏 電

の場合、感電の可能性がある為ハザードはBと する。

大雨、洪水による冠水の可能性を考慮して発生確

率はbとする。

M

①漏電遮断器

②地絡検知装置

③充電開始前の自己診断の実施

④GLから200mmは何も入っていない構造

⑤充電シーケンスエラーにより充電停止

⑥メーカーによる点検の実施

B 1 a

トランス一次側は漏電遮断器、二次側は地絡検知 装置

にて漏電・地絡を検出し遮断する。 浸水した場合は、漏

電遮断器および地絡検知によ り装置停止する。 充電

シーケンスにより充電開始すると充電コネクタ は、ロックされ

る。また、充電電圧がある場合、ロッ クは、解除されない。

感電する前に漏電遮断器で保護できる可能性が ある。

IP44仕様以上での水の浸入による漏電対策とし て、一

次側の地絡時には地絡電流を検出し遮断器 をトリップさ

せることで、感電に至ることはない。 二次側は充電開始前

に充電回路の自己診断を行 い地絡を検出した場合は、

遮断器をトリップさせる ことで、感電に至ることはない。 事

案そのものがまれであり入力ブレーカの遮断が 起こるので

発生率は低い。 以上より発生確率は低くaとする。

L 136

141

機器本

体

大雨により浸水 し、

漏電・感電す る。

B 1 b

大雨により浸水し、漏電・感電する可能性がある。

充電器本体部は屋外設置を想定した堅牢な金属

筐体（ Ｉ Ｐ４４)であるため、発生確率bとする。

M

①漏電遮断器

②地絡検出回路

③チャンネルベース（ ２００ｍｍ）

④充電開始前の自己診断の実施

⑤充電シーケンスエラーにより充電停止

B 1 a

漏電、感電対策により発生確率は低い。 浸水した場合

は、漏電遮断器および地絡検知によ り装置停止する。

充電シーケンスにより充電開始すると充電コネクタ は、ロッ

クされる。また、充電電圧がある場合、ロッ クは、解除され

ない。 感電する前に漏電遮断器で保護できる可能性が

ある。 IP44仕様以上での水の浸入による漏電対策とし

て、一次側の地絡時には地絡電流を検出し遮断器 をト

リップさせることで、感電に至ることはない。 二次側は充電

開始前に充電回路の自己診断を行 い地絡を検出した場

合は、遮断器をトリップさせる ことで、感電に至ることはな

い。 以上より発生確率は低くaとする。

L 137

12
84
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142

機器本

体

大雨による浸水に よ

り漏電し火災が 発生

する。

A2 2 c

暴噴流のような雨で浸水の可能性がある。 内部漏

電時は内部配線が焼損する可能性があ る。

M

①漏電遮断器

②地絡検出回路

③ヒューズ

④充電開始前の自己診断の実施

⑤配線は難燃性ケーブルを使用

A2 2 a

遮断器、ヒューズ、難燃性ケーブル使用の対策を 施した結

果、充電器設備内故障となる。 浸水した場合は、漏電遮

断器および地絡検知によ り装置停止する。内部焼損には

至らない。 IP44仕様以上での水の浸入による漏電対策

とし て、一次側の地絡時には地絡電流を検出し遮断器

をトリップさせることで、焼損に至ることはない。 二次側は充

電開始前に充電回路の自己診断を行 い地絡を検出した

場合は遮断器をトリップさせるこ とで焼損に至ることはな

い。 以上より発生確率は低くaとする。

N 138

143

機器本

体

落雷による故障

A2 2 b

落雷により入力部を含む回路に甚大な被害を受け

最悪の場合は、装置焼損、火災に至る可能性もあ

ることから、ハザードはA2とする。 落雷の可能性を考

慮して発生確率はbとする。

L

①ＳＰＤ（ 保安器、避雷器） 、ZNR（ ｻー

ｼ゙ ｱﾌ゙ ｿー ﾊ゙ )等の雷サージ対策

②漏電遮断器

③ヒューズ

④地絡検知装置

A2 2 a

入力部にＳＰＤによる保護回路を取付けている。内 部

損傷した場合は、漏電遮断器により装置停止す る。

ZNRにより避雷対策を図っており、火災に至る可能 性は

低い。 雷サージを想定した設計により、発生確率は低

い。 誘導雷による内部機器損傷に伴い発生する短絡、

地絡、漏電などの異常電流は漏電遮断器、ヒュー ズで遮

断。 トランス絶縁不良は二次側の地絡検知装置で遮

断。

以上より発生確率はaとする。

N 139

144

機器本

体

落雷による感電

B 1 a

トランス二次側回路の活電部（ 充電コネクタ端子）

に触れている状態で、かつ絶縁トランスの絶縁耐 圧

を超えるサージが発生すると感電する可能性が ある

為ハザードはBとする。 活電部に触れる可能性が低

いことと、雷サージを 想定した(耐インパルス)設計によ

り絶縁発生確率 は非常に低いため発生確率はaと

する。 L

①ＳＰＤ（ 保安器、避雷器） 、ZNR（ ｻー

ｼ゙ ｱﾌ゙ ｿー ﾊ゙ )等の雷サージ対策

②漏電遮断器

③充電中は触れないよう表示

④ヒューズ

⑤地絡検知装置
B 1 a

入力部にＳＰＤによる保護回路を取付けている。 内部

損傷した場合は、漏電遮断器により装置が停 止する。 充

電中に落雷した場合は、充電シーケンスにより 充電ロックさ

れ保護されているが、落雷の場合は、 回り込み等を考慮

すると保障されない。 ZNRにより避雷対策を図っており、

感電に至る可能 性は低い。 感電する前に雷サージ対

策、漏電遮断器で保護で きる可能性がある。 誘導雷に

よる内部機器損傷に伴い発生する地絡、 漏電は漏電遮

断器、ヒューズで遮断。 トランス絶縁不良は二次側の地

絡検知装置で遮 断。

以上により発生確率は極めて低い。

L 140

145

機器本

体

活電中の筐体を 開

け、充電部にふ れ感

電する。

B 1 a

主回路の活電部に触れると感電する為ハザードは B

とする。 イタズラ等で筐体部を開ける可能性は低い

為、発 生確率はaとする。

L

①扉開を検知し装置停止

②扉の施錠等、容易に開けられない構造

③保護カバー設置等、容易に活電部に触れら

　 れない構造

④活電部に感電警告シール

B 1 a

活電部に感電警告シールを貼り注意を喚起する。 容易に

活電部に触れられない構造とする。 鍵等で容易に筐体を

開けられない構造とする。 筐体の扉は、通常施錠されてお

り開くことはない。 万一、施錠が解除させており、運転時に

扉を開放 した際にも、扉開放検出スイッチにより、扉開放

を 検知して装置を停止させるため、感電に至ることは な

い。 装置のドア開のアラームにより装置停止する。 保護カ

バー設置の対策を施した結果、故意に電極 に触れても感

電しにくくなる。 以上により発生確率は極めて低い。

○ L 141

146

機器本

体

短絡、漏電などに より

内部発火が発 生す

る。

A2 2 b

筐体内部の可燃性構造物（ 可燃性プラスチック、

木材） に引火する。 金属製筐体のため外部火災に

よる延焼の可能性 は低い。

L

①漏電遮断器

②地絡検出回路

③配線、導電部付近は難燃材を使用

④ヒューズ

⑤充電時異常停止シーケンス

⑥充電開始前の自己診断の実施

A2 2 a

絶縁材使用、および各種安全対策により発生確率 は低

い。 漏電の場合は、漏電遮断器により装置停止する。 低

電流出力のため二次側短絡による発火は発生 しない。

二次側短絡による漏電、地絡検知等により装置停 止す

る。

充電シーケンスにより充電停止する。 遮断器、ヒューズ、

難燃性ケーブル使用の対策を 施した結果、充電器設備

内故障となる。 一次側の地絡または短絡時には地絡電

流または 過電流を検出し、遮断器をトリップさせることで、

焼 損に至ることはない。 二次側はヒューズが溶断し焼損に

至ることはない。 充電開始前の自己診断を実施している

ため、発生 確率は低い。

以上より発生確率は低くaとする。

N 142

147

機器本

体

内部回路の盤へ の漏

電、感電

B 1 a

保護回路が無いと発生危険性有り。

L

①漏電遮断器

②地絡検出回路

③充電開始前の自己診断の実施

④充電シーケンスエラーにより充電停止

⑤筐体の接地構造

B 1 a

漏電の場合は、漏電遮断器により装置停止する。 低電

流出力のため二次側短絡による発火は発生 しない。 二

次側短絡による漏電、地絡検知等により装置停 止する。

充電シーケンスにより充電停止する。 一次側の地絡時に

は地絡電流を検出し遮断器をト リップさせることで、感電に

至ることはない。 二次側は、充電開始前に充電回路の自

己診断を 行い地絡を検出した場合は、遮断器をトリップさ

せ ることで、感電に至ることはない。 感電する前に漏電遮

断器で保護できる可能性が ある。

以上により発生確率は極めて低い。

L 143

148

機器本

体

装置の転倒

B 1 a

アンカーボルトの緩み、悪戯、地震などの天災によ り

機器が転倒することを想定する。 入力電源が引きず

られ短絡する、短絡時の大電流 で発熱する可能性

有り最悪の場合は、装置焼損に つながる。 出力が

引きずられる場合、地絡する可能性があり 感電の可

能性もある。 また、短絡し、大電流によって加熱、発

煙の可能性 がある。 発生頻度の大小は、かなり小

さいと考えられる。

L

①漏電遮断器

②アンカーボルトによる固定

③ヒューズの使用

④充電前の自己診断の実施

⑤地絡検知による装置停止

⑥制御回路異常により装置停止

⑦充電シーケンスエラーにより充電停止

⑧設備側に漏電遮断器を設置

B 1 a

装置は基礎にアンカーボルトで固定（ 水平振動１．５

Ｇ） されており転倒することはない。万一転倒して短絡、

地絡状態になった場合でも、一次側は漏電遮断器、二次

側は充電前の自己診断、ヒューズにて保護されるため、火

災・感電に至ることはない。

転倒などの衝撃で外観が変形し漏電した場合は、漏電遮

断器および地絡検知により装置停止する。

感電する前に漏電遮断器で保護できる可能性がある。以

上により発生確率は極めて低い。

L 144

149

機器本

体

外部火災により長 時

間高温暴露す る。

A3 3 a

外部火災により長時間高温暴露し内部回路・部品

が損傷する可能性がある。不燃性・難燃性・金属 製

筐体のため発火、延焼の可能性は低い。 外部火災

遭遇の可能性はほぼないと考える。 N

[①配線は難燃性ケーブルを使用]

A3 3 a

難燃性ケーブルを使用したとしても、内部回路過 熱による

破損の可能性は残る。 外部火災により長時間高温暴露

し内部回路・部品 が損傷する保障はなし。 以上により、

発生確率は変わらない。 N

燃焼実験で確認する

145

150

機器本

体

外部火災による放 水

で漏電、火災が 発生

する。

A2 2 a

IP44仕様である。 内部漏電時は内部配線が焼損

する可能性があ る。 二次側(直流回路)は非接地

回路のため地絡では ハザードはない。 二次側短絡

時は充電中でなければ何も起こらず、 充電中は

ヒューズが溶断する。 外部火災の発生および上記状

況に起こる確率は 殆ど想定していない。
N

[①漏電遮断器］  [②地絡検出回路］  [③

ヒューズの使用］  [④配線は難燃性ケーブルを

使用］  [⑤充電開始前の自己診断の実施］

A2 2 a

遮断器、ヒューズ、難燃性ケーブル使用の対策を 施した結

果、充電器設備内故障となる。 衝撃により外観が変形し

漏電した場合は、漏電遮 断器および地絡検知により装置

停止する。内部焼 損には至らない。 IP44仕様以上での

水の浸入による漏電対策とし て、一次側の地絡時には地

絡電流を検出し遮断器 をトリップさせることで、火災に至る

ことはない。 二次側は充電開始前に充電回路の自己診

断を行 い地絡を検出した場合は、遮断器をトリップさせる

ことで、火災に至ることはない。 以上より発生確率は極め

て低い。

N 146

13
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151

機器本

体

パッキン不良によ る水

濡れ短絡、破 壊

A4 4 a

内部で断線して故障するのみ。

N

①漏電遮断器

②地絡検知による装置停止

③ヒューズの使用

④配線は難燃性ケーブルを使用

⑤充電シーケンスエラーにより充電停止

⑥管理者による日常点検の実施
A4 4 a

遮断器、ヒューズ、難燃性ケーブル使用の対策を 施した結

果、充電器設備内故障となる。 水漏れの場所によるが電

源部に浸水した場合は、 漏電遮断器および地絡検知に

より装置停止する。 装置としては、故障する。 万一水の

浸入により内部短絡した場合には、一次 側は、過電流を

検出し遮断器をトリップさせること で焼損に至ることはない。

二次側はヒューズが溶断し焼損に至ることはない。 以上よ

り発生確率は極めて低い。

N 147

152

冷却装

置

（ Ａ

Ｃ）

絶縁劣化により短 絡

A2 2 b

経年劣化により絶縁不良となり短絡が発生する。 短

絡により内部焼損が発生する可能性はあるが、 外部

への延焼は発生しないと考えられる。

８年の耐用年数では、配線劣化は起こりにくいの で

発生確率ｂとする。
L

①ヒューズの使用

②コンバータ部、インバーター部、整流器の過

温度による装置停止

③制御回路異常により装置停止

④ファンの回転検出機能の使用
A2 2 a

冷却装置の絶縁劣化により短絡すると、ヒューズ が切れて

ファンが停止し短絡電流の保護がされ る。 たとえファンが停

止してもファン回転停止検出機能 や過温度により装置停

止する。

発生確率ｂ→ａ。
N 148

153

冷却装

置

（ Ａ

Ｃ）

冷却装置故障によ り

過熱する。

A2 2 c

冷却装置故障により部品(スイッチング素子、トラン

ス等） が発熱することで内部焼損が発生する可能

性はあるが、外部への延焼は発生しないと考えら れ

る。 ファンは有寿命部品で有り、定期的な交換が必

要。 ファン寿命は約３４０００時間であるが耐用

年数内 に発生する可能性があるため発生確率ｃと

した。

M

①コンバータ部、インバーター部、整流器の過

温度による装置停止

②充電器内温度監視機能

③冷却装置を複数台設置

④制御回路異常により装置停止 A2 2 a

ファンが停止しても過温度により装置停止する。 半導体温

度上昇だけでなく装置内の温度上昇を監 視し二重保護

のため発生確率ｃ→ａ。

N 149

154

冷却装

置

（ Ａ

Ｃ）

絶縁劣化により感 電

する。

B 1 b

経年劣化により絶縁不良となり漏電が発生する。 漏

電により装置筐体を触ることで感電の可能性が あ

る。

M

①漏電遮断器による装置停止

B 1 a

冷却装置の絶縁劣化により短絡するとヒューズが 切れて

ファンが停止する。 漏電した場合は、漏電遮断器により装

置停止す る。

発生確率ｂ→ａ。 L 150

155

冷却装

置

（ Ｄ

Ｃ）

絶縁劣化により短 絡

A2 2 b

経年劣化により絶縁不良となり短絡が発生する。 短

絡により内部焼損が発生する可能性はあるが、 外部

への延焼は発生しないと考えられる。

８年の耐用年数では、配線劣化は起こりにくいの で

発生確率ｂとする。
L

①ヒューズの使用

②コンバータ部、インバーター部、整流器の過

温度による装置停止

③制御回路異常により装置停止

④ファンの回転検出機能の使用
A2 2 a

冷却装置の絶縁劣化により短絡すると、ヒューズ が切れて

ファンが停止し短絡電流の保護がされ る。 たとえ、ファンが

停止してもファン回転停止検出機 能や過温度により装置

停止する。 発生確率ｂ→ａ 。 N 151

156

冷却装

置

（ Ｄ

Ｃ）

冷却装置故障によ り

過熱する。

A2 2 c

冷却装置故障により部品(スイッチング素子、トラン

ス等） が発熱することで内部焼損が発生する可能

性はあるが、外部への延焼は発生しないと考えら れ

る。 ファンは有寿命部品で有り、定期的な交換が必

要。 ファン寿命は約３４０００時間であるが耐用

年数内 に発生する可能性があるため発生確率ｃと

した。

M

①コンバータ部、インバーター部、整流器の過

温度による装置停止

②充電器内温度監視機能

③冷却装置を複数台設置

④制御回路異常により装置停止 A2 2 a

ファンが停止しても過温度により装置停止する。 半導体温

度上昇だけでなく装置内の温度上昇を監 視し二重保護

のため発生確率ｃ→ａ。

N 152

157

冷却装

置

（ ファ

ン）

劣化によりファン が故

障及びフィル ター目詰

まりによ り、筐体内部

が過 熱する。 A2 2 b

ファン故障及びフィルター目詰まりによる筐体内部 の

過熱。 筐体内部の為外部への延焼の可能性低い。

故障率としては、時には起こりうる。 但し、フィルターに

ついては、期間内の保守を怠る と故障の可能性が高

い。
L

①コンバータ部、インバーター部、整流器の過

温度による装置停止

②充電器内温度監視機能

③冷却装置を複数台設置

④制御回路異常により装置停止
A2 2 a

ファンが停止しても過温度により装置停止する。 半導体温

度上昇だけでなく装置内の温度上昇を監 視し二重保護

のため発生確率ｂ→ａ。

N 153

158

スイッチ

ン グ素

子

冷却装置故障によ り

素子が過熱す る。

A3 3 b

冷却装置故障（ 故障・寿命により停止） の理由か

ら スイッチング素子が発熱し破損する場合が想定さ

れる。 素子は破損し発煙する可能性があるが、外部

への 延焼は考えられない。 故障・寿命により停止す

るため、発生確率はbとす る。
L

①コンバータ部、インバーター部、整流器の過

温度による装置停止

②充電器内温度監視機能

③半導体フィン温度上昇検出回路

④制御回路異常により装置停止
A3 2 a

ファンが停止しても過温度により装置停止する。 半導体温

度上昇だけでなく装置内の温度上昇を監 視し二重保護

のため発生確率ｂ→ａ。

N 154

159

操作ボ

タン

ユーザによる操作 が

不能となる。

C 3 b

直接火災、感電には繋がらないのでC。 制御回路短

絡などで接点溶着の可能性がある が、定期点検で

経年劣化による故障は未然に防 止できる為発生確

率はｂとする。
L

①非常停止ボタン

②制御回路異常により装置停止

③充電シーケンスエラーにより充電停止

④コネクタ勘合とロック状態でないと充電が開

始しない構造

⑤操作ボタン故障により運転開始しない

⑥設備側に漏電遮断器を設置

C 3 a

充電停止ボタン故障によりユーザが操作不能と なっても非

常停止により充電停止は可能。 充電開始ボタン故障によ

りコネクタ未かん合状態 で充電開始ボタンがONとなって

も、コネクタ端子に は電圧が掛からない構造のため安全は

確保され る。

制御回路異常を検知すれば装置停止となる。 充電シー

ケンス異常の場合は充電停止となる。以上より発生確率

をaとする。

N 155

160

非常停

止 ボタ

ン

接点溶着により緊 急

時に非常停止 不能

C 3 b

直接火災、感電には繋がらないのでハザードはC とす

る。 制御回路短絡などで接点溶着の可能性がある

が、定期点検で経年劣化による故障は未然に防 止

できる為発生確率はｂとする。
L

①接点の二重化

②接点溶着自己診断（ 安全リレー採用）

③漏電遮断器による装置停止

④制御回路異常による装置停止

⑤充電シーケンスエラーにより充電停止

⑥非常停止ボタン故障により運転停止しない

C 3 a

回路二重化により単一故障で非常停止回路が機 能不

全にならない構造。 非常停止ボタンの接点溶着は自己診

断により検 出。(安全リレー採用）  非常ボタンは漏電遮

断器を動作させて装置停止さ せる。遮断しない場合も制

御回路異常として充電 停止する。 非常停止ボタン故障

により停止しないが、停止ボタ ンでの停止は可能である 以

上より発生確率はaとする。

N 156

161

安全リ

レー

振動、端子ねじ緩 み

により断線・短 絡し機

能不全が起 こる。

C 3 a

直接火災には至らないのでハザードはCとする。 自己

診断機能により異常検出されるため発生確率 はaと

する。

N

[①自己診断機能] [②漏電遮断器による装

置停止] [③制御回路異常による装置停止]

[④充電シーケンスエラーにより充電停止]

C 3 a

自己診断機能により故障検出可能。 以上より発生確率

は極めて低い。

N 157

162

盤外一

次 側

配線

充電器外部で発 火

A1 1 a

経年劣化や、外力によりケーブルが損傷し、短絡、 ス

パークが発生し火災となることが想定される。 盤の近

傍に可燃物があると延焼の可能性がある。 損傷、ス

パーク、可燃物の存在の三条件揃う確率 は極小。 L

【ハザードの除去】

①配電盤側の漏電遮断器による停止

【ハザードの予防】

①配線は難燃性ケーブルを使用 A1 1 a

上位系（ 配電盤側） の遮断器にて過電流を検出し、 遮

断器をトリップさせることで装置への過電流入力 を防止す

るため、発火に至ることはない。

L 158

163

盤外一

次 側

配線

感電

B 1 a

経年劣化や、外力によりケーブルが損傷し、漏電 す

る可能性がある。漏電により感電することが考え られ

る。

一次側配線に触れる確率は極めて低い。 L

①配電盤側の漏電遮断器による停止

B 1 a

地絡・漏電の異常電流は配電設備側の漏電遮断 器で

遮断する為、発生確率は極めて低い。

L 159

164

盤外一

次 側

配線

充電動作不可

（ ハザードに該当

しない）

C 3 a

一次側の配線間違いで電力供給できないなど。

N

[①電力供給不能のため運転開始しない]

[②配電側の漏電遮断器による装置停止]

[③相回転異常による装置起動停止]

C 3 a

入力電源の配線を間違えた場合は、漏電遮断器 により

装置停止する。 配線を間違った場合はアラーム検知して

装置が起 動しない。

N 160

14
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165

盤外一

次 側

配線

充電器内部で発 火

A2 2 a

欠相状態にて商用電力が供給されると内部配線 の

過熱の可能性がある。 試運転時に発見可能であ

り、実運転時に起きる可 能性は極めて低い。

N

[①配線は難燃性ケーブルを使用] [②配電盤

側にも遮断器使用] [③入力電圧（ 過電圧、

不足電圧） の監視] [④相回転異常による装

置起動停止] A2 2 a

入力電源の配線を間違えた場合は、漏電遮断器 による

装置停止する。 配線を間違った場合はアラーム検知して

装置が起 動しない。 各相の入力電圧を監視し、入力電

圧が規定範囲を 逸脱（ 過電圧、不足電圧） した場合、

装置を停止さ せることで発火することはない。
N 161

166

盤内配

線

（ 交直

共）

感電

B 1 a

筐体接地不良の状態で、筐体に漏電すると感電の

危険がある。 盤内配線は、外部配線に比べて損傷

の可能性、 劣化の速度が遅い。 配線ミスによる筐

体への短絡またはアース不良は 試運転時に発見可

能。

操業時発生確率極小。
L

①漏電遮断器による装置停止

②地絡検知による装置停止

③充電シーケンスエラーにより充電停止

B 1 a

固定配線の充電器の場合、充電器配線工事時の 接地

線の接続確認実施。 配線不良による筐体への漏電・地

絡は漏電遮断器

（ トランス一次側） と地絡検出装置（ トランス二次側 非

接地回路） で検出し遮断する。

（ 固定配線でない場合等で接地線の接続が確実で ない

場合は接地線断線検出器を設ける）  充電シーケンスに

より充電停止する。上記により発生確率は極めて低い。

L 162

167

盤内配

線

（ 交直

共）

充電器内部で発 火

A2 2 a

板金のエッジがケーブルに長期間当たっているな どで

導電性物質が絶縁被覆を破り、芯線に接触す ると

短絡が発生し、最悪の場合は発火する。 充電器本

体部は堅牢な金属筐体のため、外部へ の延焼は考

えられない。 過電流により内部焼損が発生する可能

性もある が、被覆は自己消火する。 発生の確率は

ブレーカー異常と複合して発生した 場合であり、確率

は極小。

N

[①漏電遮断器の使用] [②地絡検出回路の

使用] [③ヒューズの使用] [④配線は難燃性

ケーブルを使用]

A2 2 a

交流配線側での短絡時には、短絡電流を検出し、 遮断

器（ 主回路用または制御用） をトリップさせるこ とで、発

火に至ることはない。 直流配電側での短絡時には、短絡

電流により ヒューズが溶断することで、発火に至ることはな

い。 難燃性ケーブルの使用により短絡電流によるケー ブル

からの発火の可能性は低減される。

N 163

168

盤外出

力 ケー

ブル

（ ＥＶ

充電）

感電

B 1 b

経年劣化や、外力によりケーブルが損傷し、漏電 す

る可能性がある。漏電により感電することが考え られ

る。雨水があると更に可能性が高まる。 ケーブルは消

耗品として点検、交換するという前提 の場合、発生

確率は低い。
M

①出力回路の地絡検知装置

②充電開始前の絶縁(地絡・漏電)確認

B 1 a

非接地回路のため地絡では感電に至ることはな い。 出力

ケーブルの絶縁低下による直流地絡・地絡電 流を検知

し、遮断器をトリップさせることで、感電に 至ることはない。

充電開始前には自動的に充電回路の自己診断を 行い、

短絡・地絡などの異常を検出した場合、充電 動作しない

ため感電に至ることはない。

L 164

169

盤外出

力 ケー

ブル

（ ＥＶ

充電）

感電

B 1 b

液冷ケーブルが経年劣化や、外力により損傷し、液

が漏れるなどして漏電する可能性がある。漏電により

感電することが考えられる。

M

①冷却液の流量検知機能

②充電開始前の絶縁(地絡・漏電)確認・自

己診断実施

③地絡検知による装置停止

④漏電遮断器による装置停止

④GLから200mmは何も入っていない構造

⑤充電シーケンスエラーにより充電停止

B 1 a

トランス一次側は漏電遮断器、二次側は地絡検知 装置

にて漏電・地絡を検出し遮断する。 浸水した場合は、漏

電遮断器および地絡検知によ り装置停止する。 充電

シーケンスにより充電開始すると充電コネクタ は、ロックされ

る。また、充電電圧がある場合、ロッ クは、解除されない。

感電する前に漏電遮断器で保護できる可能性が ある。

IP44仕様以上での水の浸入による漏電対策とし て、一

次側の地絡時には地絡電流を検出し遮断器 をトリップさ

せることで、感電に至ることはない。 二次側は充電開始前

に充電回路の自己診断を行 い地絡を検出した場合は、

遮断器をトリップさせる ことで、感電に至ることはない。 事

案そのものがまれであり入力ブレーカの遮断が 起こるので

発生率は低い。 以上より発生確率は低くaとする。

L

液冷仕様のケーブルの経年劣化

や損傷による漏電の可能性を考

慮する必要あり

ただし液漏れによる漏電を検出で

きれば感電事故に至らない

新規

170

盤外出

力 ケー

ブル

（ ＥＶ

充電）

断線による過熱、 発

火

A1 1 a

経年劣化や、外力によりケーブルが損傷し、短絡、 ス

パークが発生し火災となることが想定される。 屈曲さ

せることがあるため、劣化する速度も速い。 更に近傍

に可燃物があると延焼の可能性がある。 損傷、ス

パーク、可燃物の存在の３条件揃う確率 は極小。
L

【ハザードの除去】

①漏電遮断器による装置停止

②地絡検知による装置停止

③ヒューズの使用

【ハザードの予防】

①充電シーケンスエラーにより充電停止

A1 1 a

短絡時には、短絡電流によりヒューズが溶断する ことで、

発火に至ることはない。 充電開始前には自動的に充電回

路の自己診断を 行い、短絡・地絡などの異常を検出した

場合、充電 動作しないため発火に至ることはない。 L

大容量化に伴って被害の大きさや

発生度合いに変化があるものの、

評価分類を一段階上げるほどでは

ない 165

171

盤外出

力 ケー

ブル

（ ＥＶ

充電）

高温による火傷

A3 3 b

大電流が充電ケーブルに流れることにより、ケーブル自

体が過熱し、火傷に至る

L

①温度検知機能による装置停止

②過電流検知での充電器出力遮断

A3 3 a

使用する充電ケーブルが許容する電流容量以上の電流を

使用する場合には、温度検知機能を搭載し出力を停止す

ることににより、火傷を防止できる。

N

大電流化によるケーブルの発熱を

考慮する必要あり

安全対策

・過温度保護機能（ 充電コネク

タも含む）

【参考】 CHAdeMO 標準仕様書

Ver.1.2 7.充電ケーブルアセンブリ

の過温度保護

新規

172

盤外出

力 ケー

ブル

（ ＥＶ

充電）

怪我

C 3 c

充電ケーブルが太く、重くなることにより、取り回ししにく

くなり、あやまって足に落としてしまい、受傷する

L

①充電ケーブル保持構造の変更

②ケーブルキャリアーの取り付け

③車両接続部付近での取付

④カウンターウエイトを使用するなどケーブルの

引き回しにも工夫が必要 C 3 C

重量の増加により従来のコネクタ部を持つほかに、ケーブル

部も保持できる、補助器具による操作性の向上。

ケーブルの屈曲性の低下の為、車両付近に充電コネクタを

保持できる補助器具を取り付け、操作性を向上

L

ケーブル自体が太く重くなることで

起きる不具合を考慮する必要あり

新規

173

液冷装

置

液漏れによる内部基

板損傷

A2 2 b

充電ケーブルを冷却するための液冷装置において、冷

却液が漏れることにより、周辺の基盤を損傷し、出力

停止に至る

L

①冷却液の流量検知機能

②冷却液と基盤の分離構造

③充電ケーブル温度検知機能

④充電器と冷却装置の個別制御

⑤冷却装置自体での異常検知機能 A2 2 b

流量・温度検知により内部基板の焼損を防止できる。

L

ケーブルを冷却するために新たに追

加される冷却ユニットの故障を考

慮する必要あり

新規

174

液冷装

置

液漏れによる充電

ケーブル過熱による火

傷

A3 3 b

充電ケーブルを冷却するための液冷装置において、冷

却液が漏れ、冷却能力が低下してケーブルが過熱、

充電器操作者が火傷する

L

①冷却液の流量（ 液漏れ） 検知機能

②冷却液と基盤の分離構造

③充電ケーブル温度検知機能

A2 2 b

流量・温度検知により内部基板の焼損を防止できる。

L

ケーブルを冷却するために新たに追

加される冷却ユニットの故障を考

慮する必要あり

新規

175

蓄電池過充電により発火 す

る。

A2 2 b

充電器の電圧制御不全により、過充電となり発熱

が発生する。 セルの高温によるガス噴出のため、発火

の可能性 がある。 充電器故障、過充電継続などの

複数要因により発 火に至ること、堅牢な金属筐体に

収納することを考 慮してハザードＡ２，発生確率ｂ

とする。

L

①充電器故障（ 出力過電圧） 検出時、充

電器停 止

②蓄電池温度上昇時、充電電圧低下または

充 電停止

③蓄電池周辺は難燃材を使用

④蓄電池部にて過充電・過電圧時に充電回

路から遮断する。

⑤漏電が発生した場合、漏電検出器で検知

され電源を遮断する。

⑥充電器出力が過電流の状態になった場合

は停止

⑦装置アラーム（ 各部過電圧、過電流、過温

度、地絡検知、制御回路異常、通信異常

等） により装置停止

⑧充電シーケンスエラーにより急速充電器停止

A2 2 a

充電器の過電圧保護により過充電を防ぐことがで きる。 ま

た、蓄電池部での遮断においても過充電を防げ る。 合わ

せて、温度監視により、充電制御や保護をお こなうため、

発火にいたる可能性は低い。 難燃材使用、異常時システ

ム停止機能により、発 火状態が継続することはない。 以

上のような複数の安全対策の実施により、発生 確率はａ

とする。

N

今回は評価対象外

166
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176

蓄電池外部短絡により過

熱、発火する。

A2 2 b

外部短絡により、発熱が発生する。 電流、温度上

昇次第ではセルの高温によるガス噴 出となり、発火

の可能性がある。 外部短絡発生、短絡電流量など

の複数要因により 発火に至ること、堅牢な金属筐体

に収納することを 考慮してハザードＡ２，発生確率

ｂとする。 L

①セル単体にて外部短絡試験実施

②蓄電池過電流保護機能（ ヒューズ、過電

流遮断器） あり

③蓄電池周辺および配線には難燃材を使用

④装置アラーム（ 各部過電圧、過電流、過温

度、地絡検知、制御回路異常、通信異常

等） により装置停止

⑤充電シーケンスエラーにより急速充電器停止

A2 2 a

想定されていた短絡電流による充電器内部火災 のハザー

ドは短絡電流を遮断する理由から充電器 設備内故障と

なる。 難燃材の使用、異常時システム停止機能など複数

の安全対策を実施していることから、発生確率はａ  とす

る。

N

今回は評価対象外

167

177

蓄電池内部短絡により過

熱、発火する。

A2 2 a

内部短絡により、発熱が発生する。 温度上昇次第

ではセルの高温によるガス噴出とな り、発火の可能

性がある。 内部短絡に対するセル設計・製造での安

全確保に より発火に至る可能性は非常に低い。 堅

牢な金属筐体に収納することを考慮してハザー ドＡ

２，発生確率aとする。

N

①蓄電池出力電流が設定値を超えると開閉

器・ ヒューズを作動させ、電流を遮断する。

②配線は難燃性ケーブルを使用

③装置アラーム（ 各部過電圧、過電流、過温

度、地絡検知、制御回路異常、通信異常

等） により装置停止

④充電シーケンスエラーにより充電停止

A2 2 a

過電流保護、難燃材使用、異常時システム停止機 能な

どの各対策により、リスクランクはaのまま変更 はないが、より

発生確率が低減される。

N

今回は評価対象外

168

178

蓄電池発熱により破裂、 発

火する。

A2 2 b

冷却障害により、発熱が発生する。 温度上昇次第

ではセルの高温によるガス噴出とな り、発火の可能

性がある。 冷却障害による発熱は急激なものではな

く、温度 上昇値もセルを破損させるほど高くならない

場合 がほとんどと考えられる。 堅牢な金属筐体に収

納することを考慮してハザー ドＡ２，発生確率ｂと

する。 L

①冷却装置（ ファン故障） 検出機能あり。

②蓄電池温度上昇時は充電電圧低下、充

電停

止、電流遮断のいずれかにより保護をおこな

う。

③筐体内温度検出により、電流を遮断する。

④蓄電池周辺は難燃材を使用

⑤装置アラーム（ 各部過電圧、過電流、過温

度、地絡検知、制御回路異常、通信異常

等） により装置停止

⑥充電シーケンスエラーにより充電停止

A2 2 a

冷却装置故障検出機能と、温度監視による充電制 御や

保護をおこなうため、発火にいたる可能性は 低い。 難燃

材使用、異常時システム停止機能により、発 火状態が継

続することはない。 以上のような複数の安全対策の実施に

より、発生 確率はａとする。

N

今回は評価対象外

169

179

蓄電池充電時の可燃性 ガス

発生と火気に より発

火する。

A2 2 b

水素などの可燃性ガスの充満と開閉器などのス パー

クにより発火の可能性がある。 換気不良、ガス濃

度、火種などの複数要因により 発火に至ること、堅

牢な金属筐体に収納することを 考慮してハザードＡ

２，発生確率ｂとする。
L

①蓄電池収納部は適切な換気機能あり。

②蓄電池周辺は難燃材を使用

③ガス発生を防止するために、電池セルの温

度を検出して、設定温度を超える場合は、開

閉器により電流を遮断する。
A2 2 a

蓄電池収納部の換気機能により可燃性ガスの充 満を防

ぐことができる。 あわせて、電池温度監視によるガス発生の

抑制に より可燃性ガスが原因の発火の可能性は低くな

る。

以上より、発生確率はａとする。
N

今回は評価対象外

170

180

蓄電池

充放電

回 路

二次側短絡などに よ

り素子故障

A4 4 b

内部で断線して機器故障となる。 部品の断線故障

による機器停止となるため、ハ ザードＡ４，発生確

率bとする。

N

[①ヒューズの使用] [②配線は難燃性ケーブル

を使用] [③装置アラーム（ 各部過電圧、過

電流、過温度、地絡検知、制御回路異常、

通信異常等）  により装置停止]

[④充電シーケンスエラーにより充電停止]
A4 4 a

ヒューズ、難燃性ケーブル使用の対策を施した結 果、想定

されていた短絡電流による充電器内部火 災のハザードは

短絡電流を遮断する理由から充電 器設備内故障とな

る。 異常時のシステム監視機能などの各安全対策に よ

り、発生確率はａとする。
N

今回は評価対象外

171

181

蓄電池

充放電

回 路

部品不良により破 壊

A4 4 b

内部で断線して機器故障となる。 部品の断線故障

による機器停止となるため、ハ ザードＡ４，発生確

率bとする。

N

[①ヒューズの使用] [②配線は難燃性ケーブル

を使用] [③装置アラーム（ 各部過電圧、過

電流、過温度、地絡検知、制御回路異常、

通信異常等）  により装置停止]

[④充電シーケンスエラーにより充電停止]
A4 4 a

ヒューズ、難燃性ケーブル使用の対策を施した結 果、想定

されていた短絡電流による充電器内部火 災のハザードは

短絡電流を遮断する理由から充電 器設備内故障とな

る。 異常時のシステム監視機能などの各安全対策に よ

り、発生確率はａとする。
N

今回は評価対象外

172

182

太陽電

池

損傷により短絡す る。

A2 2 b

外的要因（ 風による飛来物） によりパネル破損し、

短絡が発生する。 発熱、短絡部焼損後、断線故障

となる。 パネルの材料は難燃材を使用していることを

考慮 してハザードＡ２，発生確率ｂとする。 L

①パネル配線保護用遮断器の使用

②不具合時パワーコンディショナー停止

③装置アラーム（ 各部過電圧、過電流、過温

度、地絡検知、制御回路異常、通信異常

等） により装置停止

④充電シーケンスエラーにより充電停止

A2 2 a

システムの安全保護機能や過電流遮断により危 険状態

が継続することはない。 以上より、発生確率aとなる。

N

今回は評価対象外

173

183

太陽電

池

損傷により漏電す る。

B 1 b

外的要因（ 風による飛来物） によりパネル破損し、

漏電、発熱が発生する。 パネルの材料は難燃材を

使用しているため延焼 はしないが、断線故障により

感電の可能性がある ため、ハザードB，発生確率ｂ

とする。
M

①漏電が発生した場合、漏電検出器で検知

され 電源を遮断する。

②装置アラーム（ 各部過電圧、過電流、過温

度、 地絡検知、制御回路異常、通信異常

等） によ り装置停止

③充電シーケンスエラーにより充電停止

B 1 a

システムの安全保護機能や漏電検出・過電流遮断 により

危険状態が継続することはない。 以上より、発生確率aと

なる。

L

今回は評価対象外

174

184

太陽電

池

絶縁劣化により短 絡

する。

A2 2 a

経年劣化により絶縁劣化し、短絡が発生する。発

熱、短絡部焼損後、断線故障となる。 パネルの材

料は耐環境性能を有した難燃材を使 用しているた

め発生の確率は非常に少ないこと考 慮してハザード

Ａ２，発生確率aとする。 N

[①漏電が発生した場合、漏電検出器で検知

され 電源を遮断する]

[②装置アラーム（ 各部過電圧、過電流、過

温 度、地絡検知、制御回路異常、通信異常

等）  により装置停止]

[③充電シーケンスエラーにより充電停止] [④

パネル配線保護用遮断器の使用] [⑤定期

点検の実施]

A2 2 a

システムの安全保護機能や過電流遮断により危 険状態

が継続することはない。 対策を施した結果、リスクランクaの

変更はないが、 より発生確率が低減される。

N

今回は評価対象外

175

185

太陽電

池

絶縁劣化により漏 電

する。

B 1 a

経年劣化によりパネルが破損し、漏電、発熱が発 生

する。 パネルの材料は耐環境性能を有した難燃材を

使 用しているため発生の確率は非常に少ない。 漏

電による延焼はないが断線故障となるまでは感 電の

可能性があるため、ハザードB、発生確率aと する。
L

①漏電が発生した場合、漏電検出器で検知

され　 電源を遮断する。

②装置アラーム（ 各部過電圧、過電流、過温

度、地絡検知、制御回路異常、通信異常

等） により装置停止

③充電シーケンスエラーにより充電停止

B 1 a

システムの安全保護機能や漏電検出・過電流遮断 により

危険状態が継続することはない。 対策を施した結果、リス

クランクaの変更はないが、 より発生確率が低減される。

L

今回は評価対象外

176

186

その他

のヒュー

マン エ

ラー

充電コネクタが破損し

た 状態で充電操作を

して 感電

B 1 c

充電コネクタを誤って落として破損 充電コネクタが地

面にある状態でクルマに轢 かれて破損

H

①JEVSG105により落下強度の確保

②勘合が不完全になり，充電できなくなる。

B 1 a

JEVSG105にて落下強度の性能として、1m上からコンク

リート床に落下させた際に異常のないことが規定されてお

り、充電コネクタが大きく破損することはない。 また，クルマ

の踏み潰しなどの衝撃でコネクタが破損した 場合，もっとも

構造的に弱いロックレバーが変形すると考え られる。ロック

レバーが変形すると，１） 勘合ができない、ま たは、２）

ロックができない、のいずれかになる可能性が高 い。いずれ

の場合も，コネクタロックができず、充電器は動 作しない。

○ L 177

187

その他

のヒュー

マン エ

ラー

充電コネクタが濡れた

状態で充電操作をし

て 感電

B 1 c

充電コネクタを水溜りに落としてそのまま充 電 台風の

ような豪雨の中で濡れた手で充電操 作

H

①充電開始前の自己診断の実施

B 1 a

コネクタ部分で漏電する状態では、充電器側にて充電開

始 前の絶縁確認の際に絶縁不良診断を行うため、充電

が開 始することは有り得なく、感電に至ることはない。

○ L 178
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＜備考＞

ハザー

ド 分

類

ハザー

ド によ

る被

害の大

き さ

発生

度合

い

ハザー

ド 分

類

ハザー

ド によ

る被

害の大

き さ

発生

度合

い

評価見直しの要否および

見直しの場合・新規追加の場合の理由

H30年度作業会議論反映メモ

番号

(H23)

安全対策後の評価

理由

ヒュー

マ ンエ

ラー

項目

対策

後 の

リスク

ランク

安全対策部位等 想定されるハザード

安全対策前の評価

理由

対策

前 の

リスク

ランク

188

その他

のヒュー

マン エ

ラー

充電コネクタが濡れた

状態で充電操作をし

て 感電

B 1 b

充電コネクタと液冷仕様のケーブル接合部の破損に

気づかずに充電を行なって、漏れてきた液に触れて感

電してしまう

M

①充電開始前の絶縁診断

②漏電検出器が検知して電源を遮断(充電

中)

③地絡検知により装置停止

④制御回路異常により装置停止

⑤充電シーケンスエラーにより充電停止

⑥コネクタ未接続時は出力遮断の構造

⑦冷却液の流量（ 液漏れ） 検知機能

B 1 a

コネクタ部への水混入で地絡検知により装置停止 する。

地絡検出回路使用の対策を施した結果、漏電遮 断器で

保護できる可能性がある。 充電開始前には自動的に充

電回路の自己診断を 行い、短絡・地絡などの異常を検出

した場合、充電 動作しないため感電に至ることはない。 充

電シーケンスにより充電開始すると充電コネクタ は、ロックさ

れる。また、充電電圧がある場合、ロッ クは、解除されな

い。 コネクタ未接続状態では、電流が流れない構造の た

め感電に至ることはない。 以上により発生確率は低くaとす

る。

L

ケーブルが液冷仕様になった場合

の使用中の事故に考慮する必要

あり

ただし液漏れによる漏電を検出で

きれば感電事故に至らない

新規

189

その他

のヒュー

マン エ

ラー

充電ケーブルの着脱

操 作中にコネクタの

内部に 触れて感電

B 1 b

充電ケーブルを接続せずに、充電器のス タートボタン

を押してしまう。

M

①コネクタ未接続時は出力遮 断の構造

B 1 a

充電スタートボタンを押した時は、車両と充電器間の通信

制御が最初に行われるが、コネクタと車両が接続されてい

ない状態では、通信エラーとなり充電が開始されることは な

い。 ○ L 179

190

その他

のヒュー

マン エ

ラー

クルマのインレット部分

に触れて感電

B 1 b

子供がいたずらでクルマの充電口のキャップ を開けて

触る。

M

①車両コンタクタ内蔵

B 1 a

車両の電池とインレットの間には、コンタクタが設けられて お

り、充電中にのみコンダクタが閉じる。充電時以外では、 コ

ンタクタは開放されており、インレット部に電圧が掛かる こと

はない。
○ L 180

191

その他

のヒュー

マン エ

ラー

充電中にケーブルが外

れてアークが発生し，

感 電または火傷

B 1 c

サイドブレーキのかけ忘れ。 傾斜のある場所でサイド

ブレーキが甘く，ク ルマが動いてしまう。 充電コネクタ

を接続したままクルマを発進さ せてしまう。 充電中の

ケーブルに足を引っ掛け，体ごと ケーブルに乗りかかっ

てしまう。
H

①車両シフト位置検出機能

②車両パーキング構造

B 1 a

車両のパーキング機能が正常であれば、サイドブレーキの

かけ忘れ、ブレーキ力の甘さがあった場合でも車両は動か

ない。CHAdeMO充電器は，充電中に車両のシフト位置

が パーキング以外の場合は、充電を開始しない。 充電中

にシフトレバーが別のポジションに変わると、充電 は停止す

るように監視されている。

○ L 181

192

その他

のヒュー

マン エ

ラー

充電中にケーブルが外

れてアークが発生し，

火 災発生

A2 2 c

サイドブレーキのかけ忘れ。 傾斜のある場所でサイド

ブレーキが甘く，ク ルマが動いてしまう。 充電コネクタ

を接続したままクルマを発進さ せてしまう。 充電中の

ケーブルに足を引っ掛け，体ごと ケーブルに乗りかかっ

てしまう。

M

①車両がコネクタ接続状態を 感知しており，

発進できない

②コネクタ未接続時は出力遮 断の構造

A2 2 a

車両は、充電コネクタが接続されている状況を監視してお

り、その間は、シフトをPレンジに固定している。 充電中、コ

ネクタは電磁ロックされており、ロック機構が健 全であれば

人間が乗っても外れることはない。 万が一充電中にコネク

タが車両から外れた時には、急速 充電器は通信ラインが

切断されたことを感知し、充電を終

程度の時間がかかることもあるが、短時間のアークはコネ ク

タハウジングの中だけで生じるので、外部の火災にはな らな

い。

○ N 182

193

その他

のヒュー

マン エ

ラー

誤った扱いでケーブル

内部が損傷し短絡地

絡 する。

A2 2 c

車両駐車時またはボタン操作時に人が充電 ケーブル

を誤って踏んでしまう。 長い充電ケーブルが地面に

這っているとき、 クルマや二輪車が踏みつける。

M

①ＤＣ側ヒューズが溶断し保護する。

②ＤＣ側地絡検出器動作により

保護する。

A2 2 a

使用前に車両や人による踏みつけで内部短絡地絡してい

ても絶縁試験を行うため充電前に検出できる。検出してか

ら保護するまでの時間は短く火災になることはない。

○ N 183

194

その他

のヒュー

マン エ

ラー

ケーブル被覆が損傷し

短絡地絡する。

A2 2 c

屋外に設置することが多く、ねずみやリスな どの小動

物によりケーブルがかじられる。 冬場はケーブルシース

が硬くなってしまうた め曲げ等により亀裂が生じ、水が

浸入する。 M

①絶縁試験により異常が検出される。

②ＤＣ側地絡検出器動作により保護する。

③ＤＣ側ヒューズが溶断し保護する。

④管理者による日常点検の実施 A2 2 a

充電ケーブルは使用する際に目視にて確認することが多く

スタートボタンを押す前に発見する事が多い。気づかない と

しても各部で保護する。検出してから保護するまでの時 間

は短く火災になることはない。 ○ N 184

注： 蓄電池及び太陽電池に係るハザード項目（ ID174からID184） は今回の評価検討対象外とした
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資料 2 熱電対と熱流束データの経時変化 

１．熱電対データ 

＜筐体周囲＞ 

正面側　１～６

排気側　７～１２
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背面側　１３～１８
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＜吸気側外部側板＞ 
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＜吸気側側面内部＞ 
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最下部　３１
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＜排気側外部側板＞ 

 

＜排気側側面内部＞ 
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＜筐体内部＞ 
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２．熱流束計グラフ 

 

＜筐体周囲＞ 

正面側 1～6 

 

 

 

排気側 7～12 
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資料３ ビデオ画像とサーモグラフィ画像 

左 2枚：カメラ位置 A（正面と吸気側面を撮影）  右 2枚：カメラ位置 B（背面と排気側面を撮影） 

着火 

 

1 分経過 

 

2 分経過 

 

3 分経過 

 

4 分経過 
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5 分経過 

 

6 分経過 

 

7 分経過 

 

8 分経過 

 

9 分経過 
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10 分経過 

 

11 分経過 

 

12 分経過 

 

13 分経過 

 

14 分経過 
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15 分経過 

 

16 分経過 

 

17 分経過 

 

18 分経過 

 

19 分経過 
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20 分経過 

 

21 分経過（消火 1分後） 
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資料４ 熱電対と熱流束データの経時変化（補足実験） 

１．熱電対データ ＜筐体周囲＞ 

正面側　１～６

排気側　７～１２
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背面側　１３～１８
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２．熱流束計グラフ ＜筐体周囲＞ 

 

正面側 1～6 

 

 

 

排気側 7～12 
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